
第4節　パラダイムシフト下の当行経営

1.うるおいある未来のために。

（1）九州フィナンシャルグループの誕生と
「第二の創業」

経営統合の経緯

　2015（平成27）年10月1日、肥後銀行と鹿児島銀行

を傘下にもつ共同持株会社、九州フィナンシャルグルー

プ（KFG）が発足した。両県トップの地銀同士による経

営統合は全国初であった。同日、東京証券取引所など

に上場した。

　代表取締役会長に当行の甲斐隆博頭取が、代表取

締役社長に鹿児島銀行の上村基宏頭取が就任した。

両頭取は熊本市の熊本ホテルキャッスルで記者会見し、

「相乗効果を発揮して、九州トップの総合金融グルー

プを目指す」とした。甲斐は「救済型ではなく、先行投

資型の統合のメリットを具体的に示すことが、地域全

体の活性化にもつながる」と述べた。上村は「昨年11

月に経営統合の合意を発表して以降、ようやくこぎ着

けた。万感の思いがある」と述べ、九州フィナンシャル

グループ初の取締役会の雰囲気も紹介し「前向きに活

発な意見が出て、議論が深められた。今回の経営統合

を象徴していた」と続けた。

　KFGの第1次グループ中期経営計画では、九州全域

で融資業務を強化するほか、成長市場のアジアに新た

な拠点を置き、取引先企業の海外展開を後押しする。

累計60億円の統合効果を見込んだ。甲斐は「九州全

域のマーケットでシェアを広げていくことが、顧客にとっ

ても、最大の金融サービス提供になる。どこがライバ

ルというより、顧客をできるだけ多く発掘し、対応する

という姿勢でつくった中期経営計画だ」と強調した。

　KFG の総資産は、8兆7,810億円（2015年3月末時

点・２行単純合算）と、西日本シティ銀行を抜き、九州

ではふくおかフィナンシャルグループ（FFG）に次いで2

番目の規模の金融グループとなった。
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九州フィナンシャルグループ設立記者会見　左から甲斐会長、上村社長 　統合の背景には、地方の急激な人口減少と少子高

齢化に伴う地域経済の縮小という構造問題があった。

加えて金融機関は低金利による収益減と競争激化にさ

らされ、顧客ニーズの多様化への対応にも追われていた。

　このような状況下での経営統合は、九州という広域

化したスケールでの新たな地域密着型ビジネスモデ

ルの創造に取り組むものであり、新しい時代のプラッ

トフォームづくりという「第二の創業」に向けたスター

トであった。

統合を報じる記事
（『熊本日日新聞号外』2014年11月7日付）

経営統合ドキュメント

年月日 内容

2014年11月7日 NHKによる報道を踏まえ、15時00分「経営
統合について検討を行っていることは事実」
とするコメントを発表。（適時開示）

　　　同月10日 「経営統合に向けた基本合意」を発表。（肥
後・鹿児島各行において記者会見）

同月14日 統合準備委員会を発足。

2015年3月27日 「経営統合に向けた最終合意」を発表。
（ホテル日航熊本にて共同記者会見）

同年6月23日 両行の株主総会で、経営統合を行うことを
内容とした「株式移転計画」を承認可決。

同年9月1日 東京・福岡両証券取引所から「株式会社九州
フィナンシャルグループ」の上場承認。

同年9月28日 肥後・鹿児島銀行、東京・福岡両証券取引所
の上場廃止。（9月25日最終売買日終値 肥後　
883円、鹿児島970円）

同年9月30日 政府から「銀行を子会社とする持株会社」の
設立認可。

同年10月1日 持株会社「株式会社九州フィナンシャルグルー
プ」が発足。同日、東京・福岡証券取引所へ上
場。（熊本ホテルキャッスルにて記者会見）

　甲斐頭取は2015年10月の下期支店長会議で1日に

発足した KFG について「第二の創業に向けたスタート

であります」と述べ、次のように訓示した（抜粋）。

　KFG で策定した第1次グループ中期経営計画には、

九州トップの総合金融グループを目指し、第一に、平成 

30年3月までの2年半を「協働ステージ」として位置付け、

相互理解を深め、有効性を導入し合うこと。第二に、そ

の後の「融合ステージ」において統合効果の最大限発

揮に向け、強みを結集してグループ総合金融力を高め

ること。第三に、グループ経営資源を最適に配分する仕

組みを構築していくことを掲げています。

　協働のイメージを海で表現すると、当行が有明海と

いう内海で、毎日自宅から船を出す内海的な漁業をし

ている一方、鹿児島銀行は、東シナ海や太平洋に出向き、

沿岸漁業より大きなリスクテイクをする外洋的な漁業を

していると言えます。

　当行としては、鹿児島銀行の外洋的な気質に学ぶと

ころが大きく、内海性の緻密さに加え、統合効果によっ

て外洋性を身に付け、より積極性をもって、お客様との

価値共創に取り組んでいただきたいのであります。

経営統合で、お客様との価値共創に取り組む
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

②新会社の概要

　KFG は、当初、本店

（登記上の住所）を鹿

児島銀行の本店所在

地である鹿児島市金生

町6番6号に置き、本社

を当行本店のある熊本

市中央区練兵町1番地

とし、本部機能を熊本

市中央区紺屋町13-5

の肥後紺屋町ビルに置

いた。

　実質的な本社機能

を熊本市に置いたの

は、地理的に九州の中

心に位置し、九州最大のマーケットである福岡県を含め

九州各県と隣接していること、および九州財務局が熊本

市にあることなどが理由であった。その後、2021（令和

3）年11月1日、熊本市西区春日1丁目12番3号に本社ビ

ル（KFGビル）を新築移転し、12月6日開業した。

九州フィナンシャルグループの概要

①新会社設立の目的とグループ経営理念

　当行と鹿児島銀行は、KFGの発足にあたり、設立の

目的として、相乗効果による経営基盤の強化を掲げた。

　グループのシンボルマークとして、大地に根を張り

成長し続ける大樹をデザイン化した。目指すのは「九

州トップの総合金融グループ」であった。

　さらに今後のグループ経営の理念として、「お客様」

「社会」「社員」の3つの価値の創造をうたった。

　組織の融合が始まり、徐々にグループの体制が整っ

ていった。2021（令和3）年4月からの第3次グループ

中期経営計画「改革」のスタートにあたって、私たちの

存在意義としての「パーパス」と、10年後を見据えた「ビ

ジョン」を打ち出し、組織の一体感を高めた。

　その後、2024年4月、第4次グループ中期経営計画

「躍進」の始まりにあたって、我々の価値観・行動指針

としての「バリュー」を制定し、「パーパス」「ビジョン」「バ

リュー」をワンセットとして、新たなKFG共通の経営理

③グループの規模

　 経 営 統 合によるグループ規 模は、預 金 残 高 7 兆

7,560億円、貸出金残高5兆3,715億円、店舗数272、

ATM1,533台、営業店人員数3,284人となった（２行

単純合算・2015年3月末時点）。

　広域化した新たなターゲットエリアの人口は、熊本

県、鹿児島県合わせて約346万人、中小企業数は約10

万7,000社に上る。

組織の融合推進

①人材交流

　KFG の発足に合わせて、人材育成の強化と相互理

解の促進、グループ一体感の醸成を目的として、地域

行事や共同研修への参加などの人材交流が始まった。

2016（平成28）年3月には、両行35人ずつを互いに出

向させる初めての人事異動を実施し、その後も両行人

材の交流に力を入れた。

②本部機能の統合

　KFGグループの融合促進と、グループガバナンスを強

化するとともに、連結収益強化に向けた収益多角化や新

たな事業開発を推進するため、本部機能の統合を行った。

・本部監査機能の統合（2016年4月）

・主計・広報機能をKFG に集約、同本部に常駐（2019

年10月）

・営業店監査機能の統合（2021年4月）

念体系とした。

　なお、本件に伴い、2024年5月「グループ経営理念」

は廃止した。

KFGビル

入行7年目研修（キャリア7）

役員数 合計18名（うち当行から6名）

社員数 合計102名

専任者 18名（うち当行から10名）

兼務者 84名（うち当行から43名）

部署数 5部署（監査部、経営企画部、グループ戦略部、
業務・IT統括部、コンプライアンス・リスク統
括部）

資本金 360億円

株式移転比率 肥後銀行1、鹿児島銀行1.11

上場証券取引所 東京証券取引所市場第一部
福岡証券取引所本則市場

KFGの概要（設立時）

新会社設立の目的
地域とともに「地方創生」を実現するために、両行の地元を
中心とした九州における存在感を更に発揮できる磐石な経
営基盤を確立し、広域化した新たな地域密着型ビジネスモデ
ルの創造に取り組んでいく。

グループ経営理念（当初）
　わたしたち九州フィナンシャルグループは、持続可能な成
長の実現に向け、以下の3つの理念を柱として、みなさまから
真に愛される総合金融グループを目指します。
1．お客様の信頼と期待に応え、最適かつ最良の総合金融サー

ビスを提供します。
2．地域とともに成長し、活力あふれる地域社会の実現に積

極的に貢献します。
3．豊かな創造性と自由闊達な組織風土を育み、より良い未

来に向かって挑戦し続けます。

コンセプト 自然豊かな九州の大地に根ざし、成長し続ける大樹。
わたしたち九州フィナンシャルグループも、しっかりと
地域に根ざし、地域とともに成長しながら、社会に豊か
な実りをもたらす大樹のような存在でありたいという
願いが込められています。 

デザイン 木洩れ日は、将来を優しく照らし出す光を表します。み
ずみずしい豊かな九州の未来を、まさに水滴を思わせ
る立体的な造形によって印象深く表現しています。 

カラー これまで築き上げてきた信頼を表す深みのある“トラス
トグリーン”と、なにごとにも挑戦し続ける若々しいマイ
ンドを表す“フレッシュグリーン”を基調としています。

　甲斐頭取は、2015( 平成27) 年の上期支店長会議
で、訓示結びに、次のように述べた（抜粋要約）。
　最大の目標は、最適な金融サービスを提供していくこ
とにあります。お客様第一主義を全行的に実践し管理
していくよう、経営スタイルを本格的なお客様第一主義
体制へ変えていかなければなりません。
　そのためには、行内のガバナンス体制やマネジメント
も変えていく必要があります。各階層別の双方向コミュ

ニケーションにより、一人ひとりが役割と責任を腹に据
えて実践するという、トップダウンとボトムアップの双方
向エネルギーを生み出していく経営に転換していきます。
　自分を中心に考え、周辺に依存する姿勢が仮に残っ
ているとするならば、このような姿勢から早く脱却し、
皆さんが独立した自分を形成し、周辺と連携し、関係当
事者と協働するリーダーとして存在していくことを強く
期待します。

お客様第一主義の実践こそが第二の創業
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（2）頭取の交代

甲斐会長と笠原頭取の就任

　2018（平成30）年6月26日、笠原慶久副頭取が第12

代代表取締役頭取に就任し、新体制がスタートした。

2009年の頭取就任以来、9年に及ぶ在任期間を務めた

甲斐は、代表取締役会長に就いた。

　笠原は、東京都出身。1984（昭和59）年旧富士銀行

（現・みずほ銀行）入行。みずほ銀行熊本支店長などを歴

任、2015（平成27）年みずほ信託銀行常務執行役員から

当行に転じ、取締役常務執行役員を経て代表取締役副頭

取を務めていた。笠原は、2019（令和元）年6月、九州フィ

ナンシャルグループの代表取締役社長にも就いた。

　頭取交代を発表した記者会見で、笠原は「熊本地震

からの創造的復興や人口減少などの課題に向き合い、

グループ一体となって、地域のお客様のためになる銀

行を目指したい」と決意を述べた。

　笠原新頭取は就任翌日、全店一斉朝礼における就任

挨拶のなかで、下記のように訓示した。

　会長となった甲斐は、9年間の頭取時代、「お客様第

一主義の実践と管理」を唱え、お客様起点・現場重視の

営業態勢への転換を主導した。また、コーポレートガ

バナンス改革や業務インフラの構築に先進的に取り組

むなど、経営の高度化を強く推し進めた。

　教育分野では、行内の態勢整備はもとより教育子

会社の運営による地域人材の育成にも力を注いだ。

2016年の熊本地震では、被災した法人、個人の支援に

陣頭指揮をとり、県が進める創造的復興を支援した。

「お客様感謝の集い」の開催

　甲斐会長、笠原頭取就任に伴い、2018年7月から11

月まで、お客様をはじめとしたステークホルダーに日頃

の感謝の気持ちをお伝えするとともに、地方創生に対す

る当行の取組みをご理

解いただく機会として、

「お客 様 感 謝 の 集い」

を17会場（県内15、東

京、福岡）で開催した。

（3）当行をめぐる動き

長野吉彰顧問のお別れの会

　2016（平成28）年8月31日、第8代頭取を務めた

長野吉彰顧問が91歳で逝去した。

　長野は1925（大正14）年生まれ。玉名市出身。九州大

学経済学部を卒業し入行、1984（昭和59）年4月に頭取に

就任した。代表取締役会長、常任顧問を経て2009年1月

から顧問を務めた。頭取時代には金融自由化など銀行を

取り巻く環境が変化するなかで健全経営に徹した。熊本

経済同友会代表幹事、九州・山口経済連合会（現・九州経

済連合会）副会長などを務めた。モットーは「生涯稽古」。

　2016年10月6日、お別れの会をホテル日航熊本

で執り行い、経済人、文化人、行政・教育関係者ら約

1,500人が参列し、故人の遺徳を偲んだ。

稲垣精一顧問のお別れの会

　2017年10月29日、第9代頭取を務めた稲垣精一顧

問が88歳で逝去した。

　 稲 垣は旧東 京 商 科 大 学（現・一 橋 大 学）卒 業 後、

1952年旧富士銀行入行。銀座支店長、常務取締役資

金証券部長などを歴任した後、当行からの招聘によ

り入行、1993（平成5）年1月、頭取に就任した。8年6

か月の頭取在任時は、国内外の格付機関からすべて

Aレベルの評価を得て、健全経営の伝統を堅持した。

2001年に頭取を勇退し、顧問に退いた。熊本経済同

友会代表幹事や熊本商工会議所副会頭を務め、熊本

EC 協会長など多くの公職を歴任した。

　2017年12月、本店大会議室でお別れの会を執り行

い、多くの関係者が参列して故人の冥福を祈った。

頭取交代を報じる記事
（『熊本日日新聞』2018年3月9日付）2018年6月笠原頭取就任時のポスター

　中期経営計画「新創業2020」は、これまでの延長線
上ではなく、新しい経営を目指し、自主・自律・自発の組
織運営力と筋肉質な組織体質へ転換するという決意を
表している。
　基本方針である「お客様と地域のために～創造的復
興の実現に向けて～」は、ふるさと熊本の復興・発展な
くして当行の成長なし、ということである。その実現へ
のプロセスとして「日本経営品質賞」受賞を掲げた。

　一人ひとりがそれぞれの立場において、お客様の視点
で商品やサービスの価値充実にこだわり、お客様や地域に
高く評価される素晴らしい銀行グループをつくっていきたい。
そのうえで、広域化・多角化・デジタル化に力点を置く。
　企業理念はお題目ではなく、私たちのすべての活動
の礎となる指針である。その指針のもとに、現場力、IT
スキルを強化していきたい。

（笠原頭取就任翌日の全店一斉朝礼での訓示より）

　笠原頭取は行内報の就任インタビューで、新体制の
抱負を語っている。
　入行後3年間でみた当行行員は、お客様のため、地域
のために頑張る人が多いという印象でスタンスが素晴
らしいです。現場で考え行動する風土ができているので、
すごく良い銀行だと感じています。強いていうならば、もっ
と前に出てほしいですね。私は前に出過ぎだといわれ

ますが、積極的に新しいことに挑戦しなければ世界で
戦うのは難しいと思っています。
　キーワードは『現場重視のチームワーク経営』です。
頭取は組織の機能の一つにすぎません。皆さんととも
に素晴らしい肥後銀行をつくっていきたいと思っていま
すので、一緒に頑張っていきましょう。

（『徒然 No.255』2018年夏号より）

お客様や地域に高く評価される銀行グループに

現場重視のチームワーク経営

長野顧問のお別れの会 稲垣顧問のお別れの会
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

①お客様第一主義を実践し管理する態勢の構築

　本中期経営計画の柱として、「お客様第一主義の実

践と管理」の態勢構築に取り組んだ。

　お客様第一主義の実践と管理の状態を銀行全体で

把握し、情報を共有し総合的にお客様に向かって価

値共創が図れるようにしていくために、「お客様第一

主義実践委員会」を新設した。同時に、お客様第一主

義の実践状況が有効であるかを顧客目線で調査分析

し、管理する枠組みとして全部長・全役員が出席する

全方位の委員会として「お客様第一主義管理委員会」

を設けた。

　現場である営業店は、このお客様第一主義の実践

についてボトムアップで意見を上げ、本部・経営はお

客様第一主義的観点から現状を把握し、どのように経

営資源を配賦するのか、もしくは制度を改革するのか、

スピーディーに実現できる体制を構築するなど、営業

店・本部・経営が一体となって全行的に取り組んだ。

②経営統合効果の最大化

　経営統合効果を各々の銀行で実現していくため、第6

次中計期間を鹿児島銀行との「協働ステージ」と位置付

け、「4つの利益～規模の利益・多角化の利益・効率化の

利益・リスクテイク力強化の利益〜」についてシナジー

効果を追求することで、広域化と多角化による事業領

域の拡大と、地域密着とソリューションの深化によるお

客様・地域とのつながりの稠密化を図っていくこととした。

KFG第1次グループ中期経営計画

「協働ステージ」（2015.10.1〜2018.3.31）

2． 「第二の創業」から「新創業」へ
　  ～経営品質の向上に向けて～

　KFGは設立にあたり、目指す姿として「お客様にとっ

て九州トップの総合金融グループ」を掲げ、これを「協

働」「融合」の2つのステージで実現すべく、グループ中

期経営計画を策定し、経営基盤の構築とグループシナ

ジーの最大化に取り組んだ。

　2021（令和3）年4月、総合金融グループから地域価

値共創グループに進化する「2030年共創ビジョン」を

掲げ、これを「共創ステージ」とした。その第1章であ

る第3次グループ中計のテーマを、ビジネスモデルの

変革を目指す「改革」とした。第2章である第4次グルー

プ中計のテーマを、ビジョン実現に向けた取組みを加

速させ「地域価値共創グループ」の基盤構築に取り組

む「躍進」とした。

（1）「協働ステージ」における各中期経営計画

　2015（平成27）年10月、KFGは「お客様への最適か

つ最良のサービス提供に向けた経営基盤構築」を目指

し、第1次グループ中計「協働ステージ」を策定した。ま

た、肥後銀行は同年4月、第6次中計を策定した。当行

90周年を機に、構造的に縮小傾向にある地方経済を持

続可能なものに創生するため、「第二の創業」と位置付

けた。

【肥後銀行第6次中期経営計画の概要】
期間：2015年4月～2018年3月
目指す姿：「最良の金融サービスを提供し、お客様から真に愛される銀行」
テーマ：可能性の追求～潤いある未来の創造へ～

①お客様との稠密な取引の拡大可能性　 ②ヒトの成長可能性　　　 　
③収益機会の拡大可能性

基本戦略
①お客様第一主義の実践と管理　　　　②経営統合効果の最大化
③マーケティング戦略　　　　　　　　 ④マネジメント戦略　　　 
⑤マンパワー戦略

指標目標（2017年度）
①コア目標

・業務粗利益	 556億円
・業務純益	 159億円
・単体当期利益	 124億円
・自己資本比率	 12.5%
・ROA	 0.25%
・OHR	 70.4%

②サブ目標
・株主資本 ROE	 4.0% 台
・総預金 +NCD 平残	 ＋2,600億円
・総貸出金平残	 +2,800億円

【第1次グループ中期経営計画「協働ステージ」の概要】
期間：2015年10月～2018年3月
目指す姿：「お客様にとって九州トップの総合金融グループ」
基本方針：お客様への最適かつ最良のサービス提供に向けた経営

基盤構築
経営基盤の3本柱

①お客様の多様なニーズに応える「総合金融力」
②ステークホルダーに信頼される「ブランド力」
③グループ全体最適を実現する「組織運営力」

営業戦略
①地域活性化戦略　②広域化戦略　③新分野戦略
④国際化戦略　⑤組織態勢・効率化戦略

指標目標（2020年度）
・経営統合によるシナジー	 60億円
・預金残高	 9兆円以上
・貸出金残高	 6.5兆円以上
・業務純益	 450億円以上

「協働」⇒「融合」2つのステージで実現
① 協働ステージ 第1次中計（2015年10月～2018年3月）

▶
② 融合ステージ 第2次中計以降（2018年4月～）

● 相互理解を深め、有効性を導入し合う。
● 融合ステージにおける統合効果の最大限発揮に向け、
 強み（ノウハウ）を結集して、グループ総合金融力を高める。

● グループガバナンスの高度化を進め、グループ経営
資源を最適に配分する仕組みを構築する。

● グループ全体の融合を段階的に進め、経営基盤をより
強固なものにする。

● グループの連結粗利益と経費効率の両面から、統合効果を
最大限に発揮し、持続的成長につなげる。

● ●

基本方針

お客様への最適かつ最良のサービス提供に向けた経営基盤構築

第1次中期経営計画

お客様の多様なニーズに応える
「総合金融力」

● 金融ニーズに迅速かつ的確に応え
る金融事業領域・ 商品・サービス

● 地域の持続的成長を実現する地方
創生戦略

● グループ収益を支える安定した市
場運用収益

ステークホルダーに信頼される
「ブランド力」

● 地域・お客様
常に選ばれ続ける高い信頼性
（人間力・商品力）

● 株主
安定的な株主還元と積極的なIR活動

● 従業員
グループの一員であるという誇りと
高いモチベーション

グループ全体最適を実現する
「組織運営力」

● 環境変化に適応したグループ経営
基盤の強化

● 高度なグループ経営管理態勢の整備

● 総合金融力構築を支える経営・
業務の効率化と戦略的人員配置

経 営 基 盤

目指す姿  お客様にとって九州トップの総合金融グループ

肥後銀行第6次中期経営計画

経営統合効果の最大化

肥後銀行第6次中期経営計画（2015.4.1〜2018.3.31）
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

①九州フィナンシャルグループのトップ交代と

　福岡ビルの開業

　2019（令和元）年6月、

代表取締役会長に松山

澄寛鹿児島銀行頭取（当

時）、代表取締役社長に

笠原慶久肥後銀行頭取

が就任した。甲斐会長、

上村社長は取締役として

引き続き経営に参画する

こととなった。

　2019年7月には、福岡でのグループ営業・情報拠点と

して、福岡市博多区博多駅前2丁目に「九州フィナンシャ

ルグループ福岡ビル」を開業した。

②課題解決支援力の発揮

　地域の持続可能性を高めるため、当行の役割として、

複雑化・多様化する地域の課題解決支援が求められ

た。そのために当行は地域総合金融機能を高度化し、

さらに地域産業振興機能を本格的に強化することに

取り組んだ。

　地域総合金融機能としては、リスクアペタイト・フレー

ムワーク（RAF）や事業性評価に基づくリスクテイク力

強化、「銀・証・信」連携によるワンストップサービスの

提供、創業・事業承継支援の充実などを進めた。

　また、地域産業振興機能として、地域経済の活性化

に繋がる事業開発型プロジェクトの積極化や、コンサ

ルティング・情報仲介といった非金融面に関する取引

先ニーズにも対応できるよう体制を整備した。

③学習する・教育する組織風土

　企業の競争力は「人材力」とそれをベースとする「組

織能力」であり、学習する・教育する組織風土の充実に

よる行員一人ひとりの成長が極めて重要であった。また、

教えることができる人材を中心とした柔軟なチームワー

クで、課題解決支援がスムースにできる能力を形成す

る必要があった。そのため、学ぶことに意欲と意義を持

ち続ける組織・風土をつくり、教えることができる人材

を数多く育成することを目的に、ビジネス教育子会社

の設立や階層別教育プログラムの実施、課題解決を実

現できるスペシャリストの育成、ICAT・ビジネスマナー

教育などを充実させた。

④目標：日本経営品質賞受賞（経営品質の卓越した向上）

　お客様の視点から経営を見直し、自己革新を通じて

お客様の求める価値を創造し続ける「卓越した経営の

仕組み」を目指すため、日本生産性本部が主催する「日

本経営品質賞」の受賞を目標とした。日本経営品質賞

の枠組みの基本は、PDCA サイクルであり、すべての

分野において下記のフレームワークに基づき計画・実践・

運営を徹底することが求められた。

【肥後銀行中期経営計画「新創業2020」の概要】
期間：2018年4月～2021年3月
基本方針（テーマ）：
お客様と地域のために～創造的復興の実現に向けて～
目指す姿：経営品質の向上により、お客様第一主義を充実徹底し、
創造的復興の実現に貢献する銀行
＜基本的な考え方＞
①地域総合金融機能と地域産業振興機能を発揮し、お客様・地域

の課題解決を実現する。
②経営資源の有効配分とIT活用により、経営基盤を更に充実強化

する
③一人ひとりが主体的能力開発に取組み、多面的生産性を向上

させる仕組みを充実する
基本戦略：

（1）マーケティング戦略
①課題解決支援力の発揮　
②収益多角化

（2）マネジメント戦略
①多面的生産性向上　　　
②組織運営力の強化

（3）マンパワー戦略
①能力開発の高度化　　　
②学習する・教育する組織風土

目標：日本経営品質賞
指標目標（2020年度）
①コア目標（KFG 共通）

・貸出金平残	 38,630億円
・総預金平残（※1）	 48,390億円
・当期純利益	 135億円
・顧客向けサービス業務利益	 68億円
・株主資本 ROE	 4.6% 以上
・ROA（純利益）	 0.23% 以上
・OHR	 65% 台
・自己資本比率	 10% 以上

②サブ目標（当行単独）
・非金利利益（※2）	 74億円
・1人あたりコア業務純益	 8.2百万円

（※1）NCDを含む　

（※2）各年度役務利益（九州FG証券受取分含）+土地建物賃貸料

【第2次グループ中期経営計画「融合ステージ」の概要】
期間：2018年4月～2021年3月
目指す姿：「お客様にとって九州トップの総合金融グループ」
基本方針：お客様にとって最適かつ最良のサービス提供に向けた

グループシナジーの最大化
基本戦略・戦略の柱

（1）「地域活力共創」グループへの進化
①地域総合金融機能の高度化　②地域産業振興機能の発揮

（2）グループ人材力の強化
①人材マネジメントの高度化　   ②人材開発の高度化

（3）グループガバナンスの高度化
①経営管理態勢の充実　　　　②生産性の向上

指標目標（最終年度）
・貸出金平残（2行合算）	 7.6兆円
・預金・NCD 平残（2行合算）	 9.2兆円
・当期純利益（連結）	 250億円
・お客様向けサービス業務利益※（連結）	 140億円
・株主資本 ROE（連結）	 4% 台
・OHR（連結）	 70% 未満
・自己資本比率（連結）	 10% 以上

※お客様向けサービス業務利益：貸出金平残 × 預貸金利鞘＋役務収益等利益－経費

KFG第2次グループ中期経営計画

「融合ステージ」

肥後銀行中期経営計画

「新創業2020」

九州フィナンシャルグループ
福岡ビル

経営品質のフレームワーク
肥後銀行中期経営計画「新創業2020」

（2）「融合ステージ」における各中期経営計画
（2018.4.1～2021.3.31）

　2018（平成30）年4月、第2次グループ中計「融合ス

テージ」を策定した。地方創生、総合金融力、グループガ

バナンス、人材育成といった経営課題に対応するため、

スピード感を持ってグループの融合を進め、グループシ

ナジーの最大化に取り組んだ。

　肥後銀行は「お客様と地域のために～創造的復興

の実現に向けて～」を基本方針とし、中計「新創業

2020」を策定した。新たな領域に入る覚悟と自主・自

律・自発の組織運営力、筋肉質な組織体質への転換を

目指した。各計画の概要は次のとおり。
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

【第3次グループ中期経営計画「改革」の概要】
グループ共通
期間：2021年4月～2024年3月
私たちの共創ビジョン～10年後を見据えて～：
お客様・地域・社員とともに、より良い未来を創造する「地域価値
共創グループ」への進化
基本方針： 地域価値共創グループの実現に向けた改革
基本戦略・戦略の柱：

（1）【事業戦略】地域総合金融機能の深化
①新常態における金融コンサルティング力の強化
②金融機能の高度化による地域産業成長支援

（2）【事業戦略】地域産業振興機能の拡充
①地域との協働による課題解決支援
②地域商社機能の強化・創造

（3）【人材戦略】人づくりとエンゲージメント向上
①価値共創を実現する人づくり　②多様性の尊重と働きがいの向上

（4）【ガバナンス戦略】KFGビジネスモデルの確立
①組織構造・収益構造改革　　 ② SDGs・ESGの先駆的取組み

（5）【デジタル戦略】デジタル社会に向けたDX 推進
①新たな体験・サービスの提供　②プロセス改革による生産性向上

グループKPI（2023年度）：
・当期純利益	 260億円
・コア業務純益	 380億円
・お客様向けサービス業務利益※1　170億円
・役務利益比率※2	 14% 以上
・OHR	 65% 以下
・株主資本 ROE	 4% 以上
・自己資本比率	 10% 以上

※1：2行合算＋九州FG証券
※2：役務利益比率＝役務等利益÷コア業務粗利益（業務粗利益－国債等債券損益）

KFG第3次グループ中期経営計画「改革」 肥後銀行中期経営計画「改革」

①【事業戦略】地域総合金融機能の深化と

　地域産業振興機能の拡充

　熊本地震、新型コロナウイルス感染症、豪雨災害を

乗り越え、お客様・地域とともに成長・発展するために、

金融コンサルティング機能の強化ならびに金融機能の

高度化に取り組んだ。具体的には災害からの復旧・復

興を目指す事業者に対する事業再生支援策に取り組

み、中核・主要法人や成長産業に対してはRAF1の方針

に則った積極的なリスクテイクを行った。

　また、地域やお客様のさまざまなニーズにお応えする

ため、SDGs・経営品質、事業承継・M&A、ICT、人事・

教育、人材紹介、BCP2、地方版総合戦略などのコンサル

ティング機能を高め、期待を超える価値の提供を目指し

た。さらに、ライフプランコンサルティング機能の高度化、

個人総合コンサルティングプラザの増設など、銀行・証

券・信託のワンストップ営業態勢の深化を目指した。

　同時に、地域産業振興機能の拡充にも積極的に取り

組んだ。具体的には、事業領域拡大による提供価値の

多様化を目指し、外部事務受託、データ提供、デジタ

ル地域通貨、デジタルバンク、私募リート、アセットマ

ネジメント、地域商社などの事業化を目指した。

②【人材戦略】人づくりとエンゲージメント向上

　多様な価値共創を実現するため、主体的に学習・挑

戦・成長する人づくりに取り組んだ。コンサルティング

やデジタル分野など専門人材の育成や採用の強化を

推し進めた。また、人事制度改定や健康経営の推進、

成果・業績貢献重視の評価基準を設けるなど多様性の

尊重と働きがいの向上を目指した。

③【デジタル戦略】デジタル社会に向けたDX推進

　顧客利便性や提供価値の向上、顧客接点の拡充を

図るため、新たな顧客体験・サービスの提供を重点施

策とした。具体的には法人向けの経営支援プラット

フォームやスマートフォンアプリなどの非対面チャネル

の拡充やAI 分析を活用したOne to Oneマーケティ

ング、くまモンの ICカードの推進や決済データの販売

などの地域デジタルプラットフォームの構築などに取

り組んだ。

　また、店頭タブレットの導入やセルフ取引拡充など

抜本的なプロセス改革やワークスタイルのデジタル化

を進め、品質向上と生産性向上に取り組んだ。

【肥後銀行中期経営計画「改革」の概要】
期間：2021年4月～2024年3月
私たちの共創ビジョン～10年後を見据えて～：
お客様・地域・社員とともに、より良い未来を創造する「地域価値
共創グループ」への進化
基本方針： 地域価値共創グループの実現に向けた改革
基本戦略・戦略の柱：

（1）【事業戦略】地域総合金融機能の深化
①新常態における金融コンサルティング力の強化
②金融機能の高度化による地域産業成長支援

（2）【事業戦略】地域産業振興機能の拡充
①地域との協働による課題解決支援
②地域商社機能の強化・創造

（3）【人材戦略】人づくりとエンゲージメント向上
①価値共創を実現する人づくり
②多様性の尊重と働きがいの向上

（4）【ガバナンス戦略】KFGビジネスモデルの確立
①組織構造・収益構造改革　② SDGs・ESGの先駆的取組み

（5）【デジタル戦略】デジタル社会に向けたDX 推進
①新たな体験・サービスの提供
②プロセス改革による生産性向上

重点施策：
①熊本地震、新型コロナウイルス感染症、豪雨災害を乗り越え、
　お客様・地域とともに成長・発展するビジネスモデルへの進化
②コンサルティング力発揮による期待を超える価値の提供
③銀・証・信ワンストップ営業の深化
④事業領域拡大による提供価値の多様化
⑤主体的に学習・挑戦・成長する人づくり
⑥自律的に改革・創造し、進化し続ける組織づくり
⑦資源配分の最適化・連結収益拡大
⑧経営品質向上・卓越した地域価値共創組織への進化
⑨顧客利便性・提供価値向上、顧客接点拡充
⑩抜本的なプロセス改革による品質向上

KPI（KFG 共通項目／2023年度）：
・コア業務純益	 171億円
・お客様向けサービス業務利益　82億円
・連結当期純利益	 138億円
・連単倍率（当期純利益）	 1.105
・役務利益比率	 15.20%
・OHR	 65.70%
・株主資本 ROE	 4.10%
・自己資本比率	 10.10%

（3）「共創ステージ」における各中期経営計画　
第1章（2021.4.1～2024.3.31）

　新型コロナウイルス感染症や自然災害など不確実

性の高い環境下においてお客様、地域、KFG グルー

プの持続可能性を高めていくため、新たに10年後を

見据えたビジョンを掲げた。中計骨格をグループ共通

とし、ビジョン実現に向けた「共創」ステージにおける

ファーストステップとして、変えるべきを変えていく「改

革」にグループ一丸となって取り組んだ。各計画の概

要は次のとおり。

KFG第3次グループ中期経営計画の概要

今後、予測される未来として人口減少がありますが、このような環境下でも未来のビジョンをどう設定するか
によって道は大きく分かれると考えます。
「成り行きの未来」は、未来がどうなるかという受け身の態度です。人口減少による域内需要の減少見込み
から地域経済が縮小し、私たちのグループも、現在よりも縮小することが必然となります。
一方で、「意志のある未来」は、未来をどうするかという主体的な態度です。地域の皆様とともに人口減少下
でも負けない高いビジョンを掲げ、新たな事業や現在の事業領域の拡大に挑戦します。そのためにDXや
SDGs、人的資本に積極的に投資します。生産性は大幅に上昇し、域外需要の取り込みや新産業・新事業を
創出することにつながり、結果として、地域経済とともに、私たちも成長することが可能になると思います。
私たちは、このような意志のある未来を夢見る企業グループでありたい、と考えています。

人口減少

意志
のある未来

成り
行きの未来

生産性
向上

域外需要
取り込み

新産業
新事業
創出

地域

地域

地域・当社グループ
ともに拡大

地域・当社グループともに縮小

現在 未来

地域価値
共創事業

未来のビジョンを
どう設定するかで
道は分かれる

銀行

地域

新たな事業の挑戦

自ら変化せず、環境変化に受け身

ＤＸ・ＳＤＧsの投資
人的資本への投資

事業領域の拡充

地域にどのような地銀があるかによって、
その地域の未来が変わる

４．第３次グループ中期経営計画の概要（１）骨格
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第３次グループ中期経営計画は、「地域総合金融機能の強化」「地域産業振興機能の拡充」
「人づくりとエンゲージメント向上」「ＫＦＧビジネスモデルの確立」「デジタル社会に向けたＤＸ推進」の
５つの基本戦略を掲げ、それぞれに取組んでいく重点的なテーマとして「戦略の柱」を定めています。

地域総合金融機能の深化

地域産業振興機能の拡充

人づくりとエンゲージメント向上

ＫＦＧビジネスモデルの確立

デジタル社会に向けたＤＸ推進

基本方針

名 称
期 間

第３次グループ中期経営計画 「改革」
３年間（ 年４月～ 年３月）
地域価値共創グループの実現に向けた改革

ビジョン お客様・地域・社員とともに、より良い未来を創造する『地域価値共創グループ』への進化

基本戦略
・

戦略の柱

■新常態における金融コンサルティング力の強化
■金融機能の高度化による地域産業成長支援
■地域との協働による課題解決実践
■地域商社機能の強化・創造
■価値共創を実現する人づくり
■多様性の尊重と働きがいの向上
■組織構造・収益構造改革
■ＳＤＧｓ・ＥＳＧの先駆的取組み
■新たな体験・サービスの提供
■プロセス改革による生産性向上

戦略の柱基本戦略

事業戦略

デジタル戦略

ガバナンス戦略

人材戦略

　2021年度下期支店長会議の頭取訓示において、笠
原頭取は下記のとおり述べた。
　私たちが意志をもってICT 投資や環境対応に積極的
に取り組み、生産性向上や域外需要の取込みを実現す
れば、必ず持続可能な地域社会に繋がっていくはずで
す。私は、これを「意志のある未来」と呼び、地域社会
の皆さんに主体的行動を呼びかけています。未来がど
うなるかではなく、未来をどのように創るかが大事であ
り、中計の10年ビジョンと計数イメージは、KFG・肥後
銀行の意志のある未来図として描かれているものであ
ります。

「成り行きの未来」ではなく「意志のある未来」を創る

1 RAF（リスクアペタイト・フレームワーク）：リスクアペタイトを明確にし、リスクテイク方針に関する行内の共通言語として用いる経営管理の枠組み
2 BCP：事業継続計画
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

KFG第4次グループ中期経営計画「躍進」

肥後銀行中期経営計画「躍進」

【第4次グループ中期経営計画「躍進」の概要】グループ共通
期間：2024年4月～2027年3月
ビジョン：お客様・地域・社員とともに、より良い未来を創造する「地域価値共創グループ」への進化
基本方針：地域価値共創グループ実現へ向けての躍進

【肥後銀行中期経営計画「躍進」の概要】
期間：2024年4月～2027年3月
ビジョン：�お客様・地域・社員とともに、より良い未来を創造する「地域価値共創グループ」への進化
基本方針：地域価値共創グループ実現へ向けての躍進

基本戦略・戦略の柱：
（1）未来を創る地域価値提供の取り組み加速

①新たな事業への挑戦・事業領域の拡充　②地域・お客さま起点のソリューション提供
（2）地域経済の成長に向けたコア事業の強化

①地域産業の成長支援強化　②ライフプランコンサルティングの深化
（3）持続的成長に向けた強固な経営基盤の確立

①人的資本経営の実践による社員価値向上　② GX・DXにかかる先進的な取り組み
③ KFGビジネスモデルの変革

主な経営指標・KPI（2026年度）：
・南九州3県 GDP	 16.6兆円
・地域価値共創事業収益額	 70億円
・CO2削減量（2019年度比）	 ▲20.0%
・エンゲージメント総合スコア	 75P
・当期純利益	 360億円
・OHR	 61.0%
・株主資本 ROE	 5.0%
・自己資本比率	 10.5%
・PBR	 0.88倍以上

基本戦略・戦略の柱：
（1）未来を創る地域価値提供の取り組み加速

①新たな事業への挑戦・事業領域の拡充　
②地域・お客さま起点のソリューション提供

（2）地域経済の成長に向けたコア事業の強化
①地域産業の成長支援強化　
②ライフプランコンサルティングの深化

（3）持続的成長に向けた強固な経営基盤の確立
①人的資本経営の実践による社員価値向上　
② GX・DXにかかる先進的な取り組み　
③ KFGビジネスモデルの変革

重点施策：
① SDGs・DX 分野の先駆的取り組みを通じ、地域をリードしエコシス

テムを形成する
②成長分野・地域への経営資源集中、地元資金需要への積極対応を

通じ、お客様・地域の飛躍的成長に貢献する
③お客様のライフプランを徹底的に理解し、最善の利益を提供する
④すべての行員の成長・活躍の機会を増やし、実践を通じて現場力を

強化する
⑤脱炭素とDX 推進により経営基盤を強化する
⑥お客様接点と商品・サービス提供機会を飛躍的に増加させ、マーケッ

トシェアを拡大する
⑦お客様の事業と生活を支えるリスク管理態勢を構築する
　主な経営指標・KGI・KPI（2026年度）：
　KGI:Key Goal Indicator 経営目標達成指標
　KPI:Key Performance indicator 重要業績評価指標
① KGI

・県内総生産（GRP）	 7.0兆円
・個人・法人顧客総合満足度	 　 90％
・お取引先法人経常利益増加率　 10％
・お取引先個人金融資産額増加率　４％
・エンゲージメントスコア（総合）	 75P
・連結当期純利益	 188億円
・株主資本 ROE	 5.0％以上
・自己資本比率	 10％以上

② KPI（地域価値向上）
・製造業生産額	 21,383億円
・保健衛生・社会事業生産額	 8,890億円
・宿泊・飲食サービス業生産額	 1,232億円
・観光消費額	 4,200億円
・熊本県宿泊者数	 810万人
・農林漁業生産額	 2,124億円
・農林水産物等の輸出額	 150億円

※2026年度熊本県KPIは熊本県公表資料等から当行にて推計
※今後熊本県が新たなKPIの公表・修正等があった場合は、当行施策・KPIも見直す

③ KPI（顧客価値・行員価値向上）
・経営品質セルフアセスメント評価　AA-　750点
・総預金県内シェア	 46.7％
・総貸出金県内シェア	 51.5％
・NPSスコア預り資産営業	 35P
・健康経営（ホワイト500認定）	10位以内
・人的投資	 9.5億円
・専門スキル認定人数	 650名
・新規採用人数（新卒・キャリア）	 150名以上
・女性管理職比率	 20% 以上

④ KPI（企業価値向上）
・連単倍率（当期純利益）	 1.10
・コア業務純益	 222億円
・顧客向けサービス業務利益	 159億円
・役務利益比率	 13.0％
・修正 OHR	 64.5％
・総預金平残（NCD 含む）	 57,944億円
・貸出金平残	 46,964億円
　除く財務省貸出	 46,964億円
・役務利益	 81億円
・経費	 404億円
・投信解約益を除くコア業務純益　222億円
・当期純利益	 170億円
・ROA（当期純利益）	 0.23％

成
長
軸
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シナジー

単体の質

2018.4
2021.4

2024.4 2031.4

お客様への
最適かつ最良の
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経営基盤構築

お客様にとって
最適かつ最良の

サービス提供に向けた
グループシナジーの最大化

ビジョン実現に向けた
ステップ感として

「変えるべきを変える」
ことにフォーカス

ビジョン実現に向けた
取り組みを加速させ、

「地域価値共創グループ」
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協働

融合

『共創』

2015.10
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第4次グループ中期経営計画の位置付け
　2021年4月に、九州フィナンシャルグループは、総合金融グループから地域価値共創グループに進化する10年間の計画を掲げ、これを共創ステージとしまし
たが、現在の第4次グループ中計は、この共創ステージの第2章にあたります。　
　第1章の第3次グループ中計は、ビジネスモデルを変えることに着手した“改革中計”であり、それに続く第4次グループ中計のテーマは、「躍進」としました。
　この“躍進中計”では、ビジョン実現に向けた取り組みを加速させ、「地域価値共創グループ」の基盤構築に取り組んでいきますが、この3年間の成果が、共
創ビジョンの達成を左右すると言っても過言ではありません。
　躍進という言葉が意味するとおり、この3年間を“めざましい勢い”で突き進み、共創ステージの最終章へつなげていきたいと思います。

2016実績 2017実績
当期純利益 146億円 193億円
顧客向けサービス業務利益 70億円 85億円
OHR 73.05% 73.68%

株主資本ROE 2.6% 3.4%

自己資本比率 12.38% 11.77%

2021実績 2022実績 2023実績
166億円 246億円 263億円
116億円 233億円 228億円
72.22% 70.39% 73.73%

2.7% 3.9% 4.1%

10.74% 10.73% 11.17%

2024実績 2025計画 2026計画
303億円 335億円 360億円
222億円 260億円 325億円
74.96% 66.2％ 61.0%

4.5% 4.9% 5.0%

11.67% 10.0〜11.0％

20230目指す姿
500億円

6.0%

2018実績 2019実績 2020実績
222億円 182億円 150億円
118億円 117億円 92億円
68.23% 67.89% 69.74%

3.8% 3.0% 2.5%

11.34% 10.89% 11.08%

「
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パーパス、ビジョン、バリュー
Management Message
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「共創ビジョン」実現に向けた戦略02
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05

中長期的な企業価値向上に向けた
取り組み

持続的成長を支える取り組み・体制

コーポレートデータ

第４次グループ中期経営計画の位置付け
第４次グループ中期経営計画「躍進」
経営指標・KPI
2024年度業績および2025年度業績予想

【基本戦略Ⅰ】 
未来を創る地域価値提供の取り組み加速

戦略の柱１ 新たな事業への挑戦・事業領域の拡充
戦略の柱2 地域・お客様起点のソリューション提供

【基本戦略Ⅱ】
地域経済の成長に向けたコア事業の強化

戦略の柱１ 地域産業の成長支援強化
戦略の柱2 ライフプランコンサルティングの深化

【基本戦略Ⅲ】
持続的成長に向けた強固な経営基盤の確立 

戦略の柱１ 人的資本経営の実践による社員価値向上

〖特集2〗　「地域価値共創グループへの進化」
に向けて、活躍する専門人材の姿

「人権と多様性の尊重」への取り組み
【基本戦略Ⅲ】 
持続的成長に向けた強固な経営基盤の確立

戦略の柱2  GXにかかる先進的な取り組み
戦略の柱2  DXにかかる先進的な取り組み
戦略の柱3  KFGビジネスモデルの変革
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九州フィナンシャルグループ
2025 統合報告書

2030年共創ビジョン
当社グループは、「2030年共創ビジョン」実現に向けて、銀行部門を中心に収益確保に努めるとともに、地域価値共創事業のあらゆる可能性を追求すること
で新たな収益基盤の確立を目指しています。
2024年度の連結当期純利益は303億円で、3年連続で実質過去最高益を計上いたしました。また、地域価値共創事業は43億円で収益全体の14％を占める
など、着実に増加しております。これからも、地域価値共創事業の一層の強化を図ることで、お客様や地域の課題を解決し、当社グループも地域経済ととも
に成長していけるように努めてまいります。

グ
ル
ー
プ
会
社
等

銀
行

2030年度（共創ビジョン）2026年度（計画）2025年度（計画）2024年度（実績）

地
域
価
値
共
創
事
業

事
業
開
発
部
門

銀
行
以
外
の

金
融
部
門

銀
行

預り、法人ソリューションを除く

新規事業

九州みらいCreation

連結当期純利益  360億円

地
域
価
値
共
創
事
業

事
業
開
発
部
門

銀
行
以
外
の
金
融
部
門

銀
行

預り、法人ソリューションを除く

新規事業

新規事業

36億円

連結当期純利益  500億円連結当期純利益  335億円

地
域
価
値
共
創
事
業

事
業
開
発
部
門

銀
行
以
外
の

金
融
部
門

銀
行

預り、法人ソリューションを除く

九州みらい
Creation

人材(紹介・派遣・教育)
リサーチ＆コンサル

▲0億円

連結当期純利益  303億円

地
域
価
値
共
創
事
業

事
業
開
発
部
門

銀
行
以
外
の

金
融
部
門

銀
行

預り、法人ソリューションを除く

九州みらい
Creation ▲1億円

86%
260億円

87%
290億円

81%
290億円

64%
320億円

14%
43億円

13%
45億円

19%
70億円

36%
180億円

第4次中期経営計画 『躍進』 次期中期経営計画

銀行部門
（預り、法人ソリューション）23億円

九州デジタル
ソリューションズ ▲0億円

グループ会社
（リース・カード他） 20億円

九州FG証券 2億円

九州デジタル
ソリューションズ +0億円

グループ会社
（リース・カード他） 19億円

九州FG証券 1億円

銀行部門
（預り、法人ソリューション）25億円 銀行部門（預り、法人ソリューション） 50億円

九州FG証券 50億円

グループ会社
（リース・カード他） 21億円

九州会計サービス 0.2億円

九州みらいCreation 3億円

九州デジタル
ソリューションズ 10億円

人材(紹介・派遣・教育)
リサーチ＆コンサル 10億円

銀行部門
（預り、法人ソリューション） 34億円

九州FG証券 6億円

グループ会社
（リース・カード他） 21億円

人材(紹介・派遣・教育)
リサーチ＆コンサル 6億円

九州デジタル
ソリューションズ 2億円

パーパス、ビジョン、バリュー
Management Message

Contents

九州フィナンシャルグループの
価値創造ストーリー

「共創ビジョン」実現に向けた戦略02

01

03

04

05

中長期的な企業価値向上に向けた
取り組み

持続的成長を支える取り組み・体制

コーポレートデータ

「成り行きの未来」を「意志のある未来」へ
グループ理念体系
価値創造プロセス
2030年共創ビジョン
サステナビリティ優先課題
中・南九州のポテンシャルと課題
〖特集1〗　新生シリコンアイランド九州
九州フィナンシャルグループの歩み
価値創造の源泉となる営業・財務・人材基盤
組織体制とビジネスにおける強み
九州フィナンシャルグループの
価値創造を支えるグループ企業
グループ企業紹介〜九州ＦＧ証券〜
グループ企業紹介
　〜九州デジタルソリューションズ〜
九州フィナンシャルグループの経営資本

020

九州フィナンシャルグループ
2025 統合報告書

（4）「共創ステージ」における各中期経営計画　
第2章（2024.4.1～2027.3.31）

　「2030年共創ビジョン」実現に向けた取組みを加

速させ、「地域価値共創グループ」の基盤構築に取り

組むため、テーマを「躍進」とした。行動指針・価値観

を表す「バリュー」を策定し、「パーパス・ビジョン・バ

リュー」による新たな理念体系を構築した。各計画の

概要は次のとおり。

グループ中期経営計画の位置付け

「2030年共創ビジョン」
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

2030年ビジョン実現に向けた「躍進」

地域・お客様起点のソリューション提供

KFG基本戦略と当行重点施策

①【基本戦略1】未来を創る地域価値提供の取組み加速

　グループ共通の戦略の柱として「新たな事業への挑

戦・事業領域の拡充」ならびに「地域・お客さま起点の

ソリューション提供」を掲げた。

　当行では戦略を実現するために「SDGs・DX 分野の

先駆的取組みを通じ、地域をリードし、エコシステム

を形成する」ことを重点施策とした。また、専門人材

育成やアライアンス拡充、新規事業への挑戦を通じて

経営戦略、人材・教育、国際ビジネス、リスク管理分野

などへコンサルティング領域を拡大し、ワンストップで

ソリューションを提供できる態勢整備を推し進めた。

②【基本戦略2】地域経済の成長に向けたコア事業の強化

　グループ共通の戦略の柱として「地域産業の成長支

援強化」ならびに「ライフプランコンサルティングの深

化」を掲げた。その実現のため、当行では2つの重点

施策を推進した。

　1つ目は「成長分野・地域への経営資源集中、地元

資金需要への積極対応を通じ、お客様・地域の飛躍的

組んだ。

　1つ目は「すべての行員の成長・活躍の機会を増やし、

実践を通じて現場力を強化する」とした。具体的には、

現状分析と改善施策の実践によるエンゲージメントの

飛躍的向上と教育投資の拡大などによる主体的なキャ

リア形成支援を通じて行員価値向上を目指した。

　2つ目は「脱炭素とDX 推進により経営基盤を強化

する」とし、カーボンニュートラル実現に向けた CO2

排出量算出システム（炭
たん

削
さく

くん）3の展開や生成 AI 活用

と基盤構築、システムコスト構造改革に取り組んだ。

　3つ目は「お客様接点と商品・サービス提供機会を

飛躍的に増加させ、マーケットシェアを拡大する」と

した。その前提として、営業店人員増強や専門性の高

い渉外係育成を通じ、対面の現場力を強化した。個人

分野では、コンタクトセンターの業務領域拡大やロー

ン手続きの効率化による非対面チャネルの強化、ライ

フプランに寄り添う商品開発などを進めた。法人分野

では環境・社会インパクトファイナンスの組成、スター

トアップへの伴走支援強化などを通じて取引シェア拡

成長に貢献する」ことを重点施策とした。具体的には

電子デバイス関連産業への取組みに経営資源を集中

的に投入し、地域のお客様のサプライチェーン参入機

会創出支援や台湾企業に対するワンストップ進出支援、

不動産ビジネスマッチングの提案強化などについて積

極的に対応した。

　2つ目の重点施策として「お客様のライフプランを

徹底的に理解し、最善の利益を提供する」ことを掲げ

た。具体的には、フィデューシャリー・デューティーの

原点に立ち返り、お客様の属性・ライフイベントに応じ

た金融コンサルティングの実践ならびに最善の利益

提供を通じ、「お客様の未来の資産の創造・承継に貢

献する」ことを目的とした。

③【基本戦略3】持続的成長に向けた強固な経営基盤の確立

　ここでは「人的資本経営の実践による社員価値向上」

「GX・DX にかかる先進的な取組み」および「KFG ビ

ジネスモデルの変革」をグループ共通の戦略の柱とし

た。その実現のために当行では4つの重点施策に取り

大を図った。さらにデジタルチャネル拡充のため、個

人向けバンキングアプリや法人ポータルサイトなどデ

ジタルプラットフォームの導入・機能拡張を通じて顧

客利便性の向上を目指した。

　4つ目は「お客様の事業と生活を支えるリスク管理

態勢を構築する」を掲げた。外為法4・犯収法5に基づ

く厳格な業務運営により高リスク取引防止の徹底や、

金融犯罪被害未然防止の取組みにより、お客様や地

域に安心・安全な金融取引環境を提供することを目指

した。

3 取引先の脱炭素経営の支援および地域のカーボンニュートラル実現のため当行が独自に開発したCO²排出量算定システム「Zero-Carbon-System®（通称：炭削くん）」
4 外国為替及び外国貿易法
5 犯罪による収益の移転防止に関する法律

探索行動計画６ 地域・お客様起点のソリューション提供（重点施策１）

✓経営戦略策定
✓経営品質向上支援
✓新規事業開発支援
✓人事制度運用・組織開発
✓マーケティング支援

国際ビジネス

リスク管理・

人材・教育

･経営戦略

✓ 取組支援
✓カーボンニュートラル支援
✓ 経営分析

（スコアリング）
✓ クレジット導入支援

✓健康経営支援
✓人材派遣・紹介
✓人事制度・研修
✓高度経営人材紹介

✓法人向け生命保険
✓法人向け損害保険
✓ 支援

✓海外進出・輸出支援
✓台湾ビジネス支援

✓ ・ 化支援
✓業務プロセス改善支援

コンサルティングメニューの拡充

専門人材育成 アライアンス拡充
コンサルティング領域を拡大し、ワンストップでソリューションを提供

地域企業の
サステナビリティ経営実現

新たな領域
への挑戦

✓新規事業（ ）による支援

１２．ＫＦＧ基本戦略と当行重点施策

基本戦略
未来を創る地域価値提供の取り組み加速

戦
略
の
柱

新たな事業への挑戦・事業領域の拡充

地域・お客さま起点のソリューション提供

基本戦略
地域経済の成長に向けたコア事業の強化

戦
略
の
柱

地域産業の成長支援強化

ライフプランコンサルティングの深化

基本戦略
持続的成長に向けた強固な経営基盤の確立

戦
略
の
柱

人的資本経営の実践による社員価値向上

ＧＸ・ＤＸにかかる先進的な取り組み

ビジネスモデルの変革

１．ＳＤＧｓ・ＤＸ分野の先駆的取り組みを通じ、地域を
リードしエコシステムを形成する

２．成長分野・地域への経営資源集中、地元資金需要への
積極対応を通じ、お客様・地域の飛躍的成長に貢献する

３．お客様のライフプランを徹底的に理解し、最善の利益
を提供する

４．すべての行員の成長・活躍の機会を増やし、実践を通じて
現場力を強化する

５．脱炭素とＤＸ推進により経営基盤を強化する
６．お客様接点と商品・サービス提供機会を飛躍的に増加させ、

マーケットシェアを拡大する
７．お客様の事業と生活を支えるリスク管理態勢を構築する

当行重点施策ＫＦＧ基本戦略

探索

深化

基盤

※増減は2023年度比
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未来も変わるという可能性を感じることができました。

より広い視野で地元熊本の発展に貢献していくことを

期待しています」と述べた。

　公益財団法人日本生産性本部日本経営品質賞委員

会は当行の表彰理由として、①高い価値創造を実現す

る体系的組織変革と人づくり、②経営品質フレームを

内部振り返りと本業に活用、③金融サービス・非金融

サービスを通じた社会貢献活動、④組織全体の一体

化による風土変革、の4点をあげた。（以下は日本経営

品質賞委員会アドミニストレーション「2019年度フィー

ドバックレポート審査総括」より引用）

高い価値創造を実現する体系的組織変革と

人づくり

　「集権から分権へ」を実現するために、ブロック統括

店支店長に人事権（主任以上は本店に人事権）をもた

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

3.日本経営品質賞受賞

（1）審査結果と授賞式

　2019（令和元）年11月25日、2019年度の大企業部

門で、当行は唯一日本経営品質賞に選ばれた。銀行

業界では初受賞となった。翌2020年度の経営方針を

「経営品質元年」とした。

　2020年2月、日本経営品質賞授賞式が東京・霞ケ

関のイイノホールで開催された。トップスピーチでは

笠原頭取が「お客様・地域の持続的成長の実現に向け

て」をテーマに登壇した。

　審査委員の北井優康氏は「肥後銀行には経営幹部

から若い行員まで変革にチャレンジする文化、風土が

あります。今回の受賞は厳しい経営環境にある地銀

業界に対する期待の表れでもあります。貴行のさまざ

まな取組みを通じて、銀行の行動が変われば地域の

2019年度 銀行初の日本経営品質賞を受賞

　日本経営品質賞は、日本企業が国際的な競争力のあ
る経営構造へ質的転換を図るため、顧客の視点から経
営を見直し、自己革新を通じて顧客の求める価値を創造
し続ける組織の表彰を目的に、公益財団法人日本生産
性本部が1995（平成7）年に創設した。
　「経営のノーベル賞」といわれ、米国企業の競争力復
活の原動力の一つとなった「マルコム・ボルドリッジ国家
品質賞」の考え方をモデルとしている。
　経営品質の向上とは、組織が継続的な経営革新に取
り組んで卓越した経営を目指すことを意味する。日本経
営品質賞の選考ではその経営姿勢が他の組織より抜き
ん出ている、際立っていることが評価され、特に独自性
が重視される。（公財）日本生産性本部は毎年、卓越した経
営の仕組みを新たに構築し実践している企業に日本経
営品質賞を贈り、表彰している。

　当行は2008年の第4次中期経営計画から「現場力の
品質強化」を基本コンセプトに掲げ、経営品質向上活動
を本格化した。中央集権、本部主導の業務運営から顧
客重視、現場重視のマネジメントへの転換、経営の高度
化・IT 化、それらを担う人材教育の確立などに取り組ん
でいた。
　その後も一貫して経営品質の考え方を経営の中心に
据え、セルフアセスメント
による経営改善を重ねる
ことで着実に自己革新能
力が向上した。そのうえで
さらなる経営品質向上を
目的に、そのプロセスの目
標として日本経営品質賞
受賞を掲げて取り組んだ。

Column

日本経営品質賞とは

　笠原頭取は、2020( 令和2) 年1月の年頭挨拶で前年
の日本経営品質賞受賞を踏まえて「今年を経営品質元
年とし、徹底的にお客様の役に立つ年にしたい」と、次
のように抱負を述べた。
　昨年は仕事の品質を徹底的に高める年とし、日本経
営品質賞に挑戦、見事受賞しました。その過程で、水道
町や大津での現地審査がありましたが、「スタッフも含
めた従業員一人ひとりが、企業理念を自分のものとして
消化し、日々の業務で体現している」ことが高く評価さ
れました。現場が企業理念を軸に頑張っていることを、
とても嬉しく思っています。
　しかし、評価の内容は「求める価値の実現に向け、必

要な取組みは実施され、独自性のある取組みが生まれ
始めている」というレベルです。つまり「お客様起点に
こだわった品質を高めようとする枠組み」が、組織に浸
透されつつあることが受賞に繋がったのであり、我々の
今の品質が格段に素晴らしい、ということではまだない、
ということを、謙虚に受け止める必要があります。
　経営品質賞受賞企業として、私たちは、真にお客様や
地域の役に立つ会社となるためのスタートラインに立っ
た、そういう段階だ、ということです。今年2020年は、「経
営品質元年」と位置付け、営業、事務、店舗など、あらゆ
る仕事の品質を高め、「徹底的にお客様の役に立つ年」
としましょう（一部抜粋）。

経営品質元年
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せたブロック単位運営に移行するとともに、経営幹部

（支店長、グループ長など）の意思決定に必要なスキ

ルとして、システム構築能力（IT）、コミュニケーション

能力（CT）、管理会計と分析・説明能力（AT）の3種類

をICATと呼び、体系化して重点的に育成した。

　その後、対象範囲を全行員に拡大し、10年間かけて

行員のスキルおよび IT による支援のレベルを磨き上

げてきた。特にIT は、窓口業務の一部をタブレット入

力・2次元コード化するシステムを共同開発したもの

が市販されたり、不動産担保評価業務システム・地番

調べシステム・預かり管理システムのローンチ・カスタ

マーとなったりしている。

　こうした組織風土のなかで、2016（平成28）年4月

に熊本地震が発生し、地元が甚大な被害に直面する

なかで、行員たちが覚醒することになる。

　震災直後には以下のようなCT・AT が発揮される。

A．�営業店行員に加え、本部および鹿児島銀行（同じ

九州フィナンシャルグループ）の行員総勢863名で、

県内法人全1万6,403先、住宅ローン全4万3,548

先の被災状況を確認、要望を集約し、

B ．�お客様第一主義管理委員会、震災復興委員会が

現場情報を吸い上げる仕組みを作り、

C．�ブロック統括店支店長の判断で、ブロックの渉外

担当者を被災地に集中投下する機動的人員配置

を行い、

D．�計画策定や進捗管理等のノウハウを顧客に提供し

グループ補助金（中小企業がグループを作って復旧・

�復興の事業費を申請すれば、国と県が事業の3/4

を補助する制度）申請の際のグルーピング支援や

事業計画策定支援を行った。

　さらに、ITを発揮して、MS4（顧客管理システム・融

資トータルシステム・口座分析システム・管理会計シス

テムの総称）を活用して県全体の復興状況を合算B/S、

P/Lなどで把握し、復興支援のファンド総額を想定し、

くまもと復興応援ファンド、くまもと未来創生ファンド

などを組成した。そして、「くまもと復興応援私募債（文

金融サービス・非金融サービスを

通じた社会貢献活動

　肥後銀行の寄付＋協賛の金額は、2018年度は7億

4,700万円と経常利益（181億円）の4.1% にもなって

いる。2019年度からは、グループでESG 投融資6の指

針を制定し、地銀初の ESG 投融資目標5,000億円を

設定・公表している。また地域社会の課題解決のため

に、金融の枠を超えて、目的地型観光振興会社「株式

会社くまもとDMC」、熊本の食材を使って熊本を PR

する香港のレストラン「櫓
ろあん

杏」を立ち上げ、ホテルを運

営する「瀬の本高原リゾート株式会社」へも出資して

いる。

組織全体の一体化による風土変革

　こうしたことの背景には、お客様目線の行員の提案

に対して本部の各部門がすぐに対応することや、本部

の各部門が各営業店に臨店して支援することで営業

店と本部の距離が縮まり、本部への信頼感が増してい

ることがある。甲斐隆博会長は、2017年の会長就任

後は自らをChief Educational Officerと名のり、「肥

銀ビジネス教育」という子会社を作って社員教育に力

を入れている。銀行の執行は笠原慶久頭取に引き継

がれ、経営品質向上への取組みは加速している。

化財寄付オプション付私募債）」「学び舎応援私募債

（発行企業が指定した学校への教育機器等寄贈付私

募債）」「創造的復興おうえん資金（元金据置期間の新

設、融資期間の延長）」「熊本城応援プラン（寄付付個

人向け国債）」「資産形成と震災復興支援の二刀流プ

ラン（契約件数に応じて一定金額を寄付）」などの熊

本地震関連の金融商品を開発・提供した。

　こうした震災対応が象徴しているように、肥後銀行

は、ICAT を活用した事務効率化によって、事務人員

を渉外人員にシフトし、「事務から事業へ」軸足を移し

つつある。たとえば、他行が店舗閉鎖による効率化を

急ぐなかで、フェイス・トゥ・フェイスのサービスを重

視し、あえて123店舗（17ブロック）の閉鎖は行わない

という方針を立て、過疎地では昼休み制度導入による

短時間営業、被災地域などでは移動店舗車2台（2017

年から）を活用している。

経営品質フレームを内部振り返りと本業に活用

　2017年より経営品質向上の視点から組織を振り返

る視点をもつ人材育成を開始、2018年8月に41人、

2019（令和元）年7月に33人の計76人が「セルフアセッ

サー」資格を取得した（正社員は2,000人程度）。これ

は、銀行経営の品質向上に資することに加え、顧客の

過去の財務計数に頼るだけではなく、将来の事業性評

価を着実に行っていこうという姿勢の表れでもある。こ

うして、法人顧客に対しては、将来の事業性評価を含

めた審査的営業活動により、無担保・無保証の融資を

提供したり、事業承継やM&Aなどの非金融面での課

題解決支援を行ったりすることで、非金利収入は着実

に増加している。また個人顧客に対しては、2019（平

成31）年2月に信託業務兼営認可を取得し、熊本を離

れている子息がいる場合等には、遺言信託等を活用し

て課題解決に結び付けている。

（2）�経営品質報告書のフィードバック

　日本経営品質賞の受賞以降、毎年作成している経営品

質報告書および経営品質審査の結果は、経営企画部の

ホームページに掲載し全行員にフィードバックを行っている。

経営品質アセッサー会議

　2019（令和元）年11月の日本経営品質賞受賞で、当

行は品質にこだわる経営のスタートラインに立った。

同年12月、営業店と本部一体となってよりいっそうの

経営品質の向上を図るため、各部室店での取組みの好

事例を共有し情報交換を行う経営品質アセッサー会議

を開催した。

　ブロックごとのセルフアセスメント活動の充実を図

ることで、全行的な経営品質向上へ繋げる目的で、各

職場で経営品質の取組みを審査する専門経営品質セ

ルフアセッサー75人でスタートした。第1回会議では、

審査員から直接フィードバックを受けた。

　毎年作成している経営品質報告書および経営品

質審査の結果を還元し、さらなる経営品質向上に向

け、全役職員が経営品質を理解し、それぞれの所属で

改善活動を実践していった。経営品質アセッサーは

2025年時点で、258人を任命、育成し、全行的な経営

品質向上へつなげていった。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

日本経営品質賞授賞式

2019年度 経営品質報告書

6 ESG：環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の略。企業の長期的な成長のためには、ESGが示す３つの観点が必要だという考え方が世界
的に広まっており、投資の意思決定において、従来の財務情報のみを重視するだけでなくESGの観点から判断する「ESG 投資」が機関投資家の間に広がっている。
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

ビジョン、バリュー）を定め、その実現に向け「法令等を

遵守し、適切な経営の意思決定と業務執行を図るとと

もに、経営の透明性、公開性および健全性を高め、コー

ポレート・ガバナンスの充実に努めていく」としている。

内部統制システムの整備状況

　当行は、役職員の職務の執行が法令および定款に適

合することを確保する体制の構築を重要視し、2007年

から「内部統制システム構築の基本方針」を定めていた。

法改正に伴う改定を経て、2021（令和3）年6月、コーポ

レート・ガバナンスのさらなる強化を目的に「監査等委

員会設置会社」への移行に伴い一部を改定した。2023

年11月には、グループ内のガバナンス強化の一環として、

「内部統制システムの整備に関する基本方針」に名称

変更した。

　内容は、「取締役及び使用人の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制」や「監査等委

員会及び監査等委員である取締役の職務を補助すべき使

用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項」「当該株式会社並びにその親会社及び子会社から

成る企業集団における業務の適正を確保するための体制」

など11項目32方針だった。内部統制システムの高度化の

ため、必要に応じて随時見直すことにした。

監査等委員会設置会社への移行

　当行は、取締役11名（うち社外取締役2名）で組織す

る取締役会において、経営の意思決定および取締役の

職務執行を監督するとともに、監査役5名（うち社外監

査役3名）および監査役会において、その履行状況など

を監査する体制であった。

　2021年6月、コーポレート・ガバナンスのさらなる

強化を目的に、「監査等委員会設置会社」へ移行した。

KFG、鹿児島銀行も足並みをそろえた。

内部監査の状況

　監査部は、被監査部署から独立した体制をとり、年

4.コーポレート・ガバナンス

（1）コーポレート・ガバナンス体制の概要

コーポレート・ガバナンスに対する

基本的な考え方

　当行は、迅速かつ適切な経営の意思決定と業務執

行を図り、経営のチェック機能を高めることを基本と

したコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいる。

　2015（平成27）年12月、九州フィナンシャルグループ

（以下、KFG）は、当行を含むグループの健全な統治シ

ステムを確立するため「コーポレートガバナンス・ガイ

ドライン」を制定した。

　ガイドラインは、第1章「総則」、第2章「当社の企業

統治システム」、第3章「株主の権利・平等性の確保」、

第4章「株主以外のステークホルダーとの適切な協働」、

第5章「適切な情報開示と透明性の確保」などで構成

した。グループの持続的な成長と中長期的な企業価値

の向上に資するため、グループの役職員はガイドライ

ンの趣旨を十分に理解し、実践することとした。

　KFGグループは、コーポレート・ガバナンスに対する

基本的な考え方として、グループの理念体系（パーパス、

KFGコーポレートガバナンス・ガイドライン

　笠原頭取と行員の対話会（オンラインミーティング）を
ブロック別に、2022（令和4）年5月から翌年3月まで約1
年をかけて行った。
　対象行員は入行10年以内の若手で、ブロックごとに
10人ほどであった。頭取との対話を通じて行員の共感力

を高めて、日々の担当業務に意欲的に取り組むことで、全
行的な経営品質向上、風通しの良い組織づくりを図った。
　以後毎年実施し、2023年には名称を「経営との対話会」
とし、頭取以下役員との直接対話の場として希望者を募
り継続実施している。 

Column

頭取と行員との対話会の実施  （2022年5月実施）
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度ごとの監査方針および監査計画に基づき、内部管理

態勢（リスク管理態勢含む）などの適切性、有効性を監

査する態勢としている。また、内部監査の内容について、

取締役会、経営執行会議および監査等委員会へ報告

する態勢である。

　2015（平成27）年4月、当行の内部監査態勢構築に

係る基本的な取組方針として「内部監査方針」を制定

した。2018年4月、KFG監査関連規程との整合性確保

のため「内部監査に関する基本方針」に名称変更した。

①グループ内子会社の監査機能の統合

　2016年4月、グループ内の内部管理態勢強化および

経営統合効果発揮を促進するため、肥後銀行および鹿

児島銀行の本部監査機能をKFG 監査部に統合した。

グループ一体の横断的監査により、内部管理態勢の適

切性・有効性の検証を行い、経営効率向上を目指す監

査体制とした。

　また、2021（令和3）年4月には両行の営業店監査機

能を KFG 監査部に統合した。これにより営業店にお

ける課題をグループ一体で検証・分析し、リスク評価と

内部管理態勢の有効性の保証や提言機能を充実させ、

グループガバナンスの強化の実現を目指した。

②内部監査の変遷

　金融庁は、2019年6月、「金融機関の内部監査の高

度化に向けた現状と課題」を公表した。金融機関が持

続可能なビジネスモデルを構築することにより、業務の

適切性や財務の健全性を確保し、金融システムの安定

に寄与していくためには、ガバナンスが有効に機能して

いることが重要である。つまり事務不備や規程の準拠

性といった表層的かつ事後チェックといった「準拠性監

査」から、リスクアセスメントに基づき高リスク領域の

業務プロセスに対する問題を提起する「リスクベース監

査」を経て、良質な金融サービス提供や収益・リスク・自

己資本のバランス、経営戦略の遂行状況など経営目線の

「経営監査」へと高度化していくことが求められた。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

KFGグループのコーポレート・ガバナンス体制　※KFGコーポレート・ガバナンスに関する報告書（2025年6月現在）

アタリ

③監査等委員会監査の状況

　年度ごとの監査方針および監査計画に基づき、取

締役会、経営執行会議、各種委員会など重要な会議

への出席、監査部・リスク管理担当部署等からの定例

報告およびヒアリングなどに加え、財務等の企業経営

に関する相当程度の知見を有する監査等委員である

取締役による会計監査に関するモニタリングおよび検

証などを実施している。

経営機構等の概要

①取締役会および取締役

　取締役会は、法令および定款に定める事項の他、当

行の経営に関する重要な事項を決定し、かつ取締役の

職務執行を監督する。原則、本店において毎月開催し、

必要に応じ随時開催することができる。取締役会は、

2025年7月25日現在、金融業務に精通した取締役10

名（うち監査等委員2名）と、高い見識と専門的知見を

備え、かつ独立性の高い社外取締役5名（うち監査等

委員3名）で構成されている。

　2016年2月、取締役会の監督機能のさらなる強化を

目的に、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保する

ため、取締役会の決議事項および報告事項を見直した。

また、グループでの整合性を確保するため、KFG規程に

準拠した構成、条文の一部改定、用語の統一を行った。

②監査等委員会および監査等委員

　監査等委員会は、当行業務に精通し、かつ財務など

の企業経営に関する相当程度の知見を有する監査等

委員である取締役2名と、高い見識と専門的知見を備

え、かつ独立性の高い監査等委員である取締役（社外）

3名で構成されている。監査等委員である取締役は、

代表取締役と定例的な意見交換を行うとともに、取締

役会、経営執行会議等に出席し、取締役の職務執行状

況および意思決定における善管注意義務、忠実義務等

について監査する態勢としている。

③指名・報酬諮問委員会

　当行の経営陣の指名・報酬に関する取締役会の諮問

機関として、指名・報酬諮問委員会を設置した。

④経営執行会議

　業務執行に関する重要な事項について審議すること、

および業務執行のうち取締役会の委任する事項を審議、

決定することを目的として経営会議を設置した。2018

年4月、経営会議の構成員を執行役員以上とし、名称を

「経営執行会」とした。その後、2021年10月、KFG で

名称を統一するため「経営執行会議」に改定した。

諸規程の制定・改定

①定款の改定

　2016年2月、定款を改定した。迅速な配当を可能と

するため、剰余金の配当を取締役会決議としたほか、

当行の非上場化に伴って条項を整備し、KFG の定款

に内容・表現を統一した。営業店は定款の現物保管を

廃止し、行内文書集より閲覧する方法に変更した 。

②株式取扱規程の改定

　経営統合により、当行株式が非上場となったため、

2016年4月、株式取扱規程について、不要となった条

文を削除し、所要の条文の新設と変更を行った。営業

店は行内文書集から閲覧することとし、備置用の旧規

程を廃棄した 。

③取締役会規程および経営会議規程の改定

　2016年2月、KFG 規程との整合性確保ならびに取

締役会の監督機能強化を図るため、取締役会規程お

よび経営会議規程を改定した。

　さらに同年6月、部門別業務執行態勢への移行に伴っ

て経営会議規程を改定し、経営会議権限を一部見直し

た。改定した経営会議権限は「費用などに関する審議

事項および金額基準の改定」に関する事項として、①

重要な財産の処分に伴う損失（減損損失含）、②大口
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の償却・引当処理、③重要な損害金（新設）、④大口の

協賛金（新設）、の4項目。「投資などに関する金額基準

の改定」に関する事項として、①重要な財産の取得（譲

受）・開発・処分、②大口の債権放棄または譲渡、③多

額の出資、の3項目とした。

　このほか、経営会議未満の決裁権限は所管の部門

長へ委嘱することとした。

　2021（令和3）年10月、KFGで名称を統一するため、

「経営執行会議規程」に改定した。

④規程体系の改定

　2020年10月、グループの内部統制強化のため、「規程」

の上位階層に「方針」を制定、「細則」を「規則」に改定し、

当行の規程体系をKFGおよび鹿児島銀行と統一した。

（2）組織の変遷

委員会制度について

　当行は、各部門の業務執行状況を把握するとともに、組

織横断的な課題について定例的に集中協議し、効果的、効

率的かつ迅速に対応するため、各種委員会を設けている。

委員会運営の強化

①「組織能力向上委員会」

　「デジタル・イノベーション委員会」の新設

　2018（平成30）年10月、組織能力向上に向けた人

的資源に関する方針、戦略などの策定、実現および効

果検証を行う「組織能力向上委員会」を新設した。併

せて、顧客利便性や業務プロセスに変革をもたらすデ

ジタルテクノロジーなどの活用および基盤整備に関す

る方針、戦略などの策定、実現および効果検証を行う

「デジタル・イノベーション委員会」を新設した。

②「サステナビリティ推進委員会」の新設

　2021（令和3）年4月、持続可能な開発目標（SDGs）

および環境・社会・ガバナンス（ESG）の重要課題であ

るESG 関連投融資の推進や環境への取組み（CO2削

減、地下水保全活動）などを協議する「サステナビリティ

推進委員会」を新設した。また、新型コロナウイルス

感染症対策・創造的復興委員会の創造的復興に関す

る事項を本委員会に移行した 。

③「リスク管理委員会」と

　「コンプライアンス・顧客保護等委員会」の再編

　2021年4月、コンプライアンスとリスクの一体管理

のため、「コンプライアンス委員会」と「リスク管理委員

会」を統合し、「CR 委員会」に再編した。

　2022年11月には、当行とKFG、鹿児島銀行との間で、

委員会運営ならびにALM・リスク管理の共通化・高度化

に向け、「CR 委員会」を「リスク管理委員会」と「コンプ

ライアンス・顧客保護等委員会」の2委員会に改組した。

④「組織能力向上委員会」を

　「人的資本・行員価値向上委員会」へ改定

　2023年4月、経営課題における「人的資本」の重要

性の高まりを踏まえ、「組織能力向上委員会」を「人的

資本・行員価値向上委員会」に改定した。当行行員が

対象だった委員会の協議範囲について、グループを見

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

階層 定義 制定・改廃手続き

方針 ・業務遂行上遵守すべき基
本的事項を定めたもの

取締役会決議

規程 ・行内の体制、権限、運営
等に係る基本的事項を
定めたもの

経営執行会議審議決定
ただし、取締役会規程、
経営執行会議規程、株式
取扱規程、内部統制、内
部監査、役員に関する規
程等は取締役会決議

要綱 ・委員会･部会等の個別組
織や制度の役割、運営方
法等を定めたもの

経営執行会議審議決定

規則 ・規程、要綱に規定されてい
る内容の一部について､更
に具体的に定めたもの

部門長又は
副部門長決裁

要領 ・行内の業務及び事務に
係る基本的手順や様式
等を定めたもの

部長決裁（承認）

マニュアル
等

・上記文書を補足する手
続・手順書

・個 別 業 務・事 務の手引
書、手順書

・帳票、その他各種行内資料

部長決裁（承認）

〈行内文書総則〉

渡した人的資本経営や行員価値向上に関する方針、戦

略などに広げた。

⑤「創立100周年記念事業委員会」の設置

　2025年7月の創立100周年を控え、記念事業成功

に向け、企画案件などの迅速な意思決定を図るため、

2023年7月、頭取を委員長とする「創立100周年記

念事業委員会」を設置した。記念事業の方針、事業内

容の策定、実現および効果検証についての協議機関

とした。

本部機能の強化

①部門別業務執行態勢へ移行

　2016年5月、業務執行のさらなる機動性・実効性を

高めるため、部単位から部門単位の業務執行態勢へ

移行し、部門長の役割と責任を明確にした。

　部門長を職位として新設、取締役会が部門長を任

命することとし、経営企画部門、経営資源部門、市場

営業部門、支店営業部門、営業管理部門、経営監理部

門、監査部門の7部門制とした。

　2018年6月、7部門のうち経営資源部門を営業資産

部門に、営業管理部門を事務 IT 部門へと、部門別業

務執行態勢を変更した。2025（令和7）年4月には、7

部門から経営管理部門、市場部門、営業部門、監査部

門の4部門に集約した。

　また、部門外であった本店営業部、支店と相談プラ

ザで構成するブロックを営業部門へ編入した。本店

営業部は顧客接点強化、営業効率向上を目的に「本

店営業第一部」と「本店営業第二部」の2部体制へ移

行した。相談プラザ（天草・八代・山鹿）は「プライベー

トバンキングプラザ（天草・八代・山鹿）」に名称変更

した。

②「総合企画部」「業務統括部」の改組

　多面的生産性向上と主体的なプロセス改善の実現を

目的に、2017年4月、各部門の組織・分掌を見直した。

　総合企画部は経営企画機能強化を目的に「経営企

画部」へ改組した。調査・分析機能強化のため、「総合

調査室」を新設した。文化・広報室の「文化」に係る業

務（地域貢献、協賛）を総務部へ移管し、名称を「広報

室」とした。総務部が所管する株主総会、株式関連お

よび定款に係る業務を経営企画部へ移管した。

　また、業務統括部は「お客様手続」と「営業店・本部

事務」の利便性・効率性追求のため「事務統括部」に改

組し、市場金融部の公共債・金融商品仲介に係る本部

事務を同部へ移管するとともに、集中業務センターを

同部内組織とした。

委員会 目　的 主管部(事務局)

（１）お客様第一主
　   義管理委員会

全行的なお客様第一主義を
実践・管理する態勢構築

営業統括部 
与信統括部 
業務統括部

（２）サステナビリティ
　      推進委員会

持続可能な開発目標（SDG
ｓ）及び環境・社会・ガバナ
ンス（ESG）等、お客様・地域
及び当グループの持続可能
性向上と創造的復興並びに
経営品質向上

経営企画部 
営業統括部 
総務部

（３）人的資本・行員
　 価値向上委員会

当行グループの人的資本経
営並びに行員価値向上に関
する方針、戦略等の策定、
実現及び効果検証

人事部 
経営企画部

（４）デジタル・イノ
　  ベーション
　  委員会

デジタルテクノロジー等の
活用及び基盤整備に関する
方針、戦略等の策定、実現
及び効果検証

経営企画部 
デジタルマーケ
ティング部 
業務統括部 
IT 統括部

（５）総合予算
　 委員会

総合予算の編成、進捗管理 
施策対応の統括

経営企画部

（６）ＡＬＭ委員会 資産・負債の総合的管理に
関する協議

経営企画部 
CR 統括部

（７）市場運用方針
　   検討委員会

市場運用に係る資産の健全
性及び業務の適切性確保

市場金融部

（８）リスク管理
　   委員会

統合的リスクの管理・検証 CR 統括部

（９）コンプライアン
　   ス・顧客保護等
　  委員会

法令等遵守態勢並びに顧客
保護等管理に関する協議

CR 統括部

（10）創立100周年
　　記念事業委員会

創立100周年記念事業の方
針、事業内容の策定、実現
及び効果検証

経営企画部 
総務部 
営業統括部 
人事部

（11）表彰委員会 行内秩序維持、モラル向上 人事部

（12）懲罰委員会

〈委員会の構成〉 （2025年4月1日現在）
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③「ＣＲ統括部」に名称変更

　2018（平成30）年4月、KFG 内で組織名称を統一す

るため、コンプライアンス・リスク統括部を「CR 統括部」

に名称変更した。

④「サステナビリティ推進室」「純投資室」の新設

　2018年10月、経営企画部に「サステナビリティ推進

室」、市場金融部に「純投資室」を新設した。「サステナ

ビリティ推進室」は、当行および地域社会の持続可能

性向上に向けた取組みに、一方の「純投資室」は、株式

やプライベートエクイティなどの投資強化による収益

向上に力を入れた。

⑤「デジタルイノベーション室」の新設

　2019年4月、デジタルテクノロジーを活用した商品

やサービス、業務プロセス改革の企画、立案、推進を

組織横断的に加速・具体化するため、経営企画部に「デ

ジタルイノベーション室」を新設した。併せて「チャネ

ル戦略推進室」の戦略・施策に係る企画、推進機能を

「デジタルイノベーション室」に移管した。

⑥「マネー・ローンダリング等金融犯罪対策室」の新設

　マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策な

どに関する管理態勢を強化するための専門部署として、

2019年4月、CR 統括部に「マネー・ローンダリング等

金融犯罪対策室」を新設した。

⑦「個人総合コンサルティング室」「地域産業支援グループ」

　 の新設

　2019（令和元）年10月、個人営業部に「個人総合コン

サルティング室」を新設、個人分野における総合的なコン

サルティング営業態勢の充実を図った。また、主要産業（農

業、医業、観光業）の専門的な課題解決支援の強化のた

め、法人営業部に「地域産業支援グループ」を新設した。

⑧「企業支援室」「オペレーション改革室」の新設

　2020年10月、新型コロナウイルスの影響および豪雨

被害による経営支援先の増加に対応して、与信統括部

の特定審査グループの再生支援チームを独立させ、「企

業支援室」を新設した。支援対象企業の再生可能性を

見極めての抜本的支援、外部機関との協働による資金

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

※2025年7月現在の機構図は資料編に収録

支援、再生ファンド活用による事業継続支援を行った。

　また、営業店事務および本部集中事務の電子化、ペー

パーレス化を推進し、併せて次期営業店システムの統

括などを担う「オペレーション改革室」を事務統括部に

新設した。

⑨「店舗開発室」「コンサルティング営業部」

　「デジタルマーケティング部」の新設

　2021年4月、営業統括部に個人企画・法人企画機能を

集約し、店舗機能・ATM の最適化への迅速な対応を目

的に「店舗開発室」を新設した。

　「コンサルティング営業部」は、「個人コンサルティング室」

「法人コンサルティング室」などを部内に置き、法個人

一体営業によるコンサルティング強化を目指した。「デジ

タルマーケティング部」は、顧客デジタルサービスの企画・

立案・推進・管理機能の集約により、顧客利便性・提供価

値の向上と顧客との接点拡充を図るものであった。

⑩「事業承継・M&A室」の新設

　2021年10月、「事業承継・M&A室」をコンサルティン

グ営業部に新設した。法人コンサルティング室の事業継

承・M&Aチームを独立させ、組織化することで、経営者

の高齢化、後継者不在といったお客様・地域のさまざま

な課題に対応できるよう、さらなる専門性をもたせた。

⑪「コンサルティング」2部体制

　2022年4月、コンサルティング機能の深化および産

業支援体制強化のため、これまでのコンサルティング営

業部を「法人コンサルティング部」として改組・名称変更

したほか、お客様に寄り添った課題解決支援による収

益力の強化を目指し、「個人コンサルティング部」を新

設した。

　特に「法人コンサルティング部」では、TSMC（台湾

積体電路製造）対策を含む半導体産業への支援をにら

み、地域産業支援グループを「地域産業支援室」に改

組、強化した。

⑫「半導体クラスター推進室」「国際ビジネス支援部」

　「チャネル推進グループ」の新設

　2023年4月、TSMCの熊本県進出に伴って、電子デバ

イス関連産業や周辺開発などの課題解決支援の取組み

を加速するため、法人コンサルティング部に「半導体クラ

スター推進室」を新設した。同部「地域産業支援室」の電

子デバイス関連産業対策チームを独立組織に昇格させた

ものであった。

　また、台湾との交流活発化、中国・ASEANなどへの熊

本県内企業の進出、熊本県産品の輸出拡大などの海外ビ

ジネスの支援体制強化のため「国際ビジネス支援部」を

新設した。

　営業統括部営業企画グループを「営業戦略グループ」に

改組、店舗開発室を統合した。さらに「チャネル推進グループ」

を新設し、営業戦略・マーケティング機能の強化を目指した。

⑬「シンジケーション室」「ペイメント事業推進室」の新設

　2024年4月、個人・法人一体での金融資産コンサル

ティングを実践するため、個人コンサルティング部を「金

融資産コンサルティング部」に名称変更した。法人コン

サルティング部には、多様な資金調達手段を提供する

ため「シンジケーション室」を新設した。

　また、デジタルマーケティング部に「ペイメント事業

推進室」を新設し、地域通貨およびその他デジタル決済

サービスに係る戦略・企画などを行った。同年7月には、

熊本県内におけるキャッシュレス決済の拡大を目指し、

当行グループ会社である肥銀カード㈱から「熊本地域

振興ICカード（くまモンのICカード）事業」を譲受した。

⑭「産業イノベーション推進部」「スタートアップ推進室」

　の新設

　2024年10月、電子デバイス関連産業や農林水産業・

ヘルスケア産業・観光産業などの地域主要産業の成長・

発展に向けた支援力を強化するため「産業イノベーショ

ン推進部」を新設した。また、スタートアップ・ベンチャー

支援機能強化のため「スタートアップ推進室」を新設した。

部門別業務執行態勢図（2016年5月現在）
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5.コンプライアンスへの取組み

（1）コンプライアンス基本方針と運営体制

コンプライアンス基本方針

　当行をはじめとするKFGのグループ各社は、コンプ

ライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置付け、

2018（平成30）年5月、共通の「コンプライアンス基本

方針」を新設した。以下の3原則に基づきコンプライア

ンスの徹底に取り組んでいる。

A. �社会的責任と公共的使命を認識し、健全かつ適切

な業務運営を通じて、社会からの信頼を確立する。

B. �法令、ルール、社内規程等を遵守し、社会規範、経

営理念に基づいた誠実かつ公正な企業活動を遂

行する。

C. �業務の健全性や適切性を確保するため、社会の

秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力等との

関係を遮断する。

　2020（令和2）年4月、グループ全体でコンプライア

ンスの徹底を図るため、コンプライアンス・マニュアル

を全面改定した。グループの基本方針・規程に基づい

た統一マニュアルで、すべての役職員が理解しやすい

ように、平易かつ簡潔な言葉で表記した。

コンプライアンス運営体制

　KFGグループは、コンプライアンス統括部署として

CR 統括部を設置し、社長を委員長とするコンプライア

ンス・顧客保護等委員会を開催している。同委員会で

は、グループのコンプライアンス管理、顧客保護管理、

反社会的勢力等への対応状況、マネー・ローンダリン

グなどの防止状況、外為法令遵守などについてグルー

プ各社から報告を受け、協議を行い、必要に応じて指

示を出すなどして、グループのコンプライアンス体制の

整備・充実を図っている。

①当行の法令等遵守態勢

　当行もコンプライアンス・顧客保護等委員会を設け、

法令等の遵守態勢の実施状況の検証を行うとともに、

法令等遵守にかかわる諸問題を協議している。

　さらに、顧客保護をコンプライアンスの重要な要素とと

らえ、全職員に誠実かつ公正な業務活動を行うよう指導・

教育している。「顧客保護等管理規程」では、お客様保護

や利便性向上のため、「顧客保護等管理方針」を定めた。

投資信託、保険、外貨預金などの商品性が複雑で元本割

れのリスクが内在している金融商品の販売に際しては、

金融商品取引法を遵守し、「肥後銀行の金融商品に関す

る勧誘方針」に則った適切な勧誘を行うよう徹底した。

　お客様からお預かりしている個人情報も、お客様の

大切な財産と考え、「個人情報の適切な保護と利用を

図るための取組方針の宣言（個人情報保護基本方針）」

に基づき厳格に管理している。

コンプライアンス体制図

九州フィナンシャルグループ 肥後銀行
取締役会監査等委員会

経営執行会議

本部・営業店・グループ各社

コンプライアンス・顧客保護等委員会
取締役会

株主総会

監査等委員会

グループ経営執行会議

コンプライアンス・顧客保護等委員会

CR統括部

コンプライアンス 顧客保護・
個人情報保護

反社会的勢力への
対応

外為法令遵守マネー・ローンダリング
等防止

CR統括部

コンプライアンス 顧客保護・
個人情報保護

反社会的勢力への
対応 外為法令遵守マネー・ローンダリング

等防止

指導・管理・指示 協議・報告

指示

協議
報告

コンプライアンス・プログラムの実践

　当行は、経営の根幹であるコンプライアンス実践の

ため、グループとして毎年度定める「コンプライアンス・

プログラム」（重点3項目）に沿って、各部室所店が重点

実施事項計画を策定して実現に取り組んだ。2025年

度の重点3項目と個別施策は、次頁の「2025年度コン

プライアンス・プログラム」のとおりであった。

（2）コンプライアンスへの取組みについて

反社会的勢力等への対応

　当行をはじめとするKFGグループは、市民社会の秩序

〈肥後銀行の金融商品に関する勧誘方針〉
1. お客様の知識、経験、財産の状況および金融商品取引契約

締結の目的に応じた、適切な金融商品をお勧めいたします。
2. お取引に際しましては、お客様のご判断の材料として、商

品やリスク内容など重要な事項について、十分にご理解
いただけるよう説明に努めます。

3. 断定的な判断を申し上げたり、事実でない情報を提供す
るなど、お客様の誤解を招くような勧誘はいたしません。

4. お客様にとって不都合な時間帯や場所などで勧誘を行う
ことはいたしません。

5. この勧誘方針に沿った適正な勧誘を行うために、研修体
制の充実や行内ルールの整備などに努めます。

〈法令等遵守への取組み〉
1．組織体制

（1） 取締役会
法令等の遵守に関する基本方針、実施計画（コンプライアンス・プ
ログラム）等は、取締役会で決定される。また、取締役会は法令等
の違反に関する事項について報告を受け、必要な措置をとる。

（2） コンプライアンス・顧客保護等委員会
法令遵守態勢の実施状況の検証を行うとともに、法令等の遵
守にかかわる諸問題を協議する。

（3） 統括部署
法令等の遵守に関する事項については、CR 統括部法務・コン
プライアンス統括グループが統括部となる。

（4） 部室所店長の責務
部室所店長は、担任する業務における法令等の遵守について、
統括責任を負う。法令等の違反の防止に努めるとともに、問
題が生じた場合には、適切に対処しなければならない。
証券業務：営業店長は、原則として営業責任者となる。
保険募集：営業店長は、法令等遵守責任者となる。

（5） 法令遵守担当者
コンプライアンスの醸成を担いうる役席者以上の職位の者を
法令遵守担当者として各部室所店に配置。法令遵守担当者の
主な職務は、①コンプライアンスの遵守に関し厳格な職場風
土の醸成②コンプライアンス違反の防止および遵守状況の確
認、検査を行うことである。
＊投資信託の窓口販売業務を行う部室所店では、日本証券業協会の規則により、証券業務

が法令諸規則等に準拠し、適正に行われるよう管理する「内部管理責任者」が置かれる。

2．コンプライアンス・プログラム
コンプライアンスを実現させるための具体的な実践計画（規程
の整備、内部統制の実施計画、研修計画等）を、毎年度コンプ
ライアンス・プログラムとして策定している。

3．法令等遵守状況のチェック体制
【自店検査等】

法令遵守担当者は、自店検査などによる不備事項についても状
況を把握し、改善・再発防止に努めなければならない。

【本部監査】
監査部は、実地監査時に法令遵守体制や遵守状況について監
査、監督、指導する。

〈顧客保護等管理方針〉
①当行は、お客様との全ての取引にあたり、お客様の保護や利

便性の向上について、法令等や企業理念に則り、お客様の
立場にたって行内の組織や規程等を整備するとともに行内
の周知徹底を図り、その実践に継続的に取り組んでまいり
ます。

②当行は、お客様への説明が必要な全ての取引や商品を利用
いただくにあたっては、取引の目的、お客様の理解や経験の
度合い、資産の状況等に応じ、適切かつ十分な説明および
情報の提供を行います。

③当行は、お客様からの相談や意見、苦情等を積極的に受け
入れるための態勢整備に努めるとともに、受け入れた相談
や意見、苦情等については、適正、迅速、誠実に対応し、解
決・改善に向け十分に検討、対処いたします。

④当行は、お客様の情報については、適法かつ公正な手段に
より取得し、業務の遂行上必要な場合以外には利用しない
ほか、法令に定める場合等を除き、事前にお客様の同意を
得ることなく第三者に提供いたしません。

また情報の漏えい、滅失、き損等を防止するため、厳重に管
理し、適切な安全管理措置を講じます。

⑤当行は、業務およびその一部を外部の業者に委託する場合
には、お客様の情報やお客様への対応の管理が適切に行わ
れるよう、十分に管理します。

⑥当行は、当行または当行グループ会社による取引に伴ってお
客様の利益が不当に害されることがないよう、別に定める
利益相反管理方針等に従い、適正な情報の管理と適切な内
部管理態勢を整備いたします。
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や安全に脅威を与える反社会的勢力等とは断固とし

て対決し、関係を遮断するための体制を整備するとと

もに、反社会的勢力等との取引根絶に向けた取組みを

行っている。具体的には、反社会的勢力等への対応方

針・規程などの整備、グループ全体での反社会的勢力

等に関するデータベースの拡充、各種契約書への暴力

団排除条項の導入など、反社会的勢力等との取引排除

に向けて対応を強化した。

マネー・ローンダリング等への対策および

外為法令遵守への取組み

　KFGグループは、マネー・ローンダリング、テロ資金

供与、拡散金融ならびに制裁違反（以下、「マネー・ロー

ンダリング等」）への対策による組織犯罪抑止は、世界

共通の課題であるとの認識の下、マネー・ローンダリン

グ等への対策を経営の重要課題の一つとして位置付け、

「犯罪による収益の移転防止に関する法律」や「外国

為替及び外国貿易法」などの関係法令を遵守するとと

もに、関連ガイドラインなどで求められている高いレベ

ルでの管理体制の整備に取り組んでいる。具体的には、

グループ横断的な連携体制を構築し、グループ共通の

対応方針・規程などを定めたうえで、肥後銀行、鹿児島

銀行のCR 統括部「マネー・ローンダリング等金融犯罪

対策室」において、リスクベース・アプローチに基づくリ

スクの特定・分析・評価・低減の強化に努めている。ま

た、取組みの実効性を高めるために役職員への各種研

修の充実や関連資格の取得推奨などを実施している。

　

内部通報制度の設置

　2006（平成18）年4月、公益通報者保護法の施行を踏

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

〈マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策基本方針〉
当行グループは、マネー・ローンダリング等への対策のための基本方針を以下の通り定めている。
A. 経営陣の関与
経営陣はマネー・ローンダリング等リスクが経営上重大なリスクに
なり得るとの理解の下、主体的かつ積極的にマネー・ローンダリン
グ等対策に関与し、対応の高度化を図ります。
B.リスクベース・アプローチ
国によるリスク評価の結果（犯罪収益移転危険度調査書、拡散金
融リスク評価書）等を勘案しながら、提供する商品・サービスや、
取引形態、取引に係る国・地域、顧客の属性等のリスクを包括的か
つ具体的に検証し、直面するマネー・ローンダリング等リスクを特定・
分析・評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。
C. 顧客管理
適切な取引時確認を実施し、顧客の属性や取引に応じた顧客管理
を行います。また、取引記録の定期的な調査・分析を行い、顧客管
理措置の見直しを行います。
D. 経済制裁及び資産凍結
外為法令等に基づく経済制裁対象者との取引関係の排除、資産凍
結等の措置を適切に実施する態勢を整備します。

E. 疑わしい取引の届出
日常的な業務やモニタリングで判明した疑わしい取引については、
適切に当局へ届出を行うとともに、必要に応じて届出の状況等を
リスク管理態勢の強化に活用します。
F.コルレス先の管理
コルレス先のマネー・ローンダリング等管理態勢を定期的に確認し
ます。コルレス先が架空銀行であった場合、または架空銀行に利
用されることを許容していた場合、当該コルレス先との契約の締結・
維持を行いません。
G. 研修等の実施
役割に応じた適切かつ継続的な研修等を行い、組織全体として、
マネー・ローンダリング等対策に係る理解を深め、専門性・適合性
等の維持・向上を図ります。
H. 遵守状況の点検
マネー・ローンダリング等対策の遵守状況を定期的に点検し、その
点検結果を踏まえ、継続的な態勢改善に努めます。

2025年度コンプライアンス・プログラム

重点項目１ チームＫＦＧとしての
自律的なコンプライアンスへの進化

個別施策

(１)�コンプライアンス違反未然防止に向けた実態把
握・真因分析による対応強化

(２)�誠実・主体性を育み根付かせるコンプライアン
ス教育の充実

(３)顧客情報管理態勢の抜本的強化

重点項目２ お客さま本位の業務運営態勢の強化

個別施策
(１)�お客さまの最善の利益追求に向けた分かりやす

い情報、ふさわしいサービスの提供態勢の構築
(２)ＦＤ意識の醸成および販売・管理態勢の強化

重点項目３ グループ一体での法的リスク対応

個別施策

(１)�マネー・ローンダリング等対策・外為法令等遵守
に係る実効性向上および管理態勢強化

(２)�金融犯罪防止に向けた預金口座の不正利用等
への対策強化

(３)�グループ連携による法令・制度改正への適切な
対応

まえ、「法令等の遵守および法務リスクの管理に関する

規定」において内部通報制度の仕組みを整備し、経営

管理部法務グループに「コンプライアンス通報窓口（そ

の後「同相談窓口」と名称変更）」を設置した。その後、

2018年5月、KFGグループ一体のコンプライアンス遵守

体制整備の一環として、各種規程を統一するとともに、「コ

ンプライアンス・ホットライン規程」を新設した。それに

伴い従来の相談窓口呼称である「コンプライアンス相談

窓口」は「コンプライアンス・ホットライン」に統一した。

　コンプライアンス・ホットラインは、法令違反行為、ハ

ラスメントなどコンプライアンスに関する問題の未然防

止、早期発見・是正を目的として、グループすべての役

職員が会社に通報できる内部通報制度であった。2018

年4月、当行グループ内のコンプライアンス統括部署な

どに加え、外部弁護士による通報窓口を設置した。

　「コンプライアンス・ホットライン規程」では、通報が

あれば匿名・実名にかかわらず受け付け、通報者が特

定されないよう適切な措置をとること、通報者に対し

て不利益な取扱いを行ってはならないことを定めるなど、

情報の秘匿性、公平性を確保することで役職員が安心

して利用できるよう配慮した。

コンプライアンス等遵守状況の点検ならびに

従業員教育

　2018年5月、コンプライアンス遵守を組織風土とし

て定着させるため、全従業員（スタッフ含む）に対し、「コ

ンプライアンス遵守に係る誓約書」の取り交わしを求

めた。各部室所店長は、全従業員と面談のうえ、就業

規則の禁止行為のなかで特に重要な10項目について

読み合わせを行い、所属長と所属員双方が署名した。

　また、コンプライアンス教育として、毎月「コンプライ

アンス勉強会」と「マネー・ローンダリング勉強会」を

実施し、「コンプライアンス確認ドリル」ならびに「マネー・

ローンダリング確認ドリル」において理解度確認と意

識定着レベルの検証を行っている。さらに全従業員一

人ひとりがコンプライアンス態勢に係る取組みを認識し、

意識向上を図ることを目的として「コンプライアンスに

関する自己点検」を毎年実施している。

特殊詐欺防止に対する取組み

①特殊詐欺被害防止にかかる熊本県警察本部からの

　感謝状贈呈

　振り込め詐欺や還付金、投資詐欺など特殊詐欺の

手口が巧妙化するなか、当行は詐欺被害を未然に防止

する取組みを行っている。

　2017年8月、70歳以上で過去1年間に1日当たり30

万円超のキャッシュカード取引がない ATM 利用のお

客様を対象に、1日の支払限度額を30万円とする制限

を取り入れた。この取組みが被害防止に貢献したとし

て、同年10月、熊本県警察本部から感謝状を受けた。

さらに2024（令和6）年4月には、65歳以上のお客様

を対象にホームページやATMといった非対面での個

人インターネットバンキングの新規申込を停止するな

ど被害防止策を強化した。また、特殊詐欺被害防止

に係る広報啓発や指導・点検を行い、被害発生の防止

に努めている。その結果、表彰を受ける事案も多数生

じた。

特殊詐欺防止表彰
（健軍支店）

コンプライアンス・ホットラインの運営体制図

特殊詐欺防止感謝状贈呈式
（山木常務・当時）

全従業員

CR 統括部窓口担当者

担当役員
コンプライアンス委員会

CR 統括部長

報告 
報告 

報告 

 

通報等 

 

報告 

 

監
査
役
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規程」を定め、行員一人ひとりの情報資産の保護に関

する意識の向上と、厳正な取扱いに努めた。

　当行のリスク管理態勢は、各部室所、営業店、関連

会社などは、リスクごとに本部各部がリスク管理担当

部署となっている。銀行業務に係るすべてのリスク管

理については、CR 統括部が統括し、リスク管理状況

を取締役会へ報告している。

　さらに業務部門から独立した監査部は、リスク管理

担当部署、リスク管理統括部署の監査を実施し、その

結果を取締役会などへ報告している。

　
（2）リスク管理の状況 

統合的リスク管理

（4つのリスク区分とオペリスク8つのリスクカテゴリー）

　多様化・複雑化する各種リスクを別々に管理するだ

けでなく、一元的に把握・合算し、全体のリスク量が経

営体力に対して大きすぎないかを管理するため、「統

合的リスク管理規程」を定め、統合リスク管理を行っ

ている。また、当行グループの業務において発生する

リスクについては、信用リスク、市場リスク、流動性リ

スク、オペレーショナル・リスクの4つのリスク区分を

設定している。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

リスク管理運営体制図

6.リスク管理体制の充実

（1）リスク管理の基本方針と運営体制

リスク管理基本方針

　当行では、リスク管理およびコンプライアンスの徹底

を経営の重要課題と位置付けている。各種リスクを正

しく把握し、かつ金融情勢の変化に対応するためリス

クを適切に管理することにより、当行および関連会社

の健全性の維持・向上と経営基盤の確立を図った。

リスク管理運営体制

　リスク管理態勢をより充実させるため、「統合的リス

ク管理規程」を制定し、信用リスク、市場リスク、流動

性リスクおよびオペレーショナル・リスク（事務リスク、

システムリスク、サイバーセキュリティ・リスク、法務リ

スク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスク、情報

資産リスク）について、リスクカテゴリーごとに毎年管

理方針を定め、管理のための組織や権限を明確に規

定した。

　近年、情報資産に係る安全対策の実施や個人情報

の保護が金融機関にとって重要な課題となっている。

当行は、「情報資産管理規程」および「個人情報保護

九州フィナンシャルグループ 肥後銀行

株主総会 取締役会

信用リスク

流動性リスク

市場リスク

オペレーショナル・リスク

取締役会監査等委員会

監査等委員会

経営執行会議

グループ経営執行会議 リスク管理委員会

リスク管理委員会

CR統括部（統括）

信用リスク

流動性リスク

市場リスク

オペレーショナル・リスク

CR統括部（統括）

協議・報告・指示

与信統括部 CR統括部
IT統括部
事務統括部
人事部
総務部等

括
統
理
管

示
指
の
等
針
方
理
管

告
報
の
況
状
理
管
ク
ス
リ

議
協
の
項
事
理
管
ク
ス
リ

①信用リスク

　取引先の信用状況が悪化し、貸出金の債務の支払

いが不能となった場合、それに伴って貸倒等の損失を

被るリスクをいう。信用リスク量の増大は、銀行経営

に直接的かつ重大な影響を及ぼすことから、信用リス

ク管理の巧拙が適正な収益性と貸出資産の健全性の

重要なポイントとなる。当行では、信用リスク管理体

制の充実を図るため、本部における貸出金の審査・管

理部門は営業推進部門と分離している。相互に牽制

機能が働くことにより、厳格な審査・管理を行ってい

る。さらに貸出金が特定の地域、業種、企業、グルー

プ等に偏らないよう残高の管理を行い、取締役会等で

チェックする態勢をとっている。

②市場リスク

　金利、為替、株式などのさまざまな市場のリスク・ファ

クターの変動により、保有する資産等の価値が変動し

損失を被るリスクをいう。近年、金融技術の高度化に

伴い、市場リスクは複雑化かつ増大しており、適切な

リスク管理態勢が求められている。当行では、独立し

た市場リスク管理担当部署および市場取引のミドルオ

フィス業務部署を設けている。また、毎月の ALM 委

員会において、ギャップ分析、現在価値分析、VaR（バ

リュー・アット・リスク）といったリスク管理手法を用い

て銀行全体のリスク量を把握したうえで、金利予測や

収益計画に基づきリスクヘッジの方針を決定し、スワッ

プなどのデリバティブ取引を活用してリスクの的確な

コントロールと収益の安定的な確保に努めている。

③流動性リスク

　当行の信用力が低下することなどにより必要な資

金が確保できなくなる場合や、不利な条件での取引

を余儀なくされることにより損失を被るリスクをいう。

当行では、流動性リスクに対応するため資金繰りに関

する管理部署を定め、日次、週次、月次で資金繰り状

況を把握・分析するとともに調達予定額のシミュレー

ションを実施している。また、不測の事態に備え資金

繰り逼迫度に応じて3段階の区分管理を行い、各々の

局面において対応策、報告連絡体制を定め、迅速な対

応が行えるようにしている。

④オペレーショナル・リスク

　銀行業務の過程で、役職員の活動もしくはシステム

が不適切であること、または外生的な事象により当行

が損失を被るリスクをいう。当行では「オペレーショ

ナル・リスク管理規程」を制定し、統括部署をCR 統括

部とした。オペレーショナル・リスクを8つのリスクカ

テゴリーに分類し、各リスクごとに管理担当部署を定

めた。8つのリスクカテゴリーと管理態勢は次のとおり。

A.事務リスク

　業務を遂行するなかで発生するすべての事務にお

いて、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不

正などを起こすことにより当行グループが損失を被る

リスクのことをいう。

　こうした事務リスクを回避するため、厳格な事務取

扱を定め、集合研修・勉強会・OJT などの行員教育に

取り組み、事務マネジメントの強化を図ることで、事

務品質・水準の向上に努めた。

　システム面では、効率化などのためのシステム投資

やコンピュータによるチェック機能の強化に注力し、

お客様に信頼される正確・迅速な事務態勢を目指した。

B.システムリスク

　コンピュータ・システムのダウン、誤作動等、システ

ムの不備またはコンピュータの不正使用により当行グ

ループが損失を被るリスクのことをいう。

　銀行におけるコンピュータシステムは、業務の多様

化・高度化や取引量の増加などに伴い、停止した場合

の社会的影響は大きく、コンピュータシステムの安全

確保は極めて重要であるといえる。

　これらのオンラインシステム障害を回避するため、
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7  経営管理部門長（CISO）：Chief Information Security Officerの略。最高情報セキュリティ責任者

サイバーセキュリティ・リスク管理

　2015（平成27）年12月、サイバー攻撃への対応力を

強 化するため、「行内 CSIRT（Computer Security 

Incident Response Team：シーサート）」を設置した。

　実効性を高めるために、内閣サイバーセキュリティ

センター（NISC）や金融庁が主催する各種演習への

参加に加え、各システムに対するサイバー攻撃を想定

した訓練を定期的に実施した。

　実際にサイバー攻撃によって当行業務への重大な

影響が発生した場合は、頭取を本部長とする緊急事

態対策本部に、行内 CSIRT が問題対応の実務部隊と

して参画することとした。

　さらに2016年8月には、サイバー攻撃に対して外部

との連携や全行的な攻撃対応を可能にするため、従

来のシステムリスク管理体制から独立した「サイバー

セキュリティ・リスク管理体制」を構築した。統括責任

者を経営管理部門長（CISO）7とし、リスク管理統括部

署をコンプライアンス・リスク統括部、リスク管理実施

部署をIT 統括部とし、組織横断対応チームとして、前

年設置した行内 CSIRTを位置付けた。

　また、「サイバーセキュリティ・リスク管理規程」を新

たに制定し、当行が当行グループ全体のサイバーセキュ

コンピュータシステムを二重化し、万一、地震などで大

規模な障害が発生した場合には、予備のコンピュータ

に即時に切り替えることができる態勢をとっている。加

えて通信回線、電源などのあらゆる設備も二重化した。

　さらに、大規模災害でコンピュータセンターが使用

不能となった場合でも、横浜市のバックアップセンター

に切り替えてオンラインシステムを稼働させる措置を

講じた。また、障害発生時の全店の態勢を定め、お客

様に安心していただけるサービスの提供に努めた。

C.サイバーセキュリティ・リスク

　電子的方式等により記録・発信・伝送・受信される

情報に係る漏えい・滅失・毀損等の防止措置や、情報

システムおよび通信ネットワークに係る安全性・信頼

性確保措置等のサイバーセキュリティが阻害され、当

行が損失を被るリスクのことをいう。CR 統括部がリス

ク管理統括部署としてサイバーセキュリティ・リスク管

理に関する企画立案・整備・運営を行い、リスクの所在・

規模等を正確に把握し、適切な対応を行う。IT 統括

部はリスク管理の実施部署として、サイバー攻撃に伴

うリスクを識別し、セキュリティの三要件（気密性、完

全性、可用性）の観点からリスクを分析のうえ、リスク

低減に向けた対策を講じる。

D.法務リスク

　法令等の違反、不適切な契約締結、その他の法的

原因により当行が損失を被るリスクをいう。

　その回避のため「法務リスク管理規程」を制定し、管

理担当部署を中心に法務リスクの特定・評価、モニタリ

ングなどに努め、法令等遵守の徹底や法的な確認を厳

格に実施することにより、法務リスクのコントロール、

軽減を図った。

　また、管理担当部署は、業務環境の変化などに対応

した調査・分析・検討を行うとともに、法務リスク管理

の方法の妥当性および運営の適切性について、必要に

応じ随時、検証・見直しを行った。

　さらに、法務リスクのコントロールに関しては、顧問

弁護士などの外部専門家との連携を十分に図っている。

E.人的リスク

　人材の流出・喪失、士気の低下、不十分な人材育成、

不適切な職場環境・就労状況、人事運営上の不公平・

不公正（報酬・手当・解雇等の問題）、差別的行為（セク

シュアルハラスメント等）により当行グループが損失を

被るリスクのことをいう。

　これらに対応するため、「人的リスク管理規程」を制

定し、適切な人事ローテーションや連続休暇の完全取

得、パソコンの利用状況による労働時間管理などを通

じ、健全な就労状況・職場環境の維持を図った。

　さらに階層別・業務別研修により人事管理・コンプライ

アンス教育を継続することで、人的リスクの削減に努めた。

F.有形資産リスク

　災害、犯罪または資産管理の瑕
か し

疵などに起因する有

形資産（所有及び賃借中の「土地・建物」「建物に付随

する設備」「什器・備品」等の動産・不動産）の毀損など

により当行が損失を被るリスクのことをいう。

　対応策として、「災害リスク管理規程」を制定して、

管理担当部署を中心に災害リスクの特定・評価、モニ

タリングなどを実施した。特に水害や地震などの災害

対策については、行政機関や研究機関などの専門家か

らの情報収集に努め、緊急事態対策に関する対応方

針などに反映した。

　さらに、いざという時に備えた被災シミュレーション

に基づく防災・防犯・交通事故防止・業務継続に関する

訓練や講習なども着実に実施し、有形資産リスクのコ

ントロール、削減を図った。2024（令和6）年4月、「リ

スク管理基本方針」の改定に伴い、「災害リスク管理規

程」から「有形資産リスク管理規程」へ名称を変更した。

G.風評リスク

　評判の悪化や風説の流布等に起因して、信用が低下

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

することにより当行グループが損失を被るリスクのこ

とをいう。

　対応として「風評リスク管理規程」を制定し、管理

担当部署を中心に風評情報の把握に努めた。風評リ

スクが発生または予見された場合、迅速かつ適切な

情報開示の必要性の判断、誤った報道・記事や誹謗

中傷などに対する早期の訂正要求など、適切な対策

を着実に実施して風評リスクのコントロールと軽減を

図った。

H.情報資産リスク

　情報資産の破損、消失、改ざん、漏えい、盗難、不正

使用等により当行グループが損失を被るリスクのこと

をいう。

　この回避のため「情報資産リスク管理規程」を制定

し、情報管理に関する内部管理態勢の整備に努め、監

査部監査や自店検査といった情報資産管理状況のモ

ニタリングなどにより現状把握に努めた。

　さらに、モニタリング結果に基づく管理手法の妥当

性検証・改善強化など、適切な対策を厳格に実施する

ことにより、情報資産リスクのコントロールと軽減を

図った。

行内CSIRT体制図（2024年10月現在）
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リティ・リスクを一元的に把握・管理することとした。

外的要因（大規模自然災害・感染症など）

に関するリスク管理

　2020年の初頭から新型コロナウイルス感染症が全

国に広がる事態を受けて、同年4月、当行は大分銀行・

宮崎銀行・鹿児島銀行との間で「災害時相互支援に関

する協定」を締結した。コロナだけでなく、災害発生

時には各行が連携して相互支援することで、お客様へ

の災害の影響を最小限にとどめ、地域の早期復旧・復

興の一助とする。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

4行頭取によるミーティングの模様

リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）

　2008年のリーマンブラザーズの経営破綻に端を発し

た世界的な金融危機以降、銀行業界では事業計画達成

のために自ら進んでリスクを取り、資本や収益などとと

もに組織内で一体管理する「リスクアペタイト」の考え方

が注目され始めた。

　リスクアペタイトを明確にし、リスクテイク方針に関す

る行内の共通言語として用いる経営管理の枠組みが「リ

スクアペタイト・フレームワーク」であった。2016（平成

28）年4月、当行は同年度のリスク管理方針で、リスク

アペタイト・フレームワークの実践に向けた態勢整備を

掲げた。

　併せて、各種リスクの選好方針を共有するため、リス

クアペタイトを文書化した「リスクアペタイト・ステートメ

ント8」を制定した。同ステートメントでは「安定的な収

益の確保と経営の健全性・適切性とのバランスを重視す

る」「リスク資本管理を行い経営としての許容範囲にリス

クを制御する」ことを基本とし、信用・金利・株式の各リ

スクで選好するリスク金額などを示した。

7.ITベースの業務運営と
　 業務品質向上への取組み

（1）ITベースの業務運営

当行システムの全体像

①当行システムの歴史

　当行のオンライン化は1966

（昭和41）年10月の本店別館

の完成を機に始まった、と『肥

後銀行システム白書2024年

度版』にある。電子計算機に

よる集中処理業務の導入が

検討され、1967年10月に電子計算機「HITAC8200」の

採用を決定、1968年7月から普通預金・定期預金・融資

業務のオフライン処理を開始した。1972年11月、オンラ

インシステムの第一歩となる本支店為替オンラインシス

テムを開始、1973年4月からは全国銀行データ通信シス

テム（全銀システム）を開始した。以後、当行システムは

業務範囲を広げながら着実に進展した。

　2015（平成27）年10月、管理会計システムが稼働し

た。2016年10月には、当行と鹿児島銀行の市場系シス

『肥後銀行システム白書
2024年度版』

8  リスクアペタイト・ステートメント：リスクアペタイト（事業計画の達成に向け、自ら進んで取得するリスクの種類と量）を文書化したもの

当行のリスクアペタイト・フレームワーク（RAF） サイバー攻撃発生時の行内態勢図（サイバーセキュリティ・インシデント対応マニュアル2023年4月）

〈災害時相互支援による協定〉

［お客様への対応などの支援］

預為業務の相互支援、貸出業務の相互支援

［相互の資金繰り支援］

金融機関決済資金などの融通

［物資等の提供および斡旋］

食料・飲料水・生活必需物資などの提供、発電機

燃料油の提供、車両・通信機器およびその他必要

な資機材などの提供および斡旋、会議室などス

ペースの提供

［人員の派遣］

応急復旧などに必要な人員の派遣、業務遂行に

必要な人員の派遣

［その他必要な支援］

・事務面に対する対応策の実施・指導

地公体
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9  API：Application Programming Interfaceの略であり、プログラムの機能をその他のプログラムでも利用できるようにするための仕組みのこと

に、バンキングハブを経由してATMや営業店端末、IB

（インターネットバンキング）などの各チャネルやATM

ネットワーク、全銀システムなどの外部システムと接続

する基幹システムである。

　情報系システムは、勘定系以外の各種業務をサポー

トするために必要な勘定系取引データの加工・分析

や管理資料を提供する。具体的には顧客管理システム

（CRM）、融資トータルシステム（CTS）、経費や人事トー

タルシステムといった業務標準化システム、口座分析シ

ステム（TTS）、管理会計システム（MAS）、監査トータ

ルシステム（MTS）といったデータ活用システムである。

　営業店では、勘定系取引で使用する業務端末（W／

M）、ATM などの業務処理端末と、情報系システムで

使用するパソコンやプリンターがある。その他にも電話・

FAXなどの音声系のシステムや、コピー機やスキャナー

機、店舗防犯警備機器やATM監視システム（外部委託：

日本ビジネスオペレーションズ㈱）と接続している。

③最新システム動向に対する当行対応

　キャッシュレス決済については、2015年4月、肥後銀

行グループが初期インフラを導入し、運営・管理する「熊

当行システムの全体構成図

テムを統合し、運用を開始。業務効率を向上させると

ともに、市場取引管理の高度化による市場部門の体制

強化を図った。2018（平成30）年10月には「MeeCap」

の導入によりパソコンの操作内容を可視化し、スキル

向上による働き方改革と生産性向上を図った。

　2019（令和元）年7月、新基幹系システムの運用開始

により高い信頼性の確保と、運用・保守コストの大幅削

減を図った。本システムはLinux 上で稼働する日立製

作所初のオープン勘定系システムを採用した。営業店

やATM の営業時間への柔軟な対応や新商品・新サー

ビスの迅速な開発、FinTech（フィンテック）に代表さ

れる新しい金融サービスと容易に連携できるようにした。

　また熊本地震を踏まえて、大規模災害時にも高い安

全性を確保するため、国内2か所のシステムセンターで

同レベルの本番運用を可能とし、24時間365日フルバッ

クアップが可能なシステム基盤を構築した。

②当行システムの機能・構成

　当行のシステム構成は、預金・為替などの勘定処理を

行う勘定系システムと情報系システムに大別される。

　勘定系システムは、預金・為替などの勘定処理ととも

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

本地域振興ICカード（くまモンのICカード）」が誕生し

た。2025（令和7）年6月、当行は熊本県のキャッシュレ

ス化の推進およびデータとマネーの地域内還流による

持続可能な経済発展に資することを目的に、スマート

フォン決済アプリ「くまモン！Pay」を開発、導入した。

　クラウドサービスはお客様ニーズに迅速に応えてい

くうえで、利用時間や利用資源量によって課金されるの

で試行的システムなどでのコスト抑制、短期間での導入、

AIやビッグデータなどの最新技術の適用が容易である。

一方で、情報漏えい・不正アクセスや、事業者側の大規

模障害、サイバー攻撃による情報改ざん・消失を防止す

るためのセキュリティ水準を満たす事業者選定やシス

テム多重化などの対策が必要である。

　AIやビッグデータ分析などを活用する場合、自社設

備内でソフトウェアやデータを活用するよりも、クラウ

ド利用が有効な場面が増加する。勘定系システムは「共

通プラットフォーム」と呼ぶクラウド基盤が採用されて

おり、システム構成や基本的な設計が標準化されている。

クラウドサービスのメリットを踏まえたうえでシステム

の形態を検討する必要がある。

　一方で、利用時間や利用資源量で課金されるため、

コストが上昇する可能性があるパブリッククラウドの

特徴を考慮しなければならない。コスト面や安全面に

おけるメリットを享受できるかどうかなど、綿密に議論

することが重要である。

　シンクライアント・仮想化・サーバ統合では、2012（平

成24）年に導入した仮想サーバは更新時期を迎えている。

仮想サーバ基盤への投資とパブリッククラウド活用のバ

ランス、適材適所の導入、行内クラウド・行外クラウドの

連携といった課題をクリアすることが求められている。

　ITを活用した金融サービスFinTechとオープンAPI9

によるお客様の利便性向上では2020年5月から、当行

も電子決済等代行業者や通信アプリなどとのAPI接続

を開始している。

　AIについても、AI分析による営業推進リストの提供、

音声データの自動テキスト化、テキスト検知（特定ワード、

禁止ワード自動検知）、AIチャットボットの導入、店内

外カメラ画像の解析など、データや音声・映像の分析な

どに活用している。

　2021年7月、デジタル技術による企業変革が求めら

れているため、「肥後銀行 DX 計画」を策定した。KFG

グループの経営理念や存在意義、2021年4月にスター

トした中計「改革」の戦略・施策を踏まえて、当行が目

指すDXの方向性を示した。

　2021年10月、アジャイル開発マニュアルを作成した。

アジャイル開発とは、計画段階では完全に仕様確定し

ていない場合でも、リリースのスピードを重視し、実装

とテストを繰り返すなかでシステムを構築していく開

発手法である。アジャイル開発の適用可否は案件ごと

に個別判断し、最終的な適用可否は、システム開発の

意思決定（稟議決裁、経営執行会議審議決定）と併せ

て決定する。

　コミュニケーションツールとしては2020年8月、中小

企業向けのインターネットによる経営支援プラットフォー

ム「肥後銀行Big Advance」を導入した。2021年3月に

はビジネスチャットサービス「LINE WORKS」を導入した。

④制度変更と当行対応

　2018（平成30）年1月、「民間公益活動を促進する

ための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（休

眠預金活用法）」が施行された。これに伴い当行でも

普通預金、定期預金、積立定期預金などで2009年1

月1日以降に入出金などの取引が10年以上ない預金

は休眠預金の対象となり、預金保険機構に移管し民

間の公益活動のために活用された。2022（令和4）年

10月、当行は不稼働口座の利用促進または整理（自動

解約）などを目的として未利用口座管理手数料を新設

し、2025年1月に初回の手数料徴収を行った。

　全銀モアタイムの対応では、2014年12月、全国銀行

協会と全銀ネットは共同で「全銀システムの在り方に

関する検討結果」を公表した。全銀システムの24時間

365日稼働による決済インフラの高度化が検討された。
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当行も本件に対応して開発に取り組み、2018（平成

30）年10月にシステムを稼働させた。

　全銀 EDI（電子データ交換）への対応では、2016年

12月、全国銀行協会は企業間送金高度化（XML 電文

移行）の政府方針に沿った仕組み「全銀 EDIシステム」

（電子化で企業間取引に即応した通称 ZEDI（ゼディ））

の構築を決定し、加盟金融機関は2018年12月の初回

稼働から2020年度までの一斉参加期間に「ZEDI」へ

の参加が必須とされた。

　当行は顧客の効率化に資するシステムであり、九州

地銀の参加状況なども勘案して、当初からの参加を決

定した。2018年12月、ZEDI はシステム稼働し、当行

は2019年2月から運用を開始した。

　2022（令和4）年4月、民法改正により成年年齢が20

歳から18歳へ引き下げられた。当行でも総合口座貸越、

住宅ローン、無担保ローン、外貨預金、投資信託などの

商品・サービスにおいて、申込下限年齢の変更などシス

テム対応を行った。

オペレーショナル・レジリエンス体制構築に

係る対応と課題

　オペレーショナル・レジリエンスとは、業務の強靭性・

復旧力を意味し、システム障害、サイバー攻撃、自然災

害などが発生しても、重要な業務を最低限維持すべき水

準において提供し続ける能力をいう。当行が従来から実

施しているリスク管理の枠組みは以下のとおりである。

システムリスク管理の鳥瞰図（2024年10月現在）

A.システムリスク管理

　当行は取締役会・経営執行会議で決定された「シス

テムリスク管理方針」および「重点施策」を確実に実施

するため、管理・運営などを文書化し、各組織の役割

分担・責任を定めた。

　①取締役会は、システムリスク管理方針および重点

施策の決定機関、②経営執行会議は重要なシステム

投資に関する協議・決定を行う、③ CR 統括部は当行

の全般的リスク統括部署、④ IT 統括部はシステムリス

ク管理担当部、⑤各部室所、営業店および外部委託先

（業務の担当部署）は CR 統括部および IT 統括部の指

示・指導に従い、業務上のシステムリスク管理を行う、

とした。

　また、厳粛なシステムリスク管理態勢の継続のため

内部ならびに外部監査による牽制を図っている。

B.情報セキュリティ管理

　情報セキュリティ対策には、①設備による対策、②情

報技術による対策、③ルールや人による対策、がある。

うち①と②は効果が確実であるが、反面コストが高く

なりがちであり、業務の実態に合わず、利便性を損なう

可能性もあることから、当行では③で代替し補完するこ

とを進めてきた。

　この三者の組み合わせ方はリスクの大きさ、対策に

要するコスト、運用可能性のバランスを踏まえて検討す

ることとした。

C.業務継続態勢

　当行の基幹系システムは第1（岡山）、第2（横浜）の2

センターシステムをとっていた。両センターは同一構成

とし、処理能力も同一であった。熊本事務センター被

災時は災対ネットワークに切り替えた。

　情報系システムでは、事務センター以外にバックアッ

プシステムを確保しておらず、今後どのような形で構築

していくか、次のような課題があった。

①事務センターが被災により使用できなくなった場合

のシステム再構築場所の選定（2016（平成28）年の

熊本地震の際は事務センターの使用が可能であった）

②取得しているシステム、データのバックアップは同一

ハードウェアが調達できることが前提のため復元方

情報セキュリティイメージ図

全銀モアタイム

全銀モアタイム
全銀システムとは、一般社団法人全国銀行資金決
済ネットワークが運営する内国為替オンラインシス
テムであり、わが国決済システムの中核を担っている。
一方、全銀モアタイムとは、情報技術の発展や経済
活動の多様化などに伴い、平日日中帯に対応した
従来の全銀システム（コアタイム）とは別に、平日夜
間や土日／祝日に対応した決済サービスである。
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法の検討が必要（熊本地震の際は一部のDISKの破

損があったが、利用可能であった）

③変圧装置破損による電源喪失時の代替供給策の検

討が必要（熊本地震の際は、変圧装置の破損で電源

が喪失し各システム、空調機へ電源供給ができず、各

システムの継続運用が不能となった）

　重要なデータの保全対策は次のとおり。

　基幹系システムは2センター構成で、稼動センターか

ら非稼動センターへのデータ同期で保全する。

　情報系システムは①マスターデータ・取引ログデータは

システム特性、重要度に応じ、適宜取得している、②プログ

ラムは、本番プログラムに変更をかけたタイミングで取得し

ている、③現場でのデータ復旧を目的としており、隔地保管

を実施していないシステムもある点、が課題になっている。

D.内部統制・監査

　企業の活動にシステムの利用は不可欠となっており、

システムが停止すると顧客への影響のみならず、企業イ

メージの低下や行内の業務停滞などさまざまなリスク

が生じる。そのような事態の発生を未然に防ぐため、シ

ステム部門から独立した内部監査部門によるシステム

監査を実施した。システムの有効性・効率性・信頼性・

遵守性および安全性を確保するとともに、その結果を

経営層へ報告することでガバナンスの強化を図った。

　内部統制・ITガバナンスでは、IT 管理体制の定例報

告会を下記のとおり行った。

①�取締役会（毎月開催）

　�システムリスクおよびサイバーセキュリティリスクに

係る管理状況および重大なシステムトラブルに関す

る事項を報告、必要な措置を決議した。

②�リスク管理委員会（2か月ごと開催）

　�法令等遵守および顧客保護等管理、オペレーショナ

ル・リスク等を総合的に管理・検証し、その対策を協

議、報告した。

③リスク管理関連部会（システムリスク管理部会：毎月開催）

　�システムリスク・サイバーセキュリティリスク管理を中

心とする旨、連絡評議した。

E.外部委託先管理

　2024（令和6）年3月時点で、外部委託先は㈱日立製作所

業務継続イメージ図

（基幹システム開発・運用業務）、九州デジタルソリューショ

ンズ㈱（自行システム開発・運用業務）など9委託先（9業務）

があった。当行はその業務を銀行業務に関わるか否かな

どで4つに区分し、外部委託管理規程および外部委託管理

マニュアルに基づいて、リスクベースアプローチによるモ

ニタリングなどを実施し、効率的・効果的な管理を行った。

（2）事務品質と生産性の向上

事務プロセス改革による品質向上

①ECRS施策による事務削減と生産性向上

　（2017年4月〜）

　2017（平成29）年4月、営業店の

事務を抜本的に改善し、生産性の

向上を図るため、チーム「ECRS（イ

クルス）」を結成した。当初、本店営

業部において「業務改善プロジェクト」を開始し、同プ

ロジェクトを発展的に再構築し本チームを結成した。

　 Eliminate（廃 止：本当にやる必 要があるのか）、

Combine（集約・集中化：複数の事務をまとめられない

か）、Rearrange（フロー変更：もっと効率的な順序に

変えられないか）、Simplify（IT 化・簡素化：単純化・自

動化できないか）の各頭文字をチーム名とした。

　店舗外受付システムや相続システムの導入、ATM

機能強化などのシステム面の対応に加え、相続事務の

簡素化、帳票保管方法の見直し、センター集中事務の

拡大により中計「新創業2020」の期間中に延べ37万

時間の事務時間削減を実現した。この取組みにより、

銀行取引を行ううえでのお客様の書類記入負担の軽

減や待ち時間の短縮、行員の接遇品質向上にも効果

があった。

A.相続システム導入に伴う事務取扱の簡素化　

　2018年1月、相続手続における営業店事務の効率化、

お客様説明・対応の品質確保などを目的に相続システ

ムを導入した。これによりお客様の記入負担軽減と受

付時間短縮を実現した。また、相続関係書類をセンター

で一元保管することとした。

B.「本部への提案・要望」制度の充実

　2018年5月、「本部への提案・要望」の実効性向上を

図り、さらなる多面的生産性向上に繋げるため、同制

度のルールを変更した。顧客視点での商品性、収益向

上やECRS の観点から役席・担当者が中心となって提

案を検討することとした。

②事務の断捨離への取組み（2022年6月〜）

　2022（令和4）年6月、ECRS 施策により発展的に取

り組むため「事務の断捨離」を始めた。事務の断捨離

とは、必要なものだけを残し、手続きをシンプル化する

ことで、本質的な事務品質を向上するものと定義した。

　事務面ではペーパーレス・印鑑レスを基本とし、リス

ク未然防止、効率化を目的に業務フローをシンプル化

し、「不要な事務〝ゼロ“」を目指した。システム面では

勘定系連携タブレット「AGENT」やキャッシュカード

店頭発行開始による「新たな顧客体験の提供」により、

顧客利便性の向上を図るとともに帳票イメージ保管シ

ステム、預金照会システムの導入などによるいっそう

の本部集中化を促進した。

　また、RPA10活用による本部業務の効率化「本部

BPR11プロジェクト」にも同時に取り組み、中計「改革」

期間中に本部・営業店を合わせて50万時間の事務時

間削減を実現した。

③本部業務の抜本的改革

A.電子印鑑の導入

　2021年2月、当行は営業店および本部におけるプロ

セス改革の一環として、電子印鑑の取扱いを開始した。改善のプロセス

10 RPA：「Robotic Process Automation」の略。パソコンで行っている事務作業を自動化できるソフトウェアロボット技術のこと
11 BPR：Business Process Re-engineeringの略で、既存の業務プロセスの抜本的見直しのこと
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における各種リスク管理・業務管理の支援・指導、④業

務別・階層別人材育成の支援などを行った。

④預金証書および手形・小切手の廃止

A.一部の預金商品の新規受付および

　 預金証書の新規発行を終了

　2024年7月、預金商品（当座預金、納税準備預金、

通知預金）の新規受付および預金証書（定期預金証書、

通知預金証書）の新規発行を終了した。営業店の事務

負担軽減および印紙税負担軽減によるコスト削減を

図るためであった。

　既存の預金証書の書替えや喪失に伴う再発行の際

には、通帳式預金への切替えを促した。

B.手形・小切手の全面的な電子化に向けた取組み

　2025年7月、手形用紙・小切手帳の交付を廃止した。

政府の「2026年度末までの手形の利用廃止・小切手

の全面的な電子化」方針に伴う処置であった。

　これに先立ち、2024年10月には、2027年４月以降

に期日が到来する手形・小切手の代金取立受付を中止

していた。手形貸付の新規実行も2024年12月末まで

とし、2025年1月以降は証書貸付または融資当座貸

越にて対応した。

　取引先の決済手段の変更は預金や貸出金の保全な

ど当行取引への影響が大きいことから、取引先との対

話を通じて代替手段への移行を促していった。

店舗機能改革による新しい顧客体験の創造

①新型EQシステム導入

　2021年11月、菊池支店を皮切りにお客様の来店目

的に応じ業務メニューを38項目に分類して最適な窓口

へ誘導する新型 EQシステムを県内主要店舗に導入し

た。来店目的および待ち時間を行内ターミナル画面に

連携し、店内行員にて共有できるようにした。また、英

語・中国語・韓国語によるお客様対応を開始した 。

②セルフ入出金機導入

　2021年11月、菊池支店に沖電気工業㈱製のセルフ入

出金機「Smart Cash Station（SCS）」を導入した。セル

フ入出金機は新窓口発券システムで発行する2次元コー

ドをSCSに読み込ませることで、お客様ご自身での入

出金ができるようになった。

概要は、①エクセルファイル上に部署名、押印日、押印

者名が表示された電子印鑑を押印する、②電子印鑑

を押印した時点で、改ざん防止のため押印を自動ロッ

クする、③電子印鑑押印後、訂正が必要な場合のため

訂正印を押印できる、とした。「文書等持出承認簿」の

取扱いから開始し、「発
はっかん

翰授受簿」「印紙受払帳」など

対象帳票を追加し、業務効率化、ペーパーレス化を促

進した。

B.本部行用車管理システムの導入

　2022（令和4）年1月、車両管理システム「テレマティ

クス」を導入した。これにより車両予約システムによる

本部行用車の効率的管理と稼働状況の把握が可能と

なった。また事故の未然防止を目的に、危険運転監視・

指導のための運転データの収集・分析機能も備えた。

C.電子契約システム「WAN-Sign」の導入

　2022年6月、契約締結事務の効率化とペーパーレス

および印紙税・郵送費などの削減のため、電子契約シ

ステム「WAN-Sign」を導入した。対象は行外向け文

書（契約書・覚書・検収書・注文書など）かつ、各部役印

（部長印）、押切印を捺印する文書で、頭取調印を必要

とする文書は対象外とした。

D.新経費システム導入ならびに経費事務改定

　2020年4月、当行はKFG・鹿児島銀行と同一の経費

システムを導入した。経費科目を統一するため、57科

目から41科目に集約した。経費科目の流用が可能とな

り、約2,500件の増額稟議が削減できた（削減時間：約

1,000時間／年）。また、営業店・各部で行っている経

費システムの検印・承認を総務部で行う運用へ変更し、

年間約4,130時間の事務の削減ができた。

　2023年4月、当行はさらなる経費事務のペーパーレ

ス化、KFGグループでの業務共通化、電子帳簿保存法

（電子取引データの紙への出力保存が認められず、電

子保存が義務化された）への対応を目的に経費システ

ムを更改した。

　事務削減・効率化では請求書台紙への記入・押印、

日次ごとの締上事務、メール便発送を不要にした。

ペーパーレス化では請求書台紙・授受表の紙出力を

不要にした。

　その結果、働き方改革として経費事務フローを改定

し、1日あたりの全作業時間を平均約20分短縮した。

E.営業店サポートチームを結成

　2024年10月、事務統括部と与信統括部は「営業店

サポートチーム」を結成し、現地臨店による営業店の管

理・実務の支援や人材育成支援に係るサポート体制を

強化した。

　営業店業務の課題解決に向けて、臨店による支援・

指導機能を発揮し、①滞留事務の整理・支援、②営業

店業務の改善・効率化・標準化の支援・指導、③営業店

電子契約フロー図

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

菊池支店に導入されたセルフ入出金機

新型EQシステム店頭機

菊池支店

経費事務改定の概要
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⑦次世代型店頭タブレット「AGENT」の導入

　2022年8月、新

しい顧客体験の提

供と事務効率化・

削減を実現するた

め、勘定系連携タ

ブレット「AGENT

（エージェント）」の

先行導入を開始し、

11月より全店展開

した。

　チャット形式の

質問に答えていく

ことで申込手続きが完了した。申込書・伝票への記入・

押印不要や身分証明書の読取り機能を備えるなど、抜

本的なペーパーレス化、オペレス化による顧客利便性

の向上と店舗事務の効率化を目指した。

非対面チャネルシフト・本部集中化

①ATM機能強化

　2021年3月、ATM機

能強化の一環として通

帳 喪 失・再 発 行、定 期

預金解約、住所変更を

キャッシュカードで行

うことが可能となった。

　同年7月には、ICカー

ドの磁気エラーを検知

した場合、取引と同時に自動的に磁気を復元し、再び

使用できるようにした。また、支払手数料の事前表示・

確認機能を追加した。

②複雑系事務のセンター集中

　2021年4月、中期経営計画において、複雑系事務のセ

ンター集中を掲げた。営業店の事務負担軽減に向け、デ

ジタル化による3レス（オペレス、ペーパーレス、キャッシュ

レス）を実現し、営業店を従来の事務手続チャネルから相

談を中心とした課題解決チャネルへ移行させる計画とした。

③電子手形交換所対応に伴う手形レス推進

　2022年11月、従来の手形交換所が廃止されて電子

手形交換所が開設された。交換所への手形現物の持

出・持帰業務や手形・小切手の代理交換業務などが廃

止され、当行では営業店の事務が大幅に軽減された。

④地方税統一2次元コードの取扱開始

　2023年4月、当行は総務省の施策に対応して地方税

統一2次元コード納付書の取扱いを開始した。同省は

地方税における電子化推進施策の一つとして、地方税

の納付書に2次元コードを活用し、金融機関窓口やス

マートフォン決済アプリなどでの納付を可能にすること

で、利便性向上を図った。

⑤遠隔相談システムの導入

　2021年11月、相続手続き、各種信託、SDGsコンサ

③クイックテラーの試行

　2021（令和3）年11月、窓口業務の生産性向上を図

るため、菊池支店でクイックテラーを導入、試行した。

　クイックテラーは「入出金・振込・税公金納付・両替」

業務に特化した窓口で、新型 EQシステムがクイックテ

ラー対象のお客様を特定してお呼びする。単純手続き

をクイックテラーに限定することで、お客様の店舗滞在

時間を短縮できた。

　また、諸届や各種相談に来店されたお客様は、新型

EQ 受付時に来店目的が判明しているので、応対する

人員を準備して事務手続きと営業活動ができた。新型

EQ によるクイックテラーは、その後40店舗に拡大さ

れた。

④帳票イメージ保管システム導入

　2021年11月、「帳票イメージ保管システム」を導入し

た。これまで営業店で保管していた書類を、同システム

を活用してイメージ保存したうえで、防災性に優れた倉

庫へ保管した。豪雨災害時などでの営業店の保管書類

のリスク対策を強化した。

　また営業店の書類保管スペースを削減し、行員の書

類整理事務の負担軽減を図った。

⑤店舗事務のデジタルシフト

　スマートフォンの普及やデジタル化の進展により、

お客様との接点はリアルからデジタルへと確実に移行

しており、非対面取引の加速度的な浸透による金融取

引のデジタル完結など、デジタル・トランスフォーメー

ション（DX）の観点から環境変化への対応が求められ

た。事業先に対しては「ビジネスインターネットバン

キング（BIB）」や「でんさい」への移行支援など、DX

を切り口とした決済ソリューションによる課題解決支

援を行った。個人の窓口における税公金支払いや振

込取引に対しては、スマートフォン決済アプリ「ひぎん

PayB（ペイビー）」や「肥後銀行アプリ」の活用など丁

寧なデジタルシフト移行支援を行った。

　

⑥WEB口座の印鑑レス取扱開始

　2022年3月、ペーパーレス化促進による環境負荷

の軽減、また印紙税削減を図るため、「WEB 総合口座

（無通帳の総合口座）」の取扱いを開始した。同年9

月には、携帯電話のショートメールを活用して本人確

認を完結するスキームを構築することで、WEB 口座

の完全印鑑レスが可能となった。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

「帳票イメージ保管システム」の概要

タブレット「AGENT」

「AGENT」周知ポスター

多機能ATMの画面

地方税統一2次元コード納付書
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

③住宅ローンタブレット受付の全店取扱開始

　2023（令和5）年2月、全店でタブレット端末による住

宅ローンの受付を開始した。受付事務のペーパーレス

化とSCOPEとの自動連携による審査の迅速化を図った。

④信用保証協会電子受付システムの取扱開始

　保証依頼事務の効率化およびペーパーレス化のため、

2024年4月、一般社団法人全国信用保証協会連合会

が提供する「信用保証協会電子受付システム」の取扱

いを開始した。県内の金融機関では初の導入であった。

⑤事務指導体制の充実

　2020年10月、従業員一人ひとりのキャリアプラン実

現への主体的な能力開発支援を目的に、自宅パソコンや

スマートフォンで学習できる「ひぎん学びネット」を導入

した。各人の階層、担当係、ジョブスキル、キャリアプラ

ンに応じた講座を受講できた。また、その一環として事

務取扱に関する説明の動画を配信した。

ル、事業承継など多岐にわたる相談業務に対応するツー

ルとして、遠隔相談システムを菊池支店に先行導入した。

専門相談ブースを設け、遠隔ながら本部専門部署の行

員と対面で相談できる環境を整備した。

⑥キャッシュカードの店頭即時発行

　2022（令和4）年3月、お客様の利便性向上と郵送に係

る業務の生産性向上を図るため、キャッシュカードの店

頭即時発行の取扱いを開始した。本店営業部と子飼橋支

店で先行し、カード発行機を対象80か店へ順次設置した。

⑦通帳発行手数料を新設

　2025年4月、通帳発行手数料を新設した。通帳発

行コスト・印紙税負担の軽減とともに、紙の通帳発行

からWEB口座への移行によるCO2排出削減などを目

的とした。

　対象は個人・個人事業主の普通預金口座・総合口座。

手数料は1回550円。通帳発行時に70歳以上のお客様

は対象外とした。この取組みにより、年間約40t（5,000

本のスギの木が1年間に吸収する量に相当）の CO2削

減が見込まれた。

　2024年10月に公表し、チラシなどで周知に努めた。

融資業務の業務改革

①オンライン登記情報システムの運用開始

　デジタル技術を活用し、不動産担保に関連する業務

の抜本的な効率化および品質向上を図るため、2019

年8月、オンライン登記情報システムの運用を開始した。

画面上で地番・家屋番号・用途地域などを確認できる

機能や、過去に取得した登記簿情報などを閲覧できる

機能を備えた。

　また、2020年2月からは営業店で登記事項証明書、

公図、地積測量図などを即時取得できる機能や登記情

報などをもとに不動産担保台帳を自動作成する機能

を追加した。

②個人ローン業務支援システムの導入

　個人ローン業務におけるお客様の利便性向上と営業

店事務の効率化を図るため、2020年10月、「個人ロー

ン業務支援システム（SCOPE）」を導入した。

　タブレット端末による申込受付や審査結果のメール

回答、住宅ローン自動審査によりペーパーレス化も実

現した。また、申込情報などの蓄積によるマーケティン

グや信用リスク分析の高度化も目指した。

遠隔相談システム

ひぎん学びネット

タブレット受付フロー図

電子化のスキーム図

キャッシュカード店頭即時発行機

通帳発行手数料受入早見表	

2025年
3月31日以前

2025年
4月1日以降

口座の状況 通帳式 WEB口座 通帳式

有通帳へ
変更希望時 550円 550円

繰越時 不要 不要 550円

353352

第8章│パラダイムシフト時代の肥後銀行［2015（平成27）年〜2025（令和7）年］



2024in 熊本」を、熊本市の熊本城ホールで開催した。

九州 FG 証券との共催であった。資産運用に関する新

たな情報提供を目的とした。

　週末に開催することで、平日には相談しにくい現役

層にも幅広く案内し、多くの方にご来場いただいた。

フェアでは、投資未経験の個人や法人が資産運用に踏

み出す契機となるよう、NISAの活用ポイントやファン

ドをわかりやすく紹介した。会場には個別の相談ブー

スを設け、運用会社7社が協力した。2025年も引き続

き開催した。

⑧お客さま本位の業務運営に関する基本方針

　（フィデューシャリー・デューティー）

　2017（平成29）年3月、金融庁は「顧客本位の業務

運営に関する原則」を公表した。これは、これまでの投

資者保護の取組みが、形式的・画一的対応になってい

る状況を踏まえ、金融機関自身が、顧客本位の良質な

金融商品・サービスの提供を目指すことを原則とした

ものである。

　2017年9月、KFGグループでは、グループ統一の「お

客さま本位の業務運営に関する基本方針」とともに、

グループ各行においてアクションプランならびにKPI（重

要業績評価指標）を策定した。以後、毎年アクションプ

ランを策定するとともに取組結果を公表した。またマ

ニュアルの整備や理解度テストを行い、全行的な理解

浸透と定着に努めた。

積立てが可能になった。

　制度の恒久化や非課税保有期間の無期限化、非課

税保有限度額の1,800万円への拡大により、従来関

心が薄かった富裕層などのお客様にも訴求できるよ

うになった。このため、当行はあらためて若年層や富

裕層など幅広いお客様へ情報を提供し、利用拡大を

図った。

⑥プライベートバンキングプラザ・相談プラザ開設

　2022年4月、資産運用や資産承継の相談業務に特

化した拠点となるプライベートバンキングプラザ大江、

ひぎん相談プラザ山鹿、同八代、同天草を開設した。

高齢富裕層に向けた「そなえる・のこす・つなぐ」の支

援体制が急務となっていた。

　また、長期間にわたる資産承継対策の立案および次

世代への資産運用提案をワンストップで行うため、長

期間にわたってお客様を担当するプライベートバンカー

を配置した。2025年3月、プライベートバンキングプラ

ザ大江を本店内に移転し、名称を「プライベートバンキ

ングプラザ」に、同年4月、ひぎん相談プラザ山鹿、同 

八代、同天草は「プライベートバンキングプラザ山鹿・

同八代・同天草」に名称変更した。

⑦資産運用・NISAフェアin熊本

　 2024 年４月 6 日（土）、「資 産 運 用・NISA フェア

プライベートバンキングプラザ

8. 営業推進

（1）地域総合金融機能の深化

「銀・証・信」連携によるワンストップ営業体制

①九州FG証券開業

　2018（平成30）年1月22日、九州 FG 証券株式会社

（九州 FG 証券）が開業した。これによって、九州フィナ

ンシャルグループ（KFG）全体で「銀・証・信」連携による

ワンストップで、質の高い金融サービスをお客様に提供、

預かり資産取引の拡大を図っていく体制が整った。

②IPO支援事業

　2020（令和2）年10月、九州 FG 証券と連携したIPO

支援業務の取扱いを開始した。総合金融グループとして、

持続可能な地域社会の実現に向け、上場ニーズがある

お客様を銀・証一体となってサポートする体制とした。

　IPO 支援業務は、株式上場を検討中の企業に対し、

地域証券会社として上場準備の初期段階におけるサ

ポートを行い、お客様の株式上場を効率的に進める

業務である。

③金融商品仲介業における取扱店の拡大

　2016年4月、金融商品仲介業務の取扱店を熊本県内

の統括店およびフィナンシャルプラザに拡大した。「お

客様起点の営業態勢への転換」を図り、お客様の多様

なニーズにワンストップで応え、適切な運用提案をより

スピーディーに行うためであった。それまでは取扱店舗

が本店営業部および市場金融部に限定されていた。

④信託業務の取扱開始

　2019年4月、相続・

資産承継に対応する

ため銀行本体での信

託業務を始めた。背

景に高齢化社会の進

展があった。九州の

地方銀行グループで

は初の取組みで、「遺

言信託」「遺産整理業

務」「遺言代用信託」「暦年贈与型信託」の4商品の取扱

いを開始した。2021年6月からは認知症や将来の健

康不安に備えて財産管理を代理人に託す「代理人指定

信託（ひぎん安心みまもり信託）」の取扱いも始めた。

⑤NISAを活用した資産形成支援

　2024年1月、NISA

（少 額 投 資 非 課 税 制

度）が改正された。

　 成 長 投 資 枠（年 間

240万円）とつみたて

投 資 枠（年 間 120 万

円）の併用が可能とな

り、年間投資上限額が

360万円に拡大した。

また、つみたて投資枠

で毎月最大10万円の

ひぎん安心みまもり信託

NISAを始めるなら肥後銀行

九州FG証券熊本支店開業式

営業責任者、内部管理責任者

販売員

①口座開設や商品の勧誘

⑤仲介手数料

提携先の
顧客口座

証券会社の
取引先口座

②口座開設申込

③商品注文

④精算(購入代金は事前送金)

分
別
管
理

銀　　　行 証券会社

お客様

提　携
（証券会社から金融機関

への業務委託）

第4節　パラダイムシフト下の当行経営
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④「肥銀海外ビジネスネットワーク会」を創設

　2025（令和7）年9月、会員企業を対象に「肥銀海外

ビジネスネットワーク会」を創設した。海外ビジネス

を展開する企業との関係強化、取引拡大が目的であっ

た。会員企業の海外展開の実践力強化を支援すると

ともに、コンサルティング業務の提供や有利な外為取

引などを提案する。会員企業同士の交流も図った。

　主なサービスは、①当行海外事務所などが発刊す

るレポートや商談会情報など海外関連情報を提供、

②さまざまなテーマの外部有識者をゲストに迎え、海

外ビジネス勉強会（年３～４回）を開催、③海外企業や

会員企業間のビジネスマッチングを実施、④海外視察

や海外展示会の案内など海外ビジネスミッション、で

あった。

⑤「ひぎんクラウドファクタリング」導入

　2021年5月、お客様の資金繰

り支援および当行の収益機会創

出のため、オンライン完結の売

掛債権買取りサービス「ひぎん

クラウドファクタリング」を導入

した。

コンサルティング力発揮による価値の提供

①事業承継・M&A

　2021年10月、法人コンサルティング室の事業承継・

M&A チームを「事業承継・M&A 室」として独立させ

た。組織化することで事業経営者の高齢化、後継者不

在といったさまざまな課題に対し、さらなる専門性の

発揮によるコンサルティングサービスの提供をいっそ

う強化した。お客様・地域の持続可能性向上に貢献し、

当行の役務収益増強にも繋がった。

　同年11月には、株式会社日本 M&A センターと「事

業承継・M&A カンファレンス2021」を共催、事業承

継・M&Aへの認識を新たにした。さらに、2024年4月、

当行、株式会社日本 M&A センターホールディングス

および台湾の玉山フィナンシャルホールディングス

100％出資子会社の玉山ベンチャーキャピタルとの共

同出資により、事業承継・M&A 専業会社「九州 M&A

アドバイザーズ株式会社」を福岡市に設立した。九州

全域を視野に、特に九州最大の M&Aマーケットを有

する福岡に拠点を置くことで、熊本と福岡を繋ぎ、共

同出資3社が持つ経営資源を活用し、支援サービスの

高度化と広域化を図った。

②ストラクチャードファイナンス

　2022年3月、中期経営計画「改革」の進捗状況を踏

まえ、支店営業部門の2022年度事業計画ではファイ

ナンス多様化・高度化による金利・非金利の収益拡大

を掲げた。不動産の流動化・証券化など高度な金融技

術でストラクチャードファイナンスの領域拡大を目指

した。

経営支援・伴走支援への取組み

①事業性評価の取組強化

　金融庁「平成26事務年度金融モニタリング基本方

針」では、「事業性評価は、財務データや担保・保証に

過度に依存することなく、企業の事業内容や成長可能

性を適切に評価することである」と定めている。当行

は事業性評価を重視した融資や、コンサルティング機

能の発揮による経営改善や生産性向上などの支援を

いっそう強化することで、収益の確保および健全性の

維持・向上を図るよう努めた。2017年4月、2017年度

の経営方針である「創造的復興に資するお客様第一

ストラクチャードファイナンスの概要

ひぎんクラウドファクタリング

肥後銀行ニューリーダー会

関係性強化による法人取引の推進

①リスクアペタイト運用強化・課題解決支援先

　（格付C2〜D2先）への取組強化

　2018（平成30）年6月、当行はリスクアペタイトフレー

ムワークに基づく審査的営業活動の実践を強化するた

め、次のように通達した。

A. 中計「新創業2020」の基本方針である地域総合金

融機能・地域産業振興機能の発揮によるお客様・地

域の課題解決を実現するにあたり、県内リスクアペ

タイト（あえて取るリスク）運用を強化する

B. 解決支援と審査的営業活動は同義であるとの認識

でお客様の課題解決支援に向けた具体的な提案活

動を行う

C. 営業店・本部一体となった取組みにより、対象先の

進捗管理を強化する

②グループ一体での貸出金増強と収益力強化

　（中核法人に対する基本取組方針制定）

　2021（令和3）年12月、中核法人に対する基本取組

方針を制定した。地域の未来を創造する長期的な視

点に立ち、腰を据えた積極的な与信対応と課題解決支

援（多面的なソリューション提供）により、当行グルー

プは重層的かつ優先的に総力で取り組む内容であった。

　そのうえで「個社別方針書兼行動管理表」を新設し

た。貸出金シェアアップとソリューション提供で個社

別方針を明確化することで、グループ一体での貸出金

増強と収益力強化を図った。

③「肥後銀行ニューリーダー会」創設

　2020年4月、次世代経営者との関係性強化と人材育

成、会員相互のネットワーク構築を目的に「肥後銀行

ニューリーダー会」を創設した。本会を通じて事業性評価・

財務を起点とした対話に努めた。ツール活用による情報

蓄積などにより事業の持続可能性に向けてお客様の課題

解決支援を図り、会員企業とのリレーションを強化した。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

伴走支援に係る財務の視点（格付C2〜D2の場合）
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④課題解決支援人材の継続的育成

　2017（平成29）年7月、甲斐頭取は創立記念日の挨

拶で、経営方針に掲げている課題解決支援力の発揮に

ついて、「課題が多様化・複雑化していくなかで、さま

ざまな課題を抱えるすべてのお客様に対して、現実的

に考え着実に実行していくために、全行員参加による

課題解決支援銀行への転換を目指す」と説いた。その

後、課題解決支援にあたる専門人材の育成に努めた。

職域営業の取組強化

①本店営業部「職場のお客さま支援室」新設

　2021年4月、本店営業部ブロック（本店営業部、県庁

支店、熊本市役所支店）の中核法人・熊本県・熊本市を中

心とした職域営業のいっそうの強化を図るため、本店営

業部内に「職場のお客さま支援室」を新設した。同ブロッ

クを中心とした取引先に勤めるお客様お一人おひとりへ

のサービスを拡充・強化し、人生100年時代を見据えた

資産形成・資産運用を支援した。また、専用ローンなど

を活用したライフイベントのサポートをさらに充実させ

て福利厚生制度の導入など多様な支援を行っていった。

②「職場つみたてNISA」の取扱開始

　2021年12月、当行は九州地銀で初めて「職場つみ

たてNISA」の取扱いを開始した。事業者の福利厚生

制度の充実と従業員の資産形成の促進と取引メイン

化を図ることを目的とした。NISA を利用した定時定

額契約をベースに、当行・事業者・従業員の三者間で、

情報の提供および共有を行う仕組みを導入し、当行が

定期的にセミナーとアフターフォローを実施することで、

事業者の福利厚生充実のサポートと従業員のライフプ

ランをサポートする態勢とした。

③「職域営業活動方針」「職域営業マニュアル」

　「職域先要項」の制定

　2022年10月、ブロック一体の取組強化で福利厚生・

年金制度充実などの課題を抱える企業とのさらなる関

係強化に向けて、「職域営業活動方針」を定めるととも

に、「職域営業活動マニュアル」を制定した。

　また、2023年12月、職域対象企業の取引内容の集

約および従業員の取引状況などを可視化できる職域

営業ツールとして「職域先要項」の運用を開始した。

この活用により、継続的な法個人一体での課題解決

支援を実現し、お客様とのさらなる関係構築に繋げる

ことを目的とした。

〈職域営業活動方針〉
（1）職域営業活動の意義・目的
・老後生活資金の確保に向けた職員の金融リテラシー向上支

援（金融教育機会の提供）
・企業の福利厚生・年金制度等充実による労働力確保、競争

力強化・企業価値向上支援
・「貯蓄から投資」の促進による地域経済成長、企業・職員と

の長期的関係性構築による当行収益拡大
（2）活動目的の共有
・職域営業活動は、当行と職域先企業（経営者）が、企業が抱

える課題を認識・共有し、職員の金融リテラシー向上のため
に協働することを前提とする。

・企業が、当行の活動そのものを「職員に対する福利厚生制
度のひとつ」として組み入れる関係性を構築する。

（3）職域営業活動の担い手
・職域営業活動は、個人担当者だけの業務ではなく、支店長

および法人担当者と職域先企業（経営者）とのトップ・コミュ
ニケーションから始まる。

・経営者に対し、当行職域営業活動の意義を説明し、活動の
目的を共有したうえで、財務担当者、さらには人事・総務担
当者との関係強化・ベクトルの共有が図れなければ、長期的・
継続的かつ効率的な職域営業活動は実現しない。

主義の具体的実践〜三現主義に基づく課題解決支援

力の発揮〜」の実現に向けて事業性評価を強化する

ため営業店・本部の連携・協働で業務フローを定めた。

②伴走支援・事業再生支援

　2021（令和3）年11月、新型コロナウイルス感染症の

影響を受けた中小企業者を支援するため、熊本県が事

業者負担分の保証料を0% にする新たな制度融資「新

型コロナウイルス経営改善資金（伴走支援型・事業再生

型）」を設け、当行でも積極的な資金対応を行った。併

せて、モニタリングに基づく資金繰り支援や計画策定

支援を効果的に行うため、階層別・業務別研修により再

生人材、企業審査人材の育成に努めた。また、コロナ5

類移行後も、信用保証協会をはじめ中小企業活性化協

議会、よろず支援拠点、事業承継・引継ぎ支援センター

など外部機関との連携による支援体制を積極的に活用

した伴走支援・事業再生支援を徹底するよう求めた。

③経営者保証に関するガイドライン

　2023年6月、「経営者保証に係る金融庁監督指針」

の改正などを受け、当行は「経営者保証に関するガイ

ドライン」への当行の取組方針を改定し公表した。営

業店には、上記監督指針や当行取組方針を十分理解

のうえ、「経営者保証の要否判定」の厳格な実施およ

び経営者保証をいただく際の説明責任履行と記録の

徹底を求めた。

1．経営者保証に関する取組方針
当行は、法人のお客さま向けのご融資に際し、原則として経営
者保証をいただきません。

ただし、以下のいずれかに該当する場合は、保証の提供をお
願いすることがございます。

（1）�法人と経営者などの個人の資産・経理が明確に区分さ
れていない場合

（2）�法人から経営者などの個人に対して多額の貸付金など
の資金のやりとりが行われている場合

（3）�法人から適時・適切に財務情報などを提供していただけ
ない場合

（4）�法人のみの資産・収益力によって借入返済が可能である
と判断ができない場合

（5）�信用保証協会付融資など経営者保証が必要とされるご
融資を利用していただく場合

上記要件に該当し、保証契約をお願いする場合には、以下の
内容について具体的かつ丁寧に説明いたします。

（1）�どの部分が十分でないために保証契約が必要となるのか
（2）�どのような改善を図れば保証契約の変更・解除の可能

性が高まるのか

2．保証債務整理に関する取組方針
当行は、お客さまから保証債務整理のお申し出があった場合
や万一、保証履行を求める場合には、お客さまの資産状況な
どを勘案した上で、履行請求の範囲を検討し、保証債務免除
要請について適切かつ誠実な対応に努めます。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営
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③肥銀キャピタルが組成するファンドの活用

　（エクイティファイナンス）

　2022年11月、エクイティファイナンスを推進するた

め、肥銀キャピタルで投資ファンド「肥銀地域共創ファ

ンド」「肥銀ベンチャー2号ファンド」を組成した。企業

の事業拡大や成長戦略を支援し、スタートアップ・ベ

ンチャー企業への支援を通じた地域産業創出が目的

であった。

　ファンドを活用した投融資一体での法人営業に取

り組み、多様化するお客様の経営課題解決を図った。

④肥銀ブリッジファンド第1号案件投資（フジバンビHD）

　2018年10月、当行が出資する「肥銀ブリッジファン

ド」の第1号案件として、日本投資ファンド第1号投資

事業有限責任組合と協働で株式会社フジバンビホー

ルディングスに投資した。

　フジバンビグループは、「黒糖ドーナツ棒」の販路拡

大を背景に順調に業績を伸ばしており、熊本の菓子製

造企業グループとして高い知名度とブランド力を誇って

いた。今回の投資により、同社グループの独立性を維

持しながら、築き上げた経営基盤をもとに新たな販路

拡大や商品開発、経営体制の強化などさらなる成長発

展が見込まれた。熊本の活性化に大きく寄与するとの

観点から投資した。

　以来、日本 M&Aセンターならびに当行のバックアッ

プのもと、新経営陣において業容の拡大に努め、新商

品開発、販路拡大を通じて「地域発全国区」として大

きな成長を遂げた。その結果、2023年6月、九州旅客

鉄道株式会社に資本と経営を引き継ぎ、同社の傘下

において、さらなる成長と発展を目指している。

（2）地域産業振興機能の拡充

半導体関連産業の集積に対する課題解決支援

①TSMC進出に伴う中長期的な取組支援

　半導体受託生産最大手であるTSMCとソニーセミ

コンダクタソリューションズ株式会社が菊陽町に半導

体製造工場を新設、2024（令和6）年12月、稼働を開

始した。また東京エレクトロン九州株式会社をはじめ

県内半導体関連企業は増産に向け設備投資を活発に

進めており、熊本県内における経済波及効果は10年間

で11兆円を超えると予想されていた。

　こうした情勢下の2022年2月、当行はサプライチェー

ンを中心とした半導体関連企業に対して、営業店・本部

およびグループ会社総力を挙げて中長期的に支援して

いくこととした。2024年10月には、電子デバイス関連

産業などの持続的な成長・発展に向けた支援力の強化

を図るため「産業イノベーション推進部」を新設した。

同部内に「半導体クラスター推進室」を置き人員体制

も強化した。

②「新生シリコンアイランド九州」の実現に向けた

　「九州・沖縄地銀連携協定」の締結

　2024年1月、九州・沖縄地銀11行は、「新生シリコン

アイランド九州」の実現に向けた連携協定を締結し、

相互に連携および協力することとした。半導体関連産

業集積の促進や半導体を起点とする他産業および社

会インフラの強化を図り、九州・沖縄経済のさらなる成

長を目指した。

　連携・協力の内容は、①サプライチェーン強靭化に

向けた取組みに関すること、②サステナビリティ推進

に関すること、③九州・沖縄の活性化に関すること、④

九州・沖縄での業界調査および分析に関すること、で

あった。

　その後、同年5月、山口銀行・北九州銀行が加入し、13

行体制となり、愛称を「Q-BASS（キューベース：Kyushu-

Okinawa-Banking Alliance Semiconductor 

Solutions）」とした。

④職域WEBサイト「職場のまどぐち」活用

　2015（平成27）年11月、法人取引先従業員とのコミュ

ニケーション拡大、ならびに総合取引拡大を目的に、

WEB上の接点ツールとして「職場のまどぐち」を新設し

た。2022（令和4）年10月にはサイトをリニューアルし、

「ためる・ふやす、まかなう、そなえる・のこす」の各テー

マ別に動画を順次追加し、職域営業への活用を図った。

⑤職域における資産形成推進（職域セミナー）

　2024年1月、税制改正に伴う新 NISA 制度が始まる

ことから、NISA を活用した資産形成のニーズが高ま

ることが予想された。

　2022年12月、職域における資産形成推進を図るた

め、「職場つみたてNISA」を起点とした課題解決支援

に取り組み、従業員向けの職域セミナーを開催して事

業者の福利厚生充実と従業員の資産形成の推進、取

引のメイン化を図るように通達した。

グループ連携による課題解決支援力の発揮

①畜産牛ABL管理システム「Agri Pro」運用開始

　2016（平成28）年12月、KFG 協働施策の一環とし

て、鹿児島銀行で使用している畜産牛 ABL12（動産担

保）管理システム「Agri Pro」を当行も導入した。顧客

の利便性向上を図るとともに、農業分野におけるABL

の営業推進や担保管理の高度化などを図った。2018

年4月には、同システムを活用した「ひぎん畜産牛応援

資金（ABL）」の取扱いを開始し、農業関連融資の取

組みを強化した。

②当行グループ会社などとの有償ビジネスマッチング

　2020年4月、お客様の人材確保に係る課題解決支

援に向け、肥銀オフィスビジネスと人材紹介に係る有

償ビジネスマッチングを開始した。同様にお客様のさ

まざまな課題解決支援のため、肥銀リース、グローカ

ル・クラウドファンディング、肥銀ビジネスサポート、

KS エナジーなどともビジネスマッチング契約を締結

した。

運用を開始した「Agri Pro」

職域WEBサイト「職場のまどぐち」

職域セミナー

12 ABL：アセット・ベースド・レンディング。企業の事業価値を構成する在庫（原材料、商品）や機械設備、売掛金などの資産を担保とする融資

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

人材紹介に係るビジネスマッチングのスキーム図

「肥銀ブリッジファンド」のスキーム図

361360
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②事業者支援プログラム「スタハブ道場」を開催

　2025年7月、小規模事業者の事業成長に向けた支

援プログラム「スタハブ道場」を展開した。成長の機会

ならびに意識変革を図る場として活用してもらう目的

だった。飲食業、エステ・美容業、訪問介護業、訪問看

護業、観光宿泊業、卸小売業などの県内事業者を対象

とした。

　多数のスタートアップの伴走支援を行ってきたベン

チャーキャピタルの株式会社千葉道場と当行、肥銀キャ

ピタルが協働で取り組んだ。

　プログラムは２ステップで構成され、ステップ１では、

起業家の実体験に基づく講義を含む「スタートアップビ

ジネス（短期間での急成長を目指すビジネスモデル）」

に関する情報を事業者に提供した。スタートアップの知

見や視座を学び、起業家とのネットワークを構築するこ

とで、さらなる「事業成長」の契機としての活用を促した。

　ステップ2では、成長に向けた「事業戦略」や「事業

計画」を策定。スピード感のある成長を目指した。

③「スタハブくまもと創業応援資金」取扱開始

　2022年4月、当行と日本政策金融公庫は、「スタハブ

くまもと」を通じて、創業者を支援するための協調融

資ワンストップサービス「スタハブくまもと創業応援資

金」を創設した。

　創業支援についての連携をさらに強化し、多様なニー

ズに応じた資金供給や本業支援に取り組み、地域経済

の継続・発展に貢献していくこととした。

④「くまもと創業・開業応援ファンド」の運用開始

　2022年4月、KFG出資会社である株式会社グローカ

ル・クラウドファンディングが総額10億円のファンドを

創設して運用を開始した。創業・開業時の自己資金不足

分や個人事業主の新たな資金調達手段として利用でき、

クラウドファンディングと合わせ、積極的に活用した。

⑤次世代ベンチャー発掘・育成連携協定締結

　2016（平成28）年2月、当行は熊本県、熊本大学、一

般社団法人熊本県工業連合会および株式会社リバネ

スと、熊本県における次世代ベンチャーの発掘と育成

に向けた連携協定を締結した。

　熊本県の自然環境や資源を最大限に活用する自然

共生型産業など、新たな成長産業の創出につながる起

業者やベンチャーなどの取組みを後押しするため、起

業しやすい環境づくり、研究開発から事業展開に至る

までの各段階に応じた支援体制を構築して、熊本県の

活力創造に寄与する考えであった。

　その取組みの一環として、2016年7月、次世代ベン

チャーコンテスト「熊本テックプラングランプリ」を開催

した。書類選考を勝ち抜いたチームによるプレゼンテー

ションや、先進のベンチャー企業による基調講演が行わ

れた。以後、毎年開催されている。

⑥「肥銀ギャップ資金制度」の新設

　2020年4月、大学研究室などへの寄付制度「肥銀

次世代ベンチャーコンテスト「熊本テックプラングランプリ」開催

開業した「スタートアップ ハブ くまもと」

③玉山商業銀行と業務提携

　2022（令和4）年7月、肥後銀行と鹿児島銀行は、玉山

商業銀行股份有限公司（台湾）とそれぞれのノウハウや

ネットワークを活かし、経済交流の促進を目的とした「業

務提携に関する覚書」を締結した。業務提携の主な目

的は、海外進出支援、農林水産業、再生可能エネルギー

事業、地方創生をはじめとした産業支援などであった。

④台北駐在員事務所開設

　2023年6月、台北市に台北駐在員事務所を開設した。

TSMC進出を機に、日台相互のお客様の多様化するグ

ローバルビジネスニーズに対して、台湾現地でのリアル

タイムな情報やネットワークの提供によって、お客様の

輸出入や進出ニーズなどの課題解決を直接支援する目

的であった。

⑤「日台経済交流シンポジウムin熊本」開催

　2023年7月、当行などは「日台経済交流シンポジウム

in熊本」を熊本市のホテル日航熊本で開催した。TSMC

の熊本進出を契機に熊本県と台湾の交流がさらに進展

することが予想されたため、お客様の台湾に対する理解

を深め、幅広い分野における産業連携、人的交流の推進、

台湾でのビジネス機会創出を目的に、シンポジウムはオー

ル熊本・オール九州の産学官金連携で開いた。

創業・開業に対する支援

①創業・開業支援プラットフォーム

　「スタートアップ ハブ くまもと」開業

　2022年4月、当行は「スタートアップ ハブ くまもと（ス

タハブくまもと）」を新設した。コロナの影響により、多

くの事業者が休業、廃業に追い込まれていた。そういっ

た状況を踏まえ、アフターコロナを見据えて、お客様の

創業・開業を当行はじめ産学官金連携で支援するプラッ

トフォームとして肥後銀座通ビルに開設した。

　創業・開業資金などの金融面だけでなく、非金融面

の店舗選定、器具備品調達、人材採用に至るまで、創

業・開業における課題を産学官金が連携のうえワンス

トップで相談・解決できるコンサルティングの拠点と

した。

オンラインで玉山商業銀行股份有限公司（台湾）と繋がれた締結式の様子

台北駐在員事務所

日台経済交流シンポジウム in 熊本

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

 項目  実績 

開業相談件数  1,063件 

新規開業件数（当初目標360件）  644件 

雇用創出数（当初目標1,080人）  1,645人 

新規開業融資金額  60億2,700万円 

創業・開業応援ファンド  98件/2億1,310万円 

セミナー  36回/663人参加 

「スタハブくまもと」の3年間の実績（2022年4月～2025年3月）

363362
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ビジネスマッチングによる

不動産情報・海外進出・販路拡大支援

①不動産情報を活用した課題解決支援

　経済産業省が公表した不動産業務の取扱いに係る

「グレーゾーン解消制度」を踏まえ、2018（平成30）年

4月、不動産情報に係る有償ビジネスマッチングを始め

た。不動産の売買を検討しているお客様を、同意を得

て法人営業部経由で不動産業者に紹介した。売買契約

が成立した場合、不動産業者から手数料を収受した。

お客様の課題解決支援と同時に収益多角化も図った。

②ビジネスマッチングシステム「Bridge」運用開始

　2017年11月、KFG が開発したビジネスマッチング

システム「Bridge（ブリッジ）」の全店での運用を開始

した。Bridge は、KFG グループ共通ポータル内のコ

ンテンツとして公開され、肥後・鹿児島両行間での無

償ビジネスマッチングニーズ情報を共有するシステム

だった。

　「ひぎん BMS」「かぎん BMS」の稼働開始に伴い、

2025（令和7）年3月末をもって「Bridge」の運用は終

了した。

③「ひぎんビジネスマッチングサービス」の導入

　2024年2月、当行は有償ビジネスマッチング支援

システム「ひぎんビジネスマッチングサービス（ひぎん

BMS）」を導入した。2006（平成18）年の有償ビジネス

マッチング事業開始以来の多くの課題を解決し、お客様

の課題解決支援力強化と業務の成果向上に寄与した。

　

④ファンドを通じて香港に和食店「櫓
ろ

杏
あん

」を開業

　2017年3月、当行と鹿児島銀行が共同出資する肥

後・鹿児島地域活性化ファンドは香港の「C&Higo　

Dining Company Limited」に出資した。

　同社は、香港への熊本県産品のPRや輸出拡大を目

的に日本の鍋料理などを提供する飲食店「櫓杏」を運

営する。熊本県産農水産物の輸出促進で熊本の創造

的復興、地域活性化に貢献するものとして出資した。出

資は普通株式引受96万3,000香港ドル、優先株式引受

289万香港ドル、無担保普通社債引受5,500万円。

⑤お客様の海外進出支援

　2019年7月、海外進出に係る有償ビジネスマッチン

グの取扱いを始めた。お客様の海外進出に係る課題

解決支援に向け、東南アジアに拠点をもつ株式会社

フォーバルとビジネスマッチング契約を締結し、お客様

のASEAN（東南アジア）への販路拡大、仕入先選定お

よび現地法人設立などの課題解決を支援した。

⑥販路拡大コンサルティング

　2020年10月、お客様の売上高に貢献する販路拡

大コンサルティング（成功報酬型）の取扱いを始めた。

お客様の売上増を支援し、増加分の一定割合を成功

報酬手数料として収受した。お客様の事業継続に向

けたコンサルティング機能の発揮で当行の収益拡大

も図った。

⑦県産農水産物などの販路拡大支援

　2021年6月、当行は経済産業省「JAPANブランド

育成支援等事業」の支援パートナーに選定された。主

に香港向けの県産農水産物、食品、酒類、工芸品など

の販路拡大を支援した。

ギャップ資金制度」を新設した。県内の大学や高専など

で研究・開発段階にある技術やノウハウを事業化させる

ことを目的に金融面で支援した。

⑦「ベンチャーファンド」の共同設立および出資

　2020（令和2）年3月、当行は総額10億円に及ぶ「肥

銀ベンチャー投資事業有限責任組合（肥銀ベンチャー

ファンド）」を肥銀キャピタルと共同で設立し、出資した。

熊本県や熊本大学、熊本県工業連合会などで組成す

るベンチャー創業支援コンソーシアムの活動を加速さ

せ、ベンチャー企業に対する金融面での支援メニュー

を拡充した。

新事業分野創出による課題解決支援

①人材紹介業務開始

　2020年4月、肥銀事務サービス㈱は、当行取引先

企業の経営を担う幹部人材や後継者、専門技術者

などさまざまな求人ニーズに対応するため、新たに

取引先企業への人材紹介業務を開始した。企業の

経営課題である人材確保をサポートすることで、取

引先の課題解決支援を図るとともに、人材不足解消

による地域の持続可能性向上に寄与することを目

的とした。

　併せて肥銀事務サービス㈱を「肥銀オフィスビジネ

ス㈱」に社名変更し、キャリアビジネス部を新設した。

②クラウドファンディング事業開始

　2020年5月、資金調達を目指すお客様と全国の投資

家をつなぐ新たな課題解決支援ツールとして、KFG が

出資する株式会社グローカル・クラウドファンディング

が事業を開始した。事業者単体の支援に限らず、地域

や各々の産業全体を対象とした持続可能性の向上に貢

献した。

　クラウドファンディングを活用した第1弾のプロジェ

クトとして、コロナの影響を受けている飲食店を支援

する「さしより応援プロジェクト」を実施した。

③ECモール「よかもーる」開業

　2023年4月、KFG の100% 出資子会社として、地域

商社の株式会社九州みらい Creationを設立した。地

域課題が多様化するなかで従来の金融の枠組みを超

えて地域産業振興に関する課題解決に主体的に取り

組み、新たな付加価値サービスを提供した。

　具体的な取組みとして、同年6月、ECモール「よかもー

る」を開業した。熊本、鹿児島、宮崎の地域産品（食品・

工芸品）を取り扱い、SNSなどのプロモーションを実施し、

全国の消費者に向けて販売している。 

九州みらいCreationが運営する
ECモール「よかもーる」

グローカル・クラウドファンディングの事業イメージ

投資家

資金

リターン（分配金、モノ・サービス）

個人・法人
事業者
個人

企業・団体
「共感する思い」と「資金」を届ける橋渡し役

¥
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熊本城の映像をVRで体験できるコーナーが設けられ、

創造的復興に向けて進む熊本の魅力を国内外に発信

した。

　2018年11月には、阿蘇地域の活性化と創造的復

興を支援するため、くまもとDMCと当行は、南小国

町の三愛レストハウス（現・瀬の本レストハウス）周辺で

「阿蘇地域復興フェア in 三愛」を開催した。阿蘇7市

町村の「食」を集めたマルシェのほか、サイクルアスレ

チック、乗馬や自然を満喫できる体験会などを開いた。

　2019年9月には、県北および阿蘇地域の「食」「観光」

「アクティビティ」の魅力を発信するため、「キタクマ

地域振興フェア」を山鹿市の菊鹿ワイナリーで、10月

には「阿蘇地域振興フェア2019」を瀬の本レストハウ

スで開催した。

④インフラ資源を活用した観光振興に関する協定

　2019年5月、熊本県、九州電力、くまもとDMCと

熊本県内のダムや発電所などの「インフラ資源を活用

した観光振興に関する協定」を締結した。提携内容は

インフラ資源を活用した観光ルートの設計、旅行商品

化に向けた企画、観光客誘客に関するプロモーション

などであった。

⑤中・南九州の地域循環共生圏に関する4行連携協定締結

　2020年1月、当行は環境省九州地方環境事務所、大

分銀行、宮崎銀行、鹿児島銀行と「中・南九州の地域循

環共生圏14に関する連携協定」を締結した。五者が緊

密に連携することで

地域および持続的

な地方創生への対

応力を強化した。国

立公園などの地域

資源の持続的な活

用、SDGs 普 及・啓

発など、中・南九州

の地域循環共生圏

の構築を支援した。

地方公共団体との取引を通じた地域課題解決

①企業版ふるさと納税制度を活用した各種支援

　2021年4月、企業版ふるさと納税制度活用による

地方公共団体の課題解決支援として、県内地方公共

団体が取り組む企業版ふるさと納税対象事業をまと

めた「くまもと企業版ふるさと納税対象プロジェクト集」

を作成し、広く地方公共団体に案内した。地方公共団

体が同制度を活用して寄付募集を行う際は内閣府へ

「地域再生計画」の事前申請が必要であり、その計画

策定などを支援した。

　同年6月には、県内地方公共団体向けの課題解決

支援策として、企業版ふるさと納税制度活用に係る有

償ビジネスマッチングの取扱いを開始した。企業版ふ

るさと納税制度活用を展開する全国的なプラットフォー

ム提供事業者と提携し、同制度を活用することで県内

地方公共団体の課題解決を支援、加速させた。

②山鹿市の指定金融機関見直し

　2022年度から当行は山鹿市の指定金融機関となっ

た。それまでは JA だったが、当行は堅確な事務処理

に加え、①会計業務事務受託、②会計業務事務フロー

見直し支援、③地方税2次元コードへの対応、④移動

店舗車（ハモニカー）による金融サービス、⑤給与事

務受託、⑥催告業務受託、⑦庁内キャッシュレス導入

支援など、非金融面の各種サービスを提案した。

⑧球磨焼酎の海外への販路拡大支援事業

　2020（令和2）年9月、当行と地方経済総合研究所が

支援機関となって、球磨焼酎の新たな価値の創造と海

外への販路開拓を目指した。世界的ブランドを熟知し

た海外専門家チームと協働で、現地ニーズに沿った新

商品を開発した。フランスなどでの展示商談会も開催

し、商品開発から販路拡大までを一貫して支援した。

⑨「くまもとあか牛」のブランド化・販路拡大に

　関する連携協定

　2019年11月、当行は熊本県畜産農業協同組合連

合会および慶應義塾大学大学院メディアデザイン研

究科と「『くまもとあか牛』のブランド化・販路拡大に

関する連携協定」を締結した。産学官金が連携しくま

もとあか牛の魅力と可能性を広く発信、販路拡大や生

産および物流などに取り組んだ。

　2024年6月、環境に配慮した新たなブランド「エシ

カル和牛・くまもとあか牛」の国内外市場への出荷を

開始した。

　「エシカル和牛・くまもとあか牛」は、牛が排出する

メタンガスを約36% 抑制することが見込まれる飼料

であるカシューナッツ殻液を給与して肥育した和牛で、

環境付加価値を高めた。グローカル・クラウドファンディ

ングでは、「エシカル和牛・くまもとあか牛ファンド」と

して支援した。

地域活性化・観光振興への取組み

①くまもとDMCとの連携による課題解決支援

　2018（平成30）年1月から、株式会社くまもとDMC13

と連携しお客様の課題解決を支援した。くまもとDMC

が運営するWEBメディア「おるとくまもと」が掲載する

飲食料品販売、宿泊施設予約を対象となるお客様に紹

介することで、販売手法の多様化を支援した。

②熊本県、鹿児島県との地域観光振興に関する協定締結

　2016年8月、KFG、当行、鹿児島銀行は熊本・鹿児島

両県との地域観光振興に関する協定に締結した。五者

は協力・連携して熊本・鹿児島を中心とした南九州観光

ルートの開発を進めた。海外からの観光客を誘致する

ことで、中長期的な地域経済の活性化を目指した。

③地域の魅力発見〜各地で地域振興フェア開催

　2016年2月、「熊本の魅力と可能性を世界へ発信」

をコンセプトに「2016くまもと地域振興フェア」を熊

本市のグランメッセ熊本で開催した。熊本の強みであ

る農林水産業および観光にスポットをあてたフェアで

地域活性化に繋げ、地方創生の実現を図った。

　2017年10月、２回目の開催となった「2017くまも

と地域振興フェア～ WONDER MESSE ～」には、食

や農産物、観光資源、産業技術などを取り扱う約90社

の企業や団体が出展したほか、熊本地震で被災した

地域循環共生圏に関する連携協定締結を報
じる記事（『熊本日日新聞』2020年1月19日付）

県産野菜で表現した高さ3ｍの熊本城（2017 くまもと地域振興フェア）

連携協定締結式の様子（熊本県庁）

13  ㈱くまもとDMC：当行が熊本県と共同で出資した熊本県全体の食や観光の振興を担う観光地域づくり法人 14  地域循環共生圏：各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合う
ことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

球磨焼酎酒蔵ほか参画事業者との会議の様子（人吉支店）
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学准教授、地域振興部、地域リーダーを交えて研修した。

　2019（令和元）年5月には、地域の情報・課題を集約

し、戦略的に課題解決を実践するため「地方創生コー

ディネーター制度」を創設した。各ブロックに地方創

生コーディネーターを配置し、地域資源などの情報を

集約・発信するとともに、地域課題の抽出、地方創生

に向けた課題解決を実践した。

（3）営業態勢の強化について

ブロック単位運営について

①ブロック単位運営における渉外態勢およびお客様対応

　2016（平成28）年4月、お客様起点の営業態勢への

転換を目的とした「ブロック単位運営」がスタートした。

「店舗機能および担い手の役割と責任の明確化」を行

うとともに、「マーケティング営業活動」と「高効率なブ

ロック単位運営」を展開することで、ブロック全体の収

益力およびマネジメントカの強化を図った。

　また、商品を中心とした営業からお客様を起点とし

たマーケティング中心のテリトリー営業態勢を構築した。

ブロック単位運営の全店展開に伴い、ブロックの一部

見直しおよびミニブロック15（2017年4月エリアグルー

プへ名称変更）態勢を導入した。

②ブロック単位運営の本格展開に伴う店舗見直しおよび

　階層別会議体の設置

　2017年4月、マーケットを踏まえたお客様起点の

営業態勢を構築し、多面的生産性向上による収益力

強化を図るため店舗態勢を見直した。同時にお客様

第一主義実践委員会の実質的協議を機動的に行う

ため、委員会の下部組織として階層別会議体（次席

者会、業務役席会、融資役席会、渉外役席会）を設置

した。

③エリアグループにおける店舗形態の新設ならびに

　「みよしスマート支店」の開設

　2025年2月、ブロック単位運営で、エリアグループに

おける新たな店舗形態として「個人コンサルティング店

（スマート支店）」を新設した。環境やマーケットの変

化に対応し、店舗役割や地域特性に応じた新たな店舗

機能を設けるものであった。これにより、エリアグルー

プの店舗形態は「地域開拓店」「個人コンサルティング店」

「地域密着店」の3つのカテゴリーに整理された。個

人コンサルティング店には渉外係（RM）を配置し、テリ

トリー内個人顧客に対する営業活動を主体的に実施

した。担当地区内の法人顧客についてはエリア主管店

が担当し、個人コンサルティング店は取次による協業

　山鹿市は地方公共団体を取り巻く環境変化に対応

しうるパートナーとして、当行に大きな期待を寄せ、

指定金融機関に指名した。県内で過去に指定金融機

関が見直された例はなく、当行では指定金融機関業

務に伴う新たな収益が生まれた。

③ICATを活用した地方公共団体の業務効率化支援

　2021（令和3）年3月、地方公共団体（地公体）に対す

る業務効率化支援事業として、全国の地公体が導入し

た効率化商品を紹介する導入事例集『ジチタイワーク

ス× 肥後銀行』を発行した。本誌を活用した地公体へ

の提案活動により、地公体の課題解決支援と当行の新

たな収益創出を図った。

④「くまもと農業経営塾」の業務受託

　2020年11月、熊本県が主催する令和2年度「くまも

と農業経営塾」の業務を受託した。当行のこれまでの

農業分野への取組みやさまざまな業種・業界における

取引先の経営支援の実績が評価された。

⑤地方公共団体会計業務受託

　2022年4月、当行南小国出張所の南小国町役場別

館への移転を機に、同町会計業務の一部を受託した。

同町の指定金融機関として長年にわたり培った堅確

な業務スキルやノウハウを生かすことで、同町職員の

負担軽減や住民サービスの向上に繋げた。また地域

の課題解決にも取り組み、町の地方創生実現にも積

極的に貢献した。

「産学官金」との連携による地方創生への貢献

①地方創生に係る地方創生担当大臣表彰

　2021年3月、当行は内閣官房まち・ひと・しごと創生本

部から地方創生に資する金融機関などの「特徴的な取

組事例」として認定を受け、地方創生担当大臣から表彰

された。全国から報告された約1,200件の事例から選ば

れた39事例（44金融機関）の一つとして認定された。

　評価ポイントは高森町が漫画出版社の「株式会社

コアミックス」と取り組んでいる、漫画を起点とした地

域活性化や国内外からの移住定住促進に対する当行

の支援策や観光客誘致策が地方創生の先導的な事例

として認められた。

②地方創生塾・地方創生コーディネーター制度の創設

　2016（平成28）年10月、若手行員を対象に地方創生

に関する見識を深め、地域活性化を実現できる人材を育

成するため地方創生塾を開始した。翌年3月まで熊本大

ブロック単位運営における店舗機能

店舗機能 組織運営上の役割と責任

ブロック
統括店

渉外・店頭複合型店舗（ブロック基幹店舗）
　①ブロック全体の主要なお客様との関係強化
　②ブロック全体の収益・リスク管理及びシェア管理
　③�ミニブロック又は自店テリトリー内のお客様と

の関係強化

地域開拓店

渉外・店頭複合型店舗
　①�ミニブロック又は自店テリトリー内のお客様と

の関係強化
　②�ミニブロック又は自店テリトリー内の収益・
　　リスク管理及びシェア管理

地域密着店 店頭誘致型店舗
　①ブロック統括店又は地域開拓店との協働営業

広域開拓店

渉外・店頭複合型店舗
　①県外におけるテリトリー内のお客様管理
　②�県外におけるテリトリー内の収益・リスク管理
　　及びシェア管理

係の名称と役割

名称 役割

SRM
・特定・主要法人およびそのオーナーや従業員との取引拡大
・ブロック内の新規事業先開拓
・ブロック内の人材育成

RM
・担当エリアの顧客管理・計数に対する責任
・�担当エリアの中小零細企業および個人顧客の開拓によ

る管内シェアアップ

FA
・資産運用の提案型セールス
・特定・主要法人のオーナーや従業員との取引拡大
・ブロック内の人材育成

FA
テラー

・来店されたお客様のニーズに応じたセールス
　（上記に加え、地域密着店の場合）
・地域開拓店への情報のトスアップ
・統括店のSRMおよび地域開拓店のRMと連携した工作

※お客様に対しては、SRM・RM・FAは渉外係、FAテラーは業務係で統一。

15 ミニブロック：ブロック内の複数の営業店をマーケットなどを勘案し編成

オンラインで行われた表彰式の様子（画面左は坂本哲志 まち・ひと・しごと
創生担当大臣・当時）

第4節　パラダイムシフト下の当行経営
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営業を実施した。

　同月17日、熊本電気鉄道御
み よ し

代志駅周辺の再開発に

伴い、個人マーケットの拡大が見込まれる合志市御代

志地区に、「みよしスマート支店」を開設した。

店舗展開について

①店舗網の再編、移転統合

　2021（令和3）年4月にスタートした中期経営計画

「改革」で、環境変化に対応した新しいビジネスモデ

ルを確立するための取組みとして、店舗再編および店

舗機能の見直しを掲げた。

　その第1弾として、お客様により高い付加価値を提

供できる体制を構築するため、砂取出張所を水前寺

支店に、坂本出張所を八代駅前支店にそれぞれ店舗

内店舗方式で移転統合した。その後2021年12月か

ら2022年1月にかけて、大江支店が学園大通支店、

本渡北支店が天草支店、横手支店を新町支店に、八

代市場支店を八代支店、田中町支店が八代支店、山

鹿支店が山鹿東支店に移転統合し、それぞれの跡地

はコンサルティング営業拠点へと店舗機能を転換し

た。店舗内店舗方式による移転統合は次のとおり。

⑤店舗の新設ならびに移転オープン

　老朽化した建物のリニューアルならびに変化するマー

ケットへの戦略的対応を企図して、積極的な店舗展開

を行った。詳細は次のとおり。

よび不知火町を巡回した。もう1台は主に震災復興を

目的に、仮設団地を中心に巡回した。災害発生時には、

緊急対応車両としてATM での入出金対応や搭載発

電機による電源供給などで被災地を支援した。

③福岡支店福岡法人営業室開設

　2019年7月、福岡支店の法人営業を強化するため

福岡法人営業室を九州フィナンシャルグループ福岡ビ

ル3階（福岡市博多区博多駅前）に開設した。

④窓口の休業時間（昼休み）の導入

　2019年10月、地域密着店の一部に窓口休業時間

（昼休業）を導入した。ローコスト運営態勢の構築と

店内コミュニケーション活性化が目的であった。

　2022年7月には県外営業店を対象に窓口休業時間

を導入した。対象店舗行員の交替勤務、テレワークお

よびスプリットオペレーション（行員の2チーム制）の

円滑な遂行、金融サービスの維持が目的であった。さ

らに2024年3月にはコミュニケーション活性化による

行員・スタッフエンゲージメント向上および渉外時間

などの確保に向け、62か店を対象に昼休業店舗を拡

大した。2025年7月現在、92店舗が昼の窓口休業時

間を導入している。

②移動店舗車（ハモニカー）導入

　2017（平成29）年10月、移動店舗車（ハモニカー）

を2台導入し運行を開始した。移動店舗車は、①店舗

空白地域への金融サービス提供でお客様の利便性向

上を図る、②災害発生時の BCP（事業継続計画）対応

の強化、③機動的なマーケットリサーチ活動の実施、

などを目的とした。5tトラックで ATMと銀行窓口機

能を搭載、発電機、AED、自動昇降リフト、デジタルサ

イネージなども装備した。取扱業務は、①預金取引（新

規口座開設、入出金など）、振込み、税金収納などの窓

口業務、②各種ローン、資産運用の相談、であった。

　当初、1台は主に地域振興を目的に宇城市三角町お

導入された移動店舗車（ハモニカー）

〈直近10年の店舗動向〉
2016.2	 紺屋町支店移転オープン
2018.4	 三角支店新築移転オープン
2019.7	 福岡法人営業室開設
2019.11	 清水支店新築移転オープン、
		  北熊本支店へ支店名変更
2019.12	 子飼橋支店新築移転オープン
2020.2	 長崎支店新築オープン
2021.11	 菊池支店新築移転オープン
2022.2	 中支店移転オープン
		  八代市役所支店へ支店名変更
2022.4	 南小国出張所移転オープン
2024.2	 宮崎支店移転オープン
2025.1	 玉東支店移転オープン
2025.2	 みよしスマート支店開設
2025.6	 久留米支店移転オープン
2025.7	 北九州支店移転オープン
2025.10	 合志支店新築移転オープン 

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

対象店舗 移転統合先 移転統合日

砂取出張所 水前寺支店
2021年10月18日

坂本出張所 八代駅前支店

大江支店 学園大通支店 2021年12月13日

本渡北支店 天草支店 2022年1月11日

横手支店 新町支店

2022年1月17日八代市場支店 八代支店

田中町支店 八代支店

銀座通支店 水道町支店
2022年1月24日

山鹿支店 山鹿東支店

東町団地支店 健軍支店 2022年  2月7日

堀川支店 北熊本支店
2022年2月21日

河内出張所 小島支店

下南部支店 託麻支店
2022年  3月7日

日奈久支店 八代駅前支店

飽田支店 力合近見支店
2022年  3月14日

竜田支店 楠支店

北九州支店

合志支店

みよしスマート支店
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度化に加え、コンプライアンスチェック機能を備えた。

③投資信託商品販売支援ツール

　「Wealth Advisors」導入

　2020年11月、お客様に最適な金融商品を提案する

ため、営業店渉外支援端末に「Wealth Advisors」を

導入した。資産運用相談およびアフターフォロー時に

はこのツールを十分に活用し、お客様の課題解決支

援に積極的に取り組むよう指示した。

④新・資産運用コンサルティングツール「Q Navi」の導入

　2024年2月、お客様本位の業務運営になるよう、営

業店渉外支援端末に既存の「Wealth Advisors」に代

えて「Q Navi」を導入した。

　「Q Navi」は、CRM 上から直接ログインし、お客様

の預り資産情報を「Q Navi」に自動連携するため、現

状分析の都度入力が不要で円滑な提案活動ができた。

提供する情報の質・量も大幅に向上した。

⑤経営支援プラットフォーム「肥後銀行Big Advance」導入

　2020年8月、お客

様との課題解決支援

力強化およびコミュ

ニケーション活性化

を目 的として、イン

ターネットを活用し

た経営支援プラット

フォーム「肥後銀行

Big Advance」を 導

入した。会員専用サ

イトには、チャットに

よる非対面コミュニ

ケーション、ビジネス・マッチング、補助金・助成金情報

の提供、専門家相談などの機能を設け、新しいビジネ

ススタイルにおける金融サービスの提供を目指した。

⑥電子決済等代行業者とのAPI接続

　（マネーツリー、ミロク情報サービスほか）

　2020年5月、一部の電子決済等代行業者（電代業

者）とAPI16接続を開始した。これによりお客様はイン

ターネットバンキングでIDやパスワードを入力するこ

となく、より便利かつ安全に電代業者のサービスを利

用できるようになった。

金利環境変化への対応について

　日銀の金融政策変更によるマイナス金利解除（2024

年3月）が目前に迫るなか、当行は約17年ぶりとなる金

利引上げ局面に対処するため、金利交渉時の基本的考

え方やお客様へのきめ細やかな説明・対応を周知する

など事前準備を進めた。

　2024年7月の政策金利引上げを受け、同年10月、当

行は短期プライムレートおよび長期プライムレートを改

定した。12月には、金利環境変化への対応として、預

金増強や貸出金利引上げの注力について通達した。個

人分野では給与・年金振込や決済機能の取込みなど家

計メイン化に向けた取組み、法人分野ではBIBやでん

さいなど決済機能の活用による粘着性預金の増強と貸

出金シェアに応じた預金のシェアアップを図った。

（4）多彩な商品サービスの導入

お客様ニーズに応じた商品・サービスの展開

①出生祝い金付普通預

金「ひごっこ口座」の

取扱開始

　 2019 年 7 月、出 生

祝い金付普通預金「ひ

ごっこ口座」の取扱い

を開始した。熊本県内

に住む1歳までの新生

児で当行口座を保有し

ている口座 名 義 人の

親（親権者）が対象で

⑥JASM（TSMC）熊本工場への店舗外ATMの新設

　 2024（令 和 6）年 12月、JASM との 関 係 性 強 化、

JASM 従業員の利便性向上を図るため、JASM 工場

内に店舗外 ATMを新設した。

⑦カウンターレス店舗の導入

　2025年6月に移転した久留米支店は、店舗レイアウ

トを当行初の「カウンターレス店舗」とした。居心地の

良い広い空間を提供するとともに、お客様に寄り添っ

たコンサルティング中心の金融サービスを提供した。

店頭キャッシュレス店舗で現金取扱はATMのみとし、

タブレット端末および ATM を活用しセルフオペレー

ションをサポートした。また、2階には「ローンプラザ

久留米」を新設した。翌月に移転オープンした北九州

支店にも「カウンターレス店舗」を採用した。

⑧アミュプラザくまもとに

　新形態拠点「ひごのみらいば」を新設

　2025年8月、JR 熊本駅前のアミュプラザくまもとに

新形態の交流拠点「ひごのみらいば」を開設した。幅

広い世代との接点強化を図り、将来の顧客基盤の拡

大が目的であった。従来の銀行窓口とは異なり、学習・

ワーキングスペースやカフェスペースを備えた、当行初

の交流拠点だった。

　「ひごのみらいば」は、3つの「場」で構成した。カフェ・

子どもスペースは「いこいば」で、子育て世代の休憩・

交流の場、子どもが遊び学べる場とした。学習・ワーキ

ングスペースの「まなびば」は、学生や職域先従業員の

学習の場とした。情報発信・金融相談スペース「ひろげ

ば」は、地域や取引先、グループ会社の情報発信や金

融相談の場であった。

　気軽に利用してもらえるように、利用料は2時間あたり

ドリンク1杯プランで一般330円をはじめ、割安に抑えた。

情報発信・金融相談スペースは無料とした。

⑨「ひぎんローンプラザ流通団地」の新設

　2025年10月、流通団地支店に「ひぎんローンプラ

ザ流通団地」を新設した。

　お客様・ハウスメーカーの要望を踏まえ、ローン専

門の拠点とした。ハウスメーカーが集積する流通団地

に新設することで、住宅ローンのマーケットシェアの

拡大を図った。

革新的な営業ツール・システムの導入

①渉外支援端末の導入

　2015年12月、渉外活動効率化と業務品質向上を目的

に渉外支援端末（タブレット端末）を本格導入した。2016

（平成28）年4月までに全営業店・本部各部に計550台

を配付した。

②新CRM運用開始

　2022年10月、試行中だった新CRMの運用を開始

した。お客様情報の充実や行動・案件・実績管理の高 ひごっこ口座

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

肥後銀行Big Advance

16 API：Application Programming Interfaceの略。あるアプリケーションの機能やデータなどを、ほかのアプリケーションから呼び出して利用するための接続仕様お
よび機能のこと。お客様の同意に基づき、セキュリティを確保しながら口座情報などを連携することができる

カウンターレス店舗の久留米支店

ひごのみらいば

373372

第8章│パラダイムシフト時代の肥後銀行［2015（平成27）年〜2025（令和7）年］



⑥投資信託受付事務の改善

　2022年12月、お客様の手続き時間の効率化および

職域営業の取組強化を目的に、証券口座開設申込と

積立申込の同時受付を可能とした。営業店からの要

望・提案に対応した。

⑦金融教育への支援体制

　学校教育における金融教育ニーズの高まりを踏まえ、

当行は営業店・本部の役割分担を明確に定め、「学生

向け金融教育セミナー」を推進する体制を整えた。金

融資産コンサルティング部内に金融教育専任チームを

立ち上げ、教育コンテンツの拡充およびセミナー講師

の育成支援を行った。

⑧「ALL熊本 金融経済教育プロジェクト」への参画

　2025年4月、熊本県内の金融経済教育を推進する

取組み「ALL 熊本 金融経済教育プロジェクト」（事務

局：熊本県銀行協会）が発足、当行も熊本県内の金融

機関・関係団体などとともに参画した。

　同プロジェクトは、熊本県の未来を担う高校生の金

融リテラシーの向上、ひいては地域経済の活性化を目

指して、県内の産学官金の関係機関が一体となって、

県内全域の高校を対象に金融・経済分野に係る出前授

業を実施した。

　2018年1月からは、つみたてNISA の取扱いを始め

た。成人 NISA、ジュニアNISAと同様に非課税メリッ

トを活用し、資産形成を支援した。資産形成層の取引

メイン化を図るため、つみたてNISA 専用の投資信託

商品を導入した。

②資産運用ロボアドバイザー導入

　2018年4月、資産運用ロボアドバイザーを導入した。

お客様に最適かつ最良の金融商品・サービスを提供す

るため、投資金額、投資期間、投資意向などに応じて、

シミュレーションや投資プランをロボアドバイザーが

提示した。

③NISA制度改正に対する取組み

　2024年1月、新 NISA 制度がスタートするのに伴い、

NISA口座保有の全先への投資枠フル活用を目指した

提案に、全ブロック挙げて最優先で取り組んだ。前年

末時点でNISA口座数は事前の勧誘活動で約5.7万口

座に達する見込みで、さらなる増大を目指した。

④投資信託目論見書などの現物取扱い廃止

　2021年8月、投資信託の目論見書などについて現物

（紙冊子）を全廃し、目論見書（目論見書補完書面含

む）および販売用資料の交付はメール送信のみの取扱

いとした。DXおよびSDGsへの取組みの一環であった。

⑤投資信託定時定額購入サービスの最低購入金額引下げ

　2021年12月、投資信託定時定額購入サービスの

裾野拡大を目的に、最低購入金額を5,000円以上から

1,000円以上に引き下げた。

　若年層の投資ハードルを下げ、少額からの資産形

成や少額での分散投資を実現しやすくすることで投資

機会の拡大と将来の取引のメイン化を図る狙いであっ

た。申込みは九州 FG 証券のオンライントレードに限

定した。

あった。新生児名義での新規口座開設を通じ、長期的

視点に立って口座のメイン化への布石とするとともに、

親世代を含めた世帯取引の充実を図る狙いだった。

②住宅ローン新商品の取扱い

　（保証会社の追加、プレミアムプランの導入）

　2018（平成30）年10月、住宅ローンの新規保証会社

として「全国保証」を追加した。北部九州での住宅ロー

ンの取組強化の一環として、県外で利用できる保証会

社である。県内では二次保証会社とし、幅広いお客様

の住宅ニーズに対応する新商品と位置付けた。

　また、2021（令和3）年4月には優良顧客層（年収

700万円以上など）への商品訴求力の強化を目的に、

手数料一括前取り型（定率型）を採用する「肥後銀行

住宅ローン プレミアムプラン」の取扱いを開始した。

③後見支援預金の取扱開始

　2020年7月には、成年被後見人の預金保護を目的

に後見支援預金の取扱いを始めた。被後見人の預金

のうち、日常的に必要としない預金として管理するも

のを後見支援預金とし、後見人による被後見人の財産

の不正使用を防止し、成年後見制度の利用促進につ

なげるものだった。信託に代わる預金商品として預金

の他行流出を抑制しようとした。

④Webナイスパートナー

　（中小企業向け団体総合生活保険）の取扱開始

　2022年2月、日本商工会議所会員企業の福利厚生

制度の向上、職域の従業員との接点拡大などを目的

に団体総合生活保険「Webナイスパートナー」を本店

営業部で試行的に導入した。同保険は、取引先の従

業員が自身のスマホなどで Web 契約できるクレジッ

トカード払いの商品で、がん・医療・傷害・個人賠責・

長期休業・介護・ゴルファーなどを対象とし、団体割引

が40.5%と割安になるのが特徴であった。試行後、全

店で展開した。

⑤相続手続センターの開設

　2020年11月、コロナ禍で銀行窓口へ来店せずに相

続手続きをしたいという声に対応し、相続手続センター

を開設した。

　同センターでは、専用フリーダイヤルだけでなく、郵

送や電子メールでも手続きができた。相談者の自宅の

パソコンからテレビ会議システムを通じて、専門スタッ

フと話せた。一部の営業店には遠隔相談窓口を設け、

来店したお客様にはモニターを通じて案内した。当初、

東京支店、大阪支店、荒尾中央支店、砂取出張所で対

応し、順次拡大した。

⑥インターネット外貨両替サービスの取扱開始

　2023年1月、旅行小切手（トラベラーズチェック）買

取業務を終了し、同年2月、インターネットによる外貨

両替サービスの取扱いを開始した。外貨宅配サービス、

外貨郵送買取サービス、トラベラーズチェック郵送買

取サービスで、トラベレックスジャパンが提供する外

貨両替サービスを利用した。

貯蓄から資産形成への取組み

①ジュニアNISA、つみたてNISA取扱開始

　2016年1月、ジュニ

アNISAの取扱いを開

始した。既存の NISA

（成 人 NISA）同 様 に

非課税メリットを活用

し、子どもや孫の長期

にわたる資産形成を

支援するものであった。

親世代との取引深耕

および子や孫世代との

将来の取引確保に有

効であるとして始めた。しかしながら、ジュニアNISA

制度は利便性の観点などから口座開設数が低迷したた

め、2023年末をもって廃止された。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

つみたてNISA

ALL熊本 金融経済教育プロジェクト（小川工業高校での出前授業の様子）

375374

第8章│パラダイムシフト時代の肥後銀行［2015（平成27）年〜2025（令和7）年］



⑧顧客受入れ体制の整備

　ATM機能強化、遠隔相談システム、AIチャットボット、

　来店予約システム導入

　2017年2月、お客様との最大の接点であるATM（全

349台）を新型に更新し機能を強化した。機能は通帳

繰越、高抗磁力通帳に対応、住所変更受付など6種類

に拡大した。

　2021年11月、

相 談 業 務 の 新

たなツールとし

て、遠 隔 相 談 シ

ステムを菊 池 支

店に先行導入し

た。2022年4月、

KFG と協力ベン

ダーで開 発した

「オンライン商談

システム」が本格

稼働した。

　2022年4月、お客様からの商品や手続きなどに関す

る問合せに対して、AI（人工知能）を活用し、会話形式

で24時間365日自動回答するAIチャットボット17をホー

ムページなどに導入した。

　2025年2月、お客様の利便性向上および営業店・プ

ラザなどの円滑な業務運営を目的に「肥後銀行来店

予約システム」の取扱いを開始した。全営業店ならび

に各プラザを対象とし、預貸金をはじめローン、資産

運用など幅広い業務に対応した。

⑨熊本県職員専用WEBサイトの取扱開始

　2021年4月、熊本県職員専用の職域 WEB サイト

「1592（ヒゴクニ）」の取扱いを開始した。県職員と

の接点ならびに関係性強化を図るとともに、職域営業

における新たな枠組みの構築を目指した。2024年1

月には職域 WEBサイト「職場のまどぐち」に発展的に

統合した。

始した。「家計管理」や「Wishリスト」など、銀行既存

チャネルにない機能を搭載するほか、IB、通帳アプリ

などの銀行既存の非対面チャネル・機能へのアクセス

導線も内包し、ポータルとしての役割も担った。

　KFGグループとしての非対面顧客接点チャネルを創

出し、金融・非金融を融合した地域の課題解決支援につ

なげるサービスをグループ一体で提供していくこととした。

⑤「Higin Market Touch」のサービス開始

　2023年3月、LINEによる投資信託情報配信サービ

ス「Higin Market Touch」を開始した。お客様が指

定したファンドの基準価額や、資産運用に関するお得

な情報を定期的に配信した。

⑥法人WEB通帳「freee入出金管理with肥後銀行」

　取扱開始

　2022年5月、複数の銀行口座の残高・明細の一元管

理が可能な法人 WEB 通帳「freee 入出金管理 with 肥

後銀行」の取扱いを開始した。

　本サービスは取引先の利便性向上につながるため、

BIB 契約の有無に関わらず積極的に提案した。本サー

ビスを切り口として、事業者向け決済ソリューションサー

ビス（法人クレジットカード・BIB・でんさい・経費精算

システム）を推進した。

⑦「肥後銀行JCBデビットカード」取扱開始

　2020年9月、指定口座の預金残高内で利用できる

「肥後銀行 JCBデビットカード」の取扱いを開始した。

クレジットカード、プリペイドカードに加え、即時決済

型のサービス追加により決済サービスラインナップの

充実を図った。

さまざまな非対面チャネル推進の取組み

①「WEB口座」の取扱開始

　2016（平成28）年3月、非

対面取引拡大の起点となる

商品として「WEB口座」の取

扱いを開始した。通帳を発行

せず、インターネットバンキン

グやATMを使って取引する

もので、資産形成層、若年層

をはじめとした個人顧客の裾

野拡大を目的とした。2022（令和4）年3月には「WEB総

合口座（無通帳の総合口座）」の取扱いも始めた。

②スマートフォンアプリ「肥後銀行アプリ」

　「ひぎん通帳アプリ」「ひぎんPayB」「 J-Coin Pay」導入

　2016年10月、個人取引先

との関係強化を目的に、イン

ターネットバンキング、またイ

ンターネット照会へのアクセ

ス起点となるスマートフォンア

プリ「肥後銀行アプリ」の取扱

いを開始した。また、2021年

2月、お客様との接点強化およ

び WEB 口座切替を通じた通帳削減を目的に、複数口

座のリアルタイムな残高・入出金明細をスマートフォンア

プリ上で確認できる「ひぎん通帳アプリ」を導入した。そ

の後、2024年3月に、「肥後銀行アプリ」は「ひぎん通帳

アプリ」を発展的に統合し、インターネットバンキングの

機能向上や新機能追加を行ったうえで、新「肥後銀行ア

プリ」としてリニューアルした。

　2018年3月、税金・公共料金・通販などの支払いを

対象にしたスマートフォン決済アプリ「ひぎんPayB」の

取扱いを始めた。キャッシュレス決済環境構築による

利便性提供と営業店事務負担軽減を図った。翌2019

年3月からは2次元コードを活用したスマートフォンに

よる決済サービス「J−Coin Pay」も導入した。「送る」

「支払う」「預金口座への入出金」がスマートフォンで

完結でき、全国の加盟店で利用が可能であった。

③「くまモンのICカード」の事業開始ならびに

　チャージアプリ導入

　 2015 年 4 月、熊 本

県内の交通系 IC カー

ド「熊 本 地 域 振 興 IC

カード（愛称：くまモン

の IC カード）」が事業

開始した。本事業は、県下全域で利用可能な IC 交通

乗車券、電子マネーサービスを提供することで、地域

交通・地元商店街の活性化などを目的とした。当初、

㈱肥銀コンピュータサービス（現・九州デジタルソリュー

ションズ㈱）が事業運営会社となり、その後肥銀カー

ド㈱を経て、2024年7月から当行が県内交通事業者と

連携・協力のもと事業運営を行っている。

　2022年1月、「くまモンのICカード」に当行口座から

チャージできるスマートフォンアプリを導入した。チャー

ジ拠点の制限、手続きの煩

わしさといった課題を解消

することで同カードの飛躍

的な利用拡大を図った。し

かし「くまモン！Pay」のサー

ビス開始により決済サービ

スが追加されたことを踏ま

え、同アプリは2025年12

月末をもってサービスを終

了した。

④KFGグループ共通アプリ

　「Hugmeg」導入

　2021年12月、KFG が提

供するグループ共通のスマー

トフォンアプリ「Hugmeg

（ハグメグ）」の取扱いを開

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

肥後銀行JCBデビットカード

AIチャットボット

新アプリ「Hugmeg」

くまモンのＩＣカード 
スマホチャージアプリ

くまモンのICカード

17 AIチャットボット（Chatbot）：AI（人工知能）の技術を活用して、人間と自然な対話ができるように設計された自動応答プログラム

肥後銀行アプリ（導入当初）

「WEB口座」チラシ
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⑥PPP/PFIプラットフォーム設立

　2015年11月、KFGならびに当行と鹿児島銀行は地

域貢献の観点から地元自治体とともに公共施設の老

朽化問題に積極的に取り組むとして、PPP/PFI（官民

連携）の普及促進を目的に「九州 FG PPP/PFIプラッ

トフォーム」を設立した。

　金融機関が事務局を務める全国初の試みであった。

アドバイザーとして東洋大学 PPP 研究センター、日本

政策投資銀行、日本経済研究所、PFI 推進機構に参加

を求めて地元の民間企業、地方公共団体と意見交換、

事業提案ができるネットワークを構築していくこととした。

　2016年3月、新設した「九州 FG PPP/PFIプラット

フォーム」の第1回セミナーを、本店2階大会議室で開

催した。設立記念講演者は、同プラットフォームのアド

バイザーでPPP/PFI 分野の第一人者である当時の東

洋大学 PPP 研究センター長の根本祐二氏（KFG 社外

取締役）であった。県内の全自治体や同プラットフォー

ムの会員である熊本県建設業協会、熊本県建築士事

務所協会など関係業界に案内した。　

�地域貢献や環境変化に対応したキャンペーンの展開
①2019女子ハンドボール世界選手権大会支援

　当行が大会公式スポンサーを務める2019女子ハン

ドボール世界選手権を盛り上げるため、全行挙げて大

会を支援した。

⑩中小企業向けオンラインレンディング商品

　「ひぎんクイックビジネスローン」の取扱開始

　2021(令和3)年9月、非対面チャネルを活用した新

規顧客層との接点増強を目的として、「ひぎんクイック

ビジネスローン」の取扱いを開始した。融資申込手続

きから融資実行まで非対面で完結した。

⑪スマートフォンアプリ「くまモン！Pay」の取扱開始

　 2025 年 6 月、熊 本 地

域振興デジタル通貨「く

まモン！Pay」の取扱い

を開始した。交通・商業

双方に対応し、熊本県の

キャッシュレス化の推進

およびデータとマネーの

地域内還流により持続可

能な経済発展に資する

ことを目的とした。全国

約200の金融機関をはじめさまざまなチャネルからの

チャージが可能で、タッチ決済、ネット決済、2次元コー

ド決済に対応した。

地域支援への取組み

①寄付付私募債の取扱い（「学び舎応援私募債」

　「くまもと復興応援私募債」「ひぎんSDGs私募債」）

　2016（平成28）年1月、地域活性化の核となる教育や

子育ての支援に関して、取引先の私募債発行記念として、

熊本県内の学校へ物品を寄贈する「学び舎応援私募債

（学校寄付オプション付私募債）」を導入した。取引先

の地域貢献に協力し、子どもたちの教育を支援した。

　2016年10月には、熊本地震で被災した多くの文化

財の復興支援として私募債発行額の一部を当行が文

化財復興支援金として寄付する「くまもと復興応援私

募債」を導入した。対象は、当初、熊本県外に本社の

ある法人とした。県外事業先の熊本地震への貢献へ

の思いに協力するとともに熊本の創造的復興に寄与

所が、米国子会社を通じて理化学用ガラス製品の製造

販売の米国法人 H.S.MARTIN COMPANY,INC. を

買収する資金に対応するものであった。

　国際協力銀行との協調融資は当行初の取組みだっ

た。SDGs の観点からも、海外での成長戦略を描く取

引先への支援を通じ持続可能な地域経済の成長に積

極的に貢献していくものであった。

⑤PPP事業への取組み（「熊本県フットボールセンター」

　整備事業に対する融資組成）

　2021年9月、株式会社熊本フットボールセンターに

対し、当行がアレンジャーとなり、熊本第一信用金庫

と共同で PPP 事業（官民連携事業）向けの融資を組

成した。同社は、一般社団法人熊本県サッカー協会の

100%出資で設立された会社であった。

　「熊本県フットボールセンター（COSMOS）」の整備

事業は、嘉島町との PPP 事業として、嘉島町総合運動

公園敷地内にサッカー施設および保育施設などを建

設し運営するものであった。

　県内の競技力向上のみならずスポーツ振興を通じ

た地域活性化にも資するとして、SDGs の観点から社

会的意義の高い事業計画だった。本事業の成功をよ

り確実にするために同センター、同サッカー協会、嘉

島町、当行、熊本第一信用金庫の五者間で「熊本県

フットボールセンター（仮称）整備事業に係る連携協定」

を締結した。

した。その後、2017年4月より熊本県内の事業先も対

象に加えた。

　また2020年7月、「ひぎんSDGs 私募債」の取扱いを

開始した。お客様と当行が一体となってSDGsに基づ

く地域貢献を図るとともにSDGsに取り組むお客様を

金融面で支援した。

②「ひぎん健康企業おうえん融資制度」取扱開始

　2016年2月、全国健康保険協会（協会けんぽ）熊本

支部提携「ひぎん健康企業おうえん融資制度」の取扱

いを開始した。

　同制度は熊本県内中小企業の健康増進への取組み

を支援する一環として、協会けんぽに加入し、かつ一

定の条件を満たしているお客様に対し、金利を優遇す

る融資制度であった。

③「創造的復興おうえん資金」取扱開始

　2018年6月、熊本地震からの創造的復興に向けて

県内の中小零細企業や個人事業主などに運転資金な

どを融資する「創造的復興おうえん資金」の取扱いを

開始した。運用額は300億円。

　多くの事業者のニーズに応え、翌年も200億円の運

用額を設定し、2020年3月末まで取り扱った。

④海外事業展開に係る国際協力銀行との協調融資

　2020年4月、国際協力銀行と共同で株式会社旭製

作所（荒尾市）に協調融資を行った。本資金は旭製作

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

PPP／PFIプラットフォーム設立記念講演会

「熊本県フットボールセンター」イメージ図

「学び舎応援私募債」発行記念のサッカーボールを手に参加者全員で記念撮影

「くまモン！Pay」のチラシと画面
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　主な支援策は大会盛上げ支援として行員の大会観戦、

「くまモンのICカード」記念カードの販売、大会ピンバッ

ジの贈呈、優遇金利の外貨預金など大会協賛の金融商

品のキャンペーンを展開した。インバウンドへのおもて

なしとして歓迎講演会なども開催した。

②「おうちde取引キャンペーン」

　2020（令和2）年6月、「WEB口座」や「インターネッ

トモバイルバンキング」の利用促進キャンペーンを実

施 した。WEB 口 座 開

設や新規契約に対し、

抽選で500人に県内特

産品を進呈した。コロ

ナ禍を受けて、お客様

の利便性向上を目指す

とともに、新しい生活

様式の定着および紙資

源削減による社会貢献

を図った。

関連会社概要一覧
会社名 代表者 所在地 事業内容 設立年月日 資本金

肥銀リース株式会社 江藤　英一 熊本市中央区国府1丁目20番1号 リース・貸付業務 1974年12月 2日 50百万円

JR九州FGリース株式会社 大仁田　尚 福岡市博多区博多駅前 2丁目19番22号 
KFG福岡ビル7階

リース業務・貸付・
信用保証業務

1988年 7月12日 400百万円

肥銀カード株式会社 神谷　英文 熊本市中央区上通町10番1号 クレジットカード業務・信
用保証業務等

1990年 4月10日 100百万円

九州みらいインベストメンツ
株式会社 成松　正規 熊本市西区春日1丁目12番3号 KFGビル6階 投資助言業 2022年 4月 1日 300百万円

九州M&Aアドバイザーズ
株式会社

米本　明弘 福岡市博多区博多駅前2丁目19番22号 
KFG福岡ビル10階

M&A仲介・FA事業 2024年 4月 1日 200百万円

肥銀キャピタル株式会社 田島　功 熊本市中央区下通1丁目9番9号 有価証券の取得・保有・売
却業務および企業診断業務

1996年11月18日 100百万円

肥銀ビジネスサポート
株式会社

瀬川　裕司 熊本市北区大窪1丁目1番26号 文書等の整理集配送
および物品管理業務

1981年 3月24日 30百万円

肥銀ビジネス教育株式会社 末吉　繁志 熊本市西区春日1丁目12番3号 KFGビル5階 教育・研修業務 1984年11月 8日 30百万円

肥銀オフィスビジネス
株式会社

小田 俊一郎 熊本市西区二本木5丁目1番8号
事務受託業務、 
有料職業紹介業務

2001年 4月 6日 20百万円

株式会社KSエナジー 西田　貴之 熊本市中央区紺屋町1丁目13番地5 肥後紺屋町ビル6階
再生可能エネルギーの発
電・供給事業

2024年 1月 4日 100百万円

株式会社地方総研 東　和貴 熊本市中央区紺屋今町1番23号 経営相談業務、調査・
研究業務

2025年 4月 1日 100百万円

株式会社九州健康経営ラボ 西　浩 熊本市中央区練兵町1番地 肥後銀行本店ビル3階 健康経営事業 2025年10月 1日 100百万円

③「ふるさと熊本応援キャンペーン」

　2020年6月から、新型

コロナウイルスの感染拡

大で影響を受けた県内

事業者を支援するため、

個人を対象に県内宿泊

券や県産品を懸賞品と

した「肥後銀行 ふるさと

熊本応援キャンペーン」

を展開した。

　資産運用コースでは、

「阿 蘇グリーン定 期 預

金」や投資信託、外債などで一定額を新規預金したり購

入した人のなかから抽選で500人に県内宿泊券2万円分

をプレゼントした。資産形成コースでは、投資信託定時定

額などで一定の条件を満たした人のなかから抽選で100

人に「くまもとのおいしいものギフト」をプレゼントした。

④ハモニカJQ取扱開始

　2021年4月、アミュプラザくまもとの開業を前にJR

九州との提携による、クレジット一体型キャッシュカー

ド「Harmonica JQ（ハモニカJQ）」を導入した。これに

合わせて新規入会キャ

ンペーンを展開、同年9

月15日までのショッピン

グで5,000円以上の利

用者全員にJRキューポ

500ポイントを進呈した。

⑤KFGグループ共通アプリ「Hugmeg」

　ダウンロードキャンペーン

　2022年3月、KFGグループが提供するグループ共通

アプリ「Hugmeg」の認知度向上ならびにダウンロー

ド促進を目的として、グループ全体でアプリダウンロー

ドキャンペーンを実施した。先着30,000人にコンビニ

エンスストアのコーヒー引換券をプレゼントした。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

　主力のリース事業は、情報関連や事務用品、産業機

械、商業用店舗設備、医療機器、船舶・車両ならびに

輸送用機器、建築土木機械など広範に及ぶ。福岡市

の本社のほか東京支店を置く。

肥銀カード株式会社

　クレジットカードに関する業務のほか、住宅ローン

などの信用保証・信用調査業務、口座振替による集金

代行業務などを行っている。

九州みらいインベストメンツ株式会社

　当行の資産運用にアドバイスする投資助言会社とし

て、2022年に設立した。

九州M&Aアドバイザーズ株式会社

　2024年4月、当行と㈱日本 M&Aセンターホールディ

ングス（東京）、玉山ベンチャーキャピタル（台湾）との

9.グループ戦略および新規事業への
　 取組み

（1）当行グループの主要構成と事業内容

　当行グループは、銀行業務だけでなく幅広い金融

サービスを展開し、地域経済の一翼を担っている。連

結子会社主要12社の事業内容は次のとおりである。

肥銀リース株式会社

　リースおよび割賦販売、手形および債権の買取ならび

に融資、各種物品レンタル業、損害保険代理業などを行っ

ている。事業所は本社のほか、八代・天草支店がある。

JR九州FGリース株式会社

　JR 九州の金融財務サービス子会社から、リース・割

賦事業を引き継ぎ、2019（令和元）年10月に当行が子

会社化した。

ハモニカJQ

「ふるさと熊本応援キャンペーン」チラシ

大会記念限定の
「くまモンのICカード」

「おうちde取引キャンペーン」チラシ

女子ハンドボール世界選手権大会の肥後銀行応援デー
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　 当 行 が 出 資 した 新 会 社 は DMC（Destination 

Management Company：観光地域づくり会社）とし

て、より小回りの利く顧客目線の観光施策による地域

振興を目指した。

　同社の資本金は、当行と熊本県が200万円ずつ出

資したほか、当行と鹿児島銀行も参画した「熊本未

来創生投資事業有限責任組合（くまもと未来創生

ファンド）」が4,600万円を出資した。銀行主導によ

る観光振興のための会社設立は全国的にも珍しかっ

た。 

③JR九州FGリース㈱の子会社化

　当行は2019（令和元）年10月、JR 九州の完全子会

社だったJR 九州フィナンシャルマネジメント㈱の株式

90% を取得して子会社化した。同社はそれまで金融

財務サービス全般の業務を行ってきたが、当行の子会

社化にあたってリース・割賦事業のみを継承して社名

を JR 九州 FGリース㈱と変更してスタートした。残り

の株式10%はJR九州が継続保有した。

　同社の子会社化は、第2次グループ中期経営計画の

戦略の柱である「地域総合金融機能」のさらなる高度

化と「地域産業振興機能」のいっそうの強化を図った

もので、当行グループの経営基盤強化と企業価値の

向上に資するものであった。

④肥銀オフィスビジネス㈱における

　人材紹介業ならびに登録型派遣事業の開始

　当行の事務集中化を目的として2001年4月に設立

された肥銀事務サービス㈱は、2020年4月、社名を肥

銀オフィスビジネス㈱に変更すると同時に、キャリア

ビジネス部を新設して当行の取引先企業への人材紹

介業務を開始した。

　それまで、肥銀ビジネス開発㈱から引き継ぎ、主に

当行グループ会社向けの有料職業紹介事業を行って

きたが、本件により業容を拡大し、当行の取引先企業

の人材ニーズに対応した。

（2）地域の課題解決に資する新規事業への取組み
①九州FG証券㈱開業ならびに銀証連携による

　ワンストップサービスの提供

　2017（平成29）年6月、九州 FG 証券設立準備㈱と

して設立。同年12月に九州 FG 証券㈱へ社名変更し、

2018年1月、開業した。同社は熊本・鹿児島・宮崎に

支店を置いた。当行は、お客様に対して九州 FG 証券

と連携し、九州フィナンシャルグループ全体でワンストッ

プかつ質の高い金融サービスの提供に向けて動き出

した。2020（令和2）年10月には、当行および鹿児島

銀行と連携し、株式上場を目指すお客様を支援する

IPO（新規株式公開）支援業務を開始した。

　また、2021年10月、「中・南九州の地域循環共生圏

に関する連携協定」の一環として、当行と九州 FG 証

券、鹿児島、大分、宮崎銀行の共同による投資信託「九

州 SDGs・グローバルバランス」の取扱いを開始し、ファ

ンドの純資産額に応じて自然災害からの復興や自然

環境の保全への寄付を行った。

②㈱くまもとDMC設立ならびに同社への

　出資について

　当行は2016年12月、食や観光面から熊本県の地

域活性化に取り組む DMO18として設立された㈱くま

もとDMC に出資した。新会社には熊本県なども共同

出資した。

九州FG証券設立

3社共同出資（当行60%）により設立した。九州最大の

M&Aマーケットである福岡市に拠点を置き、M&Aや事

業承継に関するアドバイス、仲介業務などを行っている。

肥銀キャピタル株式会社

　投資業務、資本政策や経営コンサルティングといっ

た事業成長支援を行っている。

肥銀ビジネスサポート株式会社

　前身の㈱肥銀用度センターは、1981（昭和56）年3

月に設立。当行の書類保管・管理、帳票や事務用品の

管理・配送などを受託した。

　その後、当行だけでなくグループ内の印刷・製本業

務受託や用度品の管理まで業容が広がり、2017（平

成29）年10月に現社名に変更してからも、倉庫業の登

録など業容拡大を図った。2021（令和3）年9月からは

外部事業者向けの機密書類の管理・保管・整理・運搬・

廃棄業務も開始した。

　本社のほかに肥銀本店営業所（ビジネスサポートセ

ンター）、肥銀事務センター営業所を配置する。

肥銀ビジネス教育株式会社

　前身の肥銀ビジネス開発㈱は、1984年11月に設立。

　2018年4月、グループ会社の再編を機に、当行の

人材教育部門を別法人化し、教育・人事制度のコンサ

ルティング会社としてスタートした。地元企業や自治

体の人材育成、人事制度構築のサポートなどを行っ

ている。

肥銀オフィスビジネス株式会社

　前身の肥銀事務サービス㈱は、2001年4月に設立。

　2020年4月、肥銀事務サービスから社名変更した。

有料職業紹介や労働者派遣、BPO（ビジネス・プロセス・

アウトソーシング）事業を展開し、当行グループの人材

確保だけでなく、地域の人材不足解消をサポートして

いる。

　前身の肥銀事務サービスは、当行の事務部門の受

託業務からスタートし、2018年4月、肥銀ビジネス開

発㈱から有料職業紹介事業などを継承した。主に当

行グループ会社向けの人材紹介業務を行っていたが、

2020年4月、新たに取引先企業向けの人材紹介業務

を開始した。

株式会社KSエナジー

　2024年1月、太陽光発電など再生可能エネルギー

の発電・供給事業者として設立した。工場などの施設

内に太陽光発電施設を設置し、発電した電力をその

施設所有者に販売するPPA 契約（Power Purchase 

Agreement：電力販売契約）を進めている。

株式会社地方総研

　2025年4月、地域の課題解決支援に特化したコン

サルティング会社として発足した。企業や地方公共団

体の意思決定、戦略施策立案のためのリサーチ &コ

ンサルティング業務を行っている。

株式会社九州健康経営ラボ

　2025年10月、当行は健康経営事業子会社㈱九州

健康経営ラボを設立した。当行がもつ豊富な健康経

営に関するノウハウを活用し、取引先の健康経営に関

する課題解決の支援を行っている。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

18 DMO（Destination Management Organization）：地域の多様な関係者を巻き込み、科学的アプローチを取り入れた観光地域づくりの司令塔となる法人

㈱九州健康経営ラボ

383382
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じて寄付者や購入者を募り、マッチングの場の提供を

開始した。グループを挙げて地域の情報を全国、世界

に発信し、新たなビジネスモデルを創造することで持

続可能な地域経済の発展に貢献していくことが期待

された。

⑩㈱九州みらいCreationの設立

　2023年4月、KFG は従来の枠組みを超えて地域産

業振興に係る課題解決に主体的に取り組むため、地

域商社事業子会社㈱九州みらい Creationを設立し、

同年6月、ECモール「よかもーる」をオープンした。

　また、海外ビジネス支援事業では、ポテンシャルが

高い地域の農林水産資源を活用し、地域事業者の海

外販路拡大支援を行った。

⑪㈱KSエナジーの設立

　2024年1月、当行は地球温暖化問題に主体的に取

り組み、地域の脱炭素化を進めるため、従来の金融の

⑦肥銀ビジネス教育㈱の業務開始

　2018（平成30）年4月、当行の人材育成部門を別

法人化し、肥銀ビジネス開発㈱を肥銀ビジネス教育

㈱に改称して、新たに教育会社として事業を開始した。

グループ内だけでなく一般企業などの社員の教育・研

修、能力開発業務を展開し、地域人材の育成に向け

た教育サービスの提供を目指した。人事関連福利厚

生受託業務は、肥銀事務サービス㈱（現・肥銀オフィ

スビジネス㈱）ビジネス開発本部に移行した。

⑧肥銀ビジネスサポート㈱へ社名変更

　当行の総務事務部門の効率化を目的として、1981

（昭和56）年3月に設立された㈱肥銀用度センターは、

当行の文書・用度品などの保管・整理・集配送業務の

ほか、印刷・製本業務、福利厚生施設管理・運営業務

を受託してきた。

　2015年10月に当行が鹿児島銀行と経営統合して

以降は、KFGからの業務受託も開始し、2017年10月、

社名を肥銀ビジネスサポート㈱に変更した。2021年

5月、「倉庫業」の登録を受け、同年9月、一般事業者

向けの「機密書類保管サービス（ひぎん書庫）」を開始

した。

⑨㈱グローカル・クラウドファンディングの設立

　KFG は2020年1月、ミュージックセキュリティーズ

㈱、熊本第一信用金庫、九州電力㈱と共同出資で、ク

ラウドファンディング事業会社㈱グローカル・クラウ

ドファンディングを設立し、同年5月より事業を開始

した。

　九州各地域でのさまざまな事業に対し、クラウドファ

ンディングの手法（事業投資型・購入型・寄付型）を通

「よかもーる」オープン

クラウドファンディングイメージ図　新たなビジネスは、取引先が求める幹部社員や後

継者、専門技術者などのさまざまなニーズに対応した。

当行の営業店からの紹介や自社で取得した求職者情

報に加えて、複数の人材紹介会社とも連携して、ニー

ズに合った適切な人材を紹介する完全成功報酬型の

有料人材紹介サービスであった。

　当行グループが企業の人材不足解消のサポート役とな

ることで、取引先の課題解決支援力の強化につながると

ともに、地域の持続的な発展に寄与することを目指した。

　2023（令和5）年8月、登録型人材派遣事業にも進

出した。当初は、KFGグループ内の OB 人材などのセ

カンド・サードキャリア支援に取り組み、65歳以降の

就労継続希望者への対応を強化することとした。派遣

先としてグループ企業のほか、専門的知見を持つ人材

を必要とする取引先などを想定した。

⑤九州デジタルソリューションズ㈱の

　九州フィナンシャルグループ完全子会社化

　2021年11月、当行の完全子会社だった㈱肥銀コン

ピュータサービスは九州デジタルソリューションズ㈱

に社名を変更し、さらに2022年4月、当行保有の同社

全株式を KFG へ現物配当することにより、KFG の完

全子会社となった。

　デジタル系の組織再編は、グループの持続的価値の

創出のため、全社一丸となったDX 推進態勢の構築が

狙いであった。KFGは2020年にデジタルイノベーショ

ン部を新設しており、グループの DX 推進の取組みが

加速した。「ICT 活用による課題解決支援を通じた地

域の DX 推進」および「KFGグループの全社的 DX 推

進」強化により収益向上・生産性向上を図っていく。

⑥投資助言会社 九州みらいインベストメンツ㈱の

　業務開始

　当行は2022年4月、投資助言会社の九州みらいイ

ンベストメンツ㈱を設立、7月から業務を開始した。当

行の運用資産への投資助言業よりスタートし、投資と

資産形成を通じ「持続可能な地域社会の実現」に貢献

することで、将来的には世界に通用する九州発のアセッ

トマネジメント会社を目指した。

ICT活用による課題解決支援を通じた
地域のDX推進

KFGグループの全社的DX推進

九州全域に事業領域を拡大

広域化への挑戦
（鹿児島・宮崎・福岡他）

新たな
ビジネスモデル

構築
AI 人材

育成
人材
確保

構造
改革

人事
制度

現行
ソリュー
ション

データ
クラウド
アジャイル M&A

デジタル
ソリューションを担う
人材獲得・育成

3つの挑戦
DXを通じて
地域を変える

デジタル技術で
新たな価値を
提供する

変化に挑戦する
プロ集団になる

地域
DX

九州みらいインベストメンツ株式会社

略称：KMIC、ケイミック
世界に通用する

九州発のアセットマネジメント会社

運用力の
高度化・拡大

お客様への新たな価値の提供

社会への新たな価値の創出

Kyushu Mirai Investments Co., Ltd.

お客様との共創

社会との共創

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

肥銀オフィスビジネス人材紹介事業フロー図
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枠を超えた再生可能エネルギー事業子会社㈱ KS エ

ナジーを設立した。同社を通じて、ヒト・モノ・カネ・グ

リーンエネルギーの域内好循環を生み出していくこと

で、KFGグループおよび地域のカーボンニュートラル・

脱炭素化の実現を目指した。地方銀行による電力事

業会社設立は、九州で第一号であった。

⑫㈱KSエナジーによるグループ向け電力供給の開始

　2025（令和7）年6月、㈱ KS エナジーは太陽光発電

所を建設してKFGグループ向けの再生可能エネルギー

供給事業に取り組むことを発表した。九州内８か所に

出力計2,818kW の太陽光パネルを設置し、同年11月

からKFGと肥後銀行、鹿児島銀行に電力供給を始め

た。年間発電量は約320万 kWhを想定していた。

　 同 事 業 は「オ フ サ イト PPA（Power Purchase 

Agreement：電力購入契約）」と呼ばれ、発電事業者

が需要家（企業など）の敷地外に再エネ発電設備を設

置し、需要家は小売電気事業者を通じて再エネ電力

を購入する自家消費モデルの一つであった。

⑬九州M&Aアドバイザーズ㈱の設立

　2024年4月、当行は、㈱日本 M&A センターホール

ディングスと、台湾の玉山フィナンシャルホールディン

グスの100%出資子会社である玉山ベンチャーキャピ

タルとの3社共同出資により、事業承継・M&A 専業会

社九州 M&Aアドバイザーズ㈱を設立した。

　地域の社会・経済の未来に、広範囲に影響を及ぼす

事業承継問題について、九州全域を視野に、九州経済

の中心である福岡に拠点を置き、福岡と熊本、ひいて

㈱KSエナジー設立を報じる新聞記事（『熊本日日新聞』2023年12月26日付）

時間勤務者（1日6時間）の労働日数を現行の月15日か

ら13〜15日の幅での勤務を可能にし、1日の労働時間

も15日勤務者は4〜6時間で選べるようにした。時給

は最大160円引き上げ、フル勤務者の雇用上限年齢を

60歳から65歳に引き上げた。

時差勤務・インターバル勤務の導入

　2015年4月、長時間労働の抑制による健康被害防

止とお客様の実態に合わせた営業体制の構築を目的

に、時差勤務を導入した。

　当初は、お客様との面談を行う従業員を対象とした

が、業務に合った就労時間にするため、対象者、勤務

時間帯など運用を拡大した。また、2020年4月には従

業員の心身の健康維持を目的に、インターバル勤務を

導入した。終業時刻から11時間以上の休息時間（イン

ターバル）を必ず確保することとした。

「イクボス・よかボス」を宣言

　2019年1月、多様化の時代に管理職の意識改革を

行うため、笠原頭取は「イクボス・よかボス宣言」を発

した。新しい時代の理想の上司（イクボス）を育てる企

業ネットワーク「イクボス企業同盟」にも加盟した。熊

本県に本社をもつ民間企業としては、初めての宣言な

らびに加盟であった。同年3月には同宣言者を全所属

長に広げ、各人が宣言書に署名した。

　また、2021年3月、熊本県が実施した「KUMAMOTO

よかボスAWARDS 2020」で、従業員の仕事と子育て

の両立など優れた取組みを行ったとして表彰された。

イクボス・よかボス宣言

は九州全域を繋ぐことで、持続可能な地域社会の実現

と発展に貢献することを目的とした。

⑭㈱地方総研の設立

　2025年4月、当行が100% 出資するコンサルティン

グ事業子会社㈱地方総研を設立した。公益財団法人

地方経済総合研究所で行っていた自治体からの調査

受託や企業へのコンサルティング事業を新会社へ移

した。

　半導体を中心とした電子デバイス産業集積が進み、

熊本が大きな転換期にあるなかにおいて、企業や地方

公共団体の意思決定や戦略・施策立案を支援するととも

に、それらの成功確率を向上させることで、豊かで持続

可能な社会の実現と発展に貢献することを目的とした。

九州M&Aアドバイザーズ㈱の開所式

㈱地方総研ホームページ

10. 働きやすさの追求と人材の育成

（1）「働き方改革」への取組み

人事トータルシステムの更改

　2017（平成29）年4月、人的資源管理の高度化と

ペーパーレスによる業務効率化を図るため、人事トー

タルシステムを更改した。時間外・休日出勤管理など

の各種人事関係システムを集約し、出勤簿などの紙の

帳簿は廃止した。

管理職・監督職への多面評価の実施

　2017年2月、管理職に対する部下からの評価制度に

ついて、被評価者を監督職能行員にまで拡大した。結

果は被評価者にフィードバックするが、処遇には反映

せず、人事評価や賞与査定とは区別した。

雇用上限年齢の延長

　2019（令和元）年7月、継続雇用制度における雇用上

限年齢を65歳から70歳へ延長した。やる気と能力を

もった従業員が継続して就業できる環境を整備し、専

門スキルやノウハウを発揮できる人材の活躍を支援した。

スタッフ（パートタイマー）の処遇改定

　2020年1月、従業員が長期間いきいきと働き続ける

ことのできる就業環境の整備と優秀な人材の確保を目

的にスタッフ（パートタイマー）の処遇を改定した。短

人事トータルシステムメインメニュー

第4節　パラダイムシフト下の当行経営
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19 アルムナイ：「卒業生」「同窓生」の意味。近年では「企業の退職者」を指す言葉としても用いられる
20 リファラル：「紹介」や「推薦」の意味

制定した。全従業員を対象に、職務遂行力と基礎的能

力として計342のチェック項目を設け、原則として上司

が4段階評価した。

　2022年12月には、専門スキル認定制度を新設した。

高い専門性が求められる分野でスキル認定を行い、全

行で多様な人材が活躍する「人材ポートフォリオ」の構

築を狙いとした。認定対象分野は「法人コンサルティング」

「個人コンサルティング」「事業再生支援」「デジタル」「市

場運用」などで、適宜追加していった。

キャリア採用の多様化

　当行は、地域社会・経済などの環境変化に伴う当行

事業領域の拡大や働き方の多様化を踏まえ、経験や知

識を持つ即戦力になり得る人物を採用するキャリア採

用活動を積極的に行っている。2015（平成27）年度か

ら2025（令和7）年度までの採用者数は279人になり、

さまざまな部室所店で活躍している。

KFGグループアルムナイ制度の導入

　外部で培ったスキルや経験を活かし、即戦力とし

て貢献できる人材の採用を強化した。2024年12月、

「KFG グループアルムナイ19制度」を導入した。本制

度の対象は中途退職者に限定せず、採用選考において

つながりを有した「内定辞退者」およびグループ内転

籍希望者まで拡大し、従業員の主体性を尊重し、それ

ぞれの能力を最大限に発揮できる機会を提供した。

リファラル採用制度の導入

　2024年12月、従業員から入行を希望する知人や友

人の紹介・推薦を受け、採用する「リファラル20採用制

度（紹介採用制度）」を導入した。安定的かつ多様な人

材確保を目的とした。従業員が紹介した入行希望者が

採用された場合、報酬を授与した。

ビジネスカジュアル・オフィスカジュアルの導入

　2025年5月、ビジネスカジュアルとオフィスカジュア

内だけでは成し得ない成長を実現するとともに、職場内

に多様な価値観をもたらすことなどが期待された。

グループ内転籍・出向制度の導入

　2021年10月、当行と鹿児島銀行は従業員のライフ

イベント（結婚、配偶者転勤、介護など）の事情に応じて、

両行間で転籍・出向を可能とする「グループ内転籍・出

向制度」を導入した。従業員が家庭の都合により転居

せざるを得ない場合に、両行の本店・営業店間であれ

ば転籍・出向を認めた。

育児休業制度の改定

　国が育児関連の法律を改正して労働者の雇用環境

向上に努めているのに合わせ、当行も順次、育児休業

などの規程を改定した。

　2022年4月、性別を問わず育児に参加可能な企業

風土の醸成を図るため、「出生時育児休業制度」を新

設した。男女ともに、出生後8週間以内に休みを4週間

まで取得可能とした。また、育児休業の開始日を1歳、

1歳半の時点に限定せず、柔軟に取得できることとした。

　男性行員の育児休業については2016年度より取得

促進を働きかけた。2020年10月には、男性育児休業

取得日数を5日間以上とし、対象者の取得状況は業績

評価の対象とした。

　2023年11月、当行は、社会の男性育休100％実現

に向け企業の経営者が宣言し、目標をもってアクショ

ンおよび発信していくプロジェクトである「男性育休

100％宣言」に賛同した。行内に

おける男性育児休業取得日数を7

日間以上とし、性別に関係なく仕

事と家庭を両立できる環境づくり

によりいっそう取り組んだ。

ジョブスキル基準と専門スキル認定制度の新設

　2019年12月、当行の人材育成ツールの一つとしてミ

ニマムリクワイア基準を改定し、「ジョブスキル基準」を

時間単位休暇制度の導入

　2021（令和3）年4月、従業員がライフイベントに応

じて休暇を柔軟に取得できるように、普通休暇（年次

有給休暇）の時間単位制度を導入した。対象は正行員、

準行員、フルタイムスタッフで、これまでの1日もしくは

半日単位での取得に加えて、1時間単位の取得と勤務

時間内の中抜けも可能にした。年間で取得できる時間

単位の休暇は、5日間相当の時間数を限度とした。

キャリアチャレンジ制度の新設

　2019年7月、従業員のキャリア形成に関し、自ら手を挙

げ、チャレンジできる機会を提供する「キャリアチャレンジ

制度」を新設した。原則年2回、全従業員を対象に、公募

ポスト（民間企業への出向・研修派遣、本部各部、県外支

店など）と業務内容を示し、応募者について所管部署と

人事部で選考した。地公体や熊本大学など外部出向先

を含む公募ポストは214件に上った（2025年9月現在）。

　また、2021年7月には、「KFGグループチャレンジ制

度」を新設するなど、従業員のモチベーションアップ、

多様な人材の発掘・育成や職務開発による組織能力の

向上を目指した。

副業制度の導入

　2021年10月、副業制度を導入

した。保有資格・スキルを活かし

た講演、講義、スポーツインスト

ラクターなど、副業先と雇用契約

を締結しない「個人事業主型」に

ついて認めた。従業員が行外でさ

まざまな経験を積むことで、職場 副業事例

本部各部・営業店

部署 グループ・係 業務内容 募集 
目途

経営企画部 デジタル
イノベーション室

新規事業、デジタルテクノロジー
活用商品企画等

5名

人事部 人事企画G 新卒・中途採用、研修企画 1名

与信統括部

審査G 事業資金審査
（事業資金審査、企業再生支援等）

1名

企画G CTS、個人ローン業務支援システム
等の開発

1名

市場金融部
市場運用G 債券、株式、デリバティブ等の売買 1名

市場業務G 株式、デリバティブ等の決済 1名

営業統括部 営業企画G 店舗戦略、キャッシュレス推進 1名

個人営業部 CP福岡 福岡リテール戦略（住宅ローン） 5名

法人営業部

コンサルティング室 事業承継、M&A、医療、農業、
コンサルティング

1名

法人営業企画G ビジネスマッチング他 1名

肥銀キャピタル 投資業務、コンサルティング、
M&A 他

2名

事務統括部 事務管理・指導G ECRS施策の企画、人材育成 1名

IT統括部

IT戦略G IT全体戦略、投資・経費管理、
最新動向調査

1名

企画開発G 情報システムの個別企画・
開発・管理

1名

監査部 営業店監査G 被監査店の真因分析、
ミドルマネジメント評価等

1名

福岡支店 SRM 法人営業 1名

東京支店 SRM 法人営業 1名

【2019年度上期 キャリアチャレンジ公募一覧】
出向・研修派遣

派遣先 業務内容 募集 
目途

みずほ信託銀行 遺言信託、遺産整理業務等全般 1名

日本M&Aセンター M&Aセミナー開催、マッチング 1名

九州経済連合会 海外ビジネス展開支援、海外フォーラム開催 1名

熊本県信用保証協会 融資審査業務 1名

九州FG証券 資産運用、資産形成等の提案活動 3名

鹿児島銀行 営業店・本部業務 10名

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

イクボス・よかボスとは
職場で共に働く部下のワークライフバランスを考え、その人
のキャリアと人生を応援しながら、組織の業績も結果を出して、
自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司。また、2014
年にNPO 法人による「イクボス企業同盟」が発足し、全国で
274社（2025年9月現在）が加盟している。

肥後銀行「イクボス・よかボス宣言」
１．�従業員のワークライフバランスの実現を支援するとともに、自ら

も積極的に仕事と人生を楽しむ「イクボス・よかボス」になります。
２．�従業員一人ひとりが “ 充実感 ”や“やりがい”を感じながらい

きいきと働けるよう、互いに個性や多様性を尊重し合う自由
闊達で風通しの良い職場環境づくりに努めます。

３．�従業員が最大限の能力を発揮できるよう、一人ひとりに適し
たキャリア形成を支援します。

４．�地域と共に歩む金融機関として、「イクボス・よかボス」に係
る取組みの推進に努めることで地域の活力を高め、豊かな地
域社会の実現に貢献します。
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当行主催による「熊本県内の女性職員を対象とした異

業種交流会」を徒然会館で開いた。前年に続く開催で、

県内の9企業・団体から26人が参加し、グループディス

カッションなどを行った。

「子育てサポート企業」に認定（くるみん認定）

　2017年8月、厚生労働大臣が認定する「子育てサ

ポート企業」として認定された（くるみん認定）。2003

年に成立した次世代育成支援対策推進法（次世代法）

に基づく当行の行動計画の達成状況が、一定の認定

基準を満たした。

　2019年9月には、仕事と子育ての両立について、よ

り高い水準で取り組んでいるとして厚生労働大臣から

「プラチナくるみん」の認定を受けた。

「労働時間等の働き方」「管理職比率」「多様なキャリ

アコース」の5つを評価項目としていた。

女性徽章（バッジ）の導入

　2016年4月、当行行員としての誇りと責任をもち、お

客様からの信頼をより高めることを目的として、女性役

席者（代理職以上）向けに徽章を作成、貸与した。当行

のシンボルマークをデザインしたもので、上着左胸に着

用することとした。2018年10月には主任職にも導入し

た。2023年4月には、女性従業員の事務服廃止に伴い、

マルサン徽章を貸与した。

育児休業者の復帰支援

　2016年4月、育児休業者に対するスムーズな復帰支

援と復帰後の両立支援の一環として、運用中の「肥銀

インターネット学習支援システム」（現・ひぎん学びネッ

ト）上に、人事部との双方向コミュニケーション機能を

追加し、人事部との個別相談体制を整えた。

女性職員対象の異業種交流会を開催

　2017年1月、女性活躍推進の取組みの一環として、

ルをグループ会社で導入した。従業員の多様性の尊重

とKFGの働き方統一を目指した。

「ブライト企業」の認定

　2022（令和4）年11月、働く人がいきいきと輝き、安

心して働き続けられる企業を熊本県が認定する制度「ブ

ライト企業21」として表彰された。同制度は、県全体の

労働環境や処遇の向上を図るとともに、若者の県内就

職の促進が目的だった。

　当行は、従業員とその家族の満足度（勤続年数、育

児・介護制度の整備）、地域の雇用、地域社会・地域経

済への貢献（インターンシップ、社会貢献活動）、安定

した経営状況が認められた。

職務記述書の改定

　2020年10月、個人の能力開発と部下指導の実効

性を高めるため、「個人別能力開発計画書」を「職務

記述書兼評価書」に改定した。それまで所属長が役席

を含む全行員の管理・指導を行っていたが、改定後は

「所属長→役席→行員」の運用とした。役席は行員の

教育責任者となり、現場での徹底的な議論による職務・

評価の納得度の向上が期待された。所属長は役席の

マネジメント力育成に力を入れることとした。

「キャリアシート」の作成

　2024年4月、全行員の主体的なキャリア形成を促

進するため、新たに「キャリアシート（通称：マイキャリ

ア）」を導入した。行員自ら「何を目指すのか」「経験を

どう活かすのか」「どんなスキルが必要か」を考えてプ

ランを策定した。上司は部下の意向を尊重した中長

期的目線での指導が求められた。一方で従来の自己

申告書を廃止した。

マイパーパスの作成ならびに共有会の実施

　2024年7月から9月にかけて、パーパス経営・バ

リューの浸透およびエンゲージメント向上を目的とし

て、個々人がパーパス（マイパーパス）作成に取り組ん

だ。正行員が対象で、各人は上司との2度の面談を通

じ、自分を突き動かす原動力や人生で成し遂げたいも

のをマイパーパスとして言語化した。職場内でそれぞ

れがマイパーパスを発表し、共有した。

（2）女性活躍推進への取組み

「女性活躍推進法」に基づく行動計画の策定

　2016（平成28）年4月、「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が施

行された。当行も法に従って、行動計画を策定した。

2023年4月には、2027年3月までの第3次行動計画を

策定した。

　定量目標として、女性管理職比率20% 以上、女性

役席者比率42% 以上、女性の法人渉外・コンサルティ

ング・本部企画・審査担当人数200人以上、育児休業

取得率100%（男性は原則10営業日以上育児休業を

取得）の4つを定めた。

　このうち、女性管理職比率は2015年3月の5.2% が

2022（令和4）年2月に13.3%、女性役席者比率は同じ

く15.9% が36.0%となった。 

　2023年11月、厚生労働省が女性の活躍促進に関す

る状況が優良な企業を認定する

制度「えるぼし」で、当行は評価

項目すべての基準を満たし、最

高位である「3つ星認定」を取得

した。同制度は、女性活躍推進

法に基づき、「採用」「継続就業」

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女
性活躍推進法）
　2016年4月に施行された2026年3月まで（当時）の時限立
法。女性が職場で活躍できる社会づくりを後押しするため、

「採用、昇進などの機会の積極的な提供」「仕事と家庭が両
立しやすい環境整備」「仕事と家庭との両立に関して本人の
意思の尊重」の３つの基本方針を掲げている。
　従業員301人以上の企業に対して、自社の女性活躍に関
する状況把握と課題の分析、さらに行動計画の策定・届出・
公表などを義務付けた。2022年4月に改正され、行動計画
策定などの義務が、従業員101人以上の企業にまで拡大した。

くるみん認定に係る計画達成状況
【行動計画１】 女性が仕事と家庭を両立し、

安心して働き続けられる環境を整備すると
ともに、女性の能力開発およびキャリア形
成に資する取組みを推進する
＜達成状況＞女性活躍推進室の新設（2015.4.1）、管理職養
成プログラムスタート（第1期および第2期のインターバルプ
ログラム実施）、育児休業復帰研修の実施（年2回）

【行動計画２】 男性育児休業の取得促進
＜達成状況＞2015年度配偶者出産者における育休取得率
100％達成、行内通達や行内メールによる取得促進、仕事と
育児･介護の両立支援ガイドによる周知および理解促進

【行動計画３】 育児休業取得および職場復帰支援
＜達成状況＞仕事と育児 ･ 介護の両立支援ガイド作成および
周知、育児休業復帰研修の実施（年2回）、両立支援研修の実
施（年1回）、育児休業者コミュニケーションサイト新設によ
る情報発信と個別相談対応

シンボル
マーク

「女性活躍推進」をテーマにした講義を受ける参加者

えるぼし認定マーク

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

2022年度代表認定企業（上位9社）として
認定証授与式

（©2010熊本県くまモン 撮影2022.11.4）

ブライト企業認定証

21 ブライト企業：ブラック企業と対極の企業をイメージした熊本県の造語
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健康経営事業子会社の設立

　2025年10月、地域における健康経営の促進に注力

し、ウェルビーイング（地域住民の幸福）と地域価値の

向上に貢献するため、当行が100%出資する健康経営

事業子会社㈱九州健康経営ラボを設立した。健康経

営に関するコンサルティングや福利厚生、地域の健康

スポーツ事業を担う。健康経営に関する子会社を立ち

上げるのは全国の銀行で初めてであった。

（4）人的資本経営を踏まえた行員価値向上

　KFGグループは、パーパス、人権方針および2030

年共創ビジョンに基づき、2023（令和5）年5月、グルー

プ共通の人材育成方針と社内環境整備方針を定めた。

ビジョン実現に向け、従業員エンゲージメントを高め、

就業時間中の禁煙

　2020（令和2）年4月、就業時間中（昼休み1時間およ

び時間外を除く）の喫煙を禁止した。「健康増進法の

一部を改正する法律（改正健康増進法）」の施行を受け、

当行施設・行用車の利用者全員を対象とし、お客様や

取引業者にも同様に協力を求めた。当行のサステナビ

リティ全体構想の取組事項である「健康経営の実践及

びお客様・地域の健康増進支援」として、行員の健康

保持・増進とともに、地域全体に「健康経営」を浸透さ

せることを目的に、KFG、鹿児島銀行も同様の内容で

実施した。

　さらに、2025年10月、よりいっそうの役職員の健康

増進、受動喫煙防止を図り、地域全体に「健康経営」を

浸透させるため、当行敷地内での喫煙を終日禁止した。

健康管理システムの運用開始

　2020年10月、役職員が健康診断結果の閲覧や健

康診断の受診申込などを行う「健康管理システム」の

運用を開始した。

健康施策に大きな評価

　当行の「健康経営宣言」以降の「こころと体の健康」

への取組みは、国や熊本県からも高い評価を受けた。

【第3回上手な医療のかかり方アワード表彰】

（2021年度、厚生労働省医政局長賞コンテンツ部門特別賞）

【熊本県健康づくり県民会議表彰】

（2022年度「健康経営、検診・がん検診部門」）

【スポーツエールカンパニー認定】

（スポーツ庁、2023～2025年の3年連続認定）

【健康経営優良法人（ホワイト500）認定】

（経済産業省、2019〜2025年の7年連続認定）

　当行は、経済産業省が実施する健康経営優良法人

認定制度において、「健康経営優良法人2025（大規模

法人部門）ホワイト500」に認定され、7年連続で認定

された。あわせて上位50位以内（認定法人3,400社）

の評価を受けた。

旧姓使用の導入

　2021（令和3）年4月、婚姻などの改姓によるキャリ

ア分断を避けるため、戸籍上の氏が変更になった際も、

希望者には引続き行内で変更前の旧姓使用を認めた。

「ひごっ子の森北熊本保育園」開設

　2021年12月、従業

員の仕事と育児の両

立支援のため、2園目

の事業所内保育施設

「ひごっ子の森北熊本

保育園」を北熊本支店

敷地内に開設した。

女性従業員の事務服廃止

　2023年4月、ジェンダー平等・脱炭素社会への対応・

組織活性化などを目的に、女性従業員の事務服を廃止

した。服装はスーツかスーツに準ずるものとし、事務セ

ンター勤務者は、男性を含めてオフィスカジュアルを

認めた。併せて身だしなみ基準を改定し、ピアスやイ

ヤリング、ネイルも目立たない範囲で認めた。

　女性従業員の事務服着用については、2005（平成

17）年4月に代理職以上の女性役席者は廃止とし、

2018年10月からは主任職でも同様の扱いとしていた。

女性活躍・子育て支援で表彰や受賞相次ぐ

　女性が活躍できる職場づくりや子育て支援、男女共

同参画社会などに向けた当行の積極的な取組みは、熊

本県や熊本市、外部団体からも高く評価された。主な

表彰は次のとおり。

【熊本県男女共同参画推進事業者表彰】

2015年度、2017年度表彰

【熊本市子育て支援優良企業】

2015年度〜2017年度認定ならびに表彰

【第2回女性活躍パワーアップ大賞】

2017年2月、優秀賞受賞（（公財）日本生産性本部主催）

（3）健康経営への取組み

健康経営宣言

　2019（平成31）年1月、従業員と家族の健康管理を

経営的視点から考え戦略的に実践する「健康経営」を

行内外に表明するため、「健康経営宣言」を発表した。

宣言を機に「こころと体の健康」のため、さまざまな施

策に全行挙げて取り組んだ。

健康経営事業子会社の設立を報じる新聞記事
（『熊本日日新聞』2025年9月3日付）

健康経営優良法人2025
ホワイト500
認定書授与式

（右・髙本副頭取）

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

ひごっ子の森北熊本保育園

健康経営宣言 
　肥後銀行グループは、役職員およびその家族の「こころと体
の健康」が、企業理念に掲げる「創造性に富み、自由闊達で人
間尊重の企業文化の確立」に重要であると考え、肥後銀行グ
ループと肥後銀行健康保険組合が一体となり、「こころと体の
健康」の保持・増進に向けた取組みを積極的に行ってまいります。
【主な取組内容】

人事担当役員を「健康づくり責任者」とし、以下の政策に取り組む。
１.こころの健康管理
　・メンタルヘルスセミナーの定期的な開催
　・�人事部、健康管理室、健康保険組合、提携医療機関等ラ

インケアの充実
　・ストレスチェック結果に基づく職場改善活動の実施
２.からだの健康管理
　・要精密検査受診率および被扶養者特定健診率の向上
　・禁煙促進（禁煙外来サポートの充実、禁煙デーの設定）
　・生活習慣定着に向けた取組み（女子駅伝部・行友会の活用）

プラチナくるみん認定に係る計画取組状況
【多様な人材が活躍する組織づくりのための意識改革】
＜主な取組内容＞ダイバーシティマネジメン
トセミナーの実施、イクボスセミナーの実施、
頭取・全所属長によるイクボス・よかボス宣言
の実施

【所定外労働時間の削減】（数値目標）計画期間終了年度 
2016年度比10％以上削減
＜主な取組内容＞18時以降時間外労働の原則禁止、ノー残
業デーの実施（毎月2回）、数値結果＝2018年度時間外労働
実績：28％削減（2016年度比）

【男性の育児休業取得促進】（数値目標）育児休業取得率
90％以上 
 ＜主な取組内容＞行内への周知・啓発の実施、数値結果＝男
性育児休業取得率100％
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竣工した清水研修所は、半世紀にわたって行員の学び

の拠点であったが、交通アクセスの利便性、研修所機

能の向上を考慮した。機能移転に先立ち、2021年11

月清水研修所を閉鎖した。

⑥メンター制度の新設

　2024年8月、メンター制度を新設した。全階層を

対象として、所属・ブロックを超えて行内横断的に相

談できる機会を提供し、知識・経験が豊富な先輩（メ

ンター22）と成長意欲を持つ後輩（メンティー23）が主

体的なつながりを構築することを支援した。

⑦KFG第1期生新入行員の研修実施

　2016（平成28）年4月、KFG 発足後の第1期生とし

て当行と鹿児島銀行に入行した新入行員の合同研修

を、同年10月、鹿児島銀行研修所で実施した。1泊2

日の日程で当行からは122人が参加し、KFGグループ

の一員としての意識を高めた。

⑧自主企画体験研修の実施

　2018年8月、行内で自主企画体験研修の参加者を

募集した。同年10月〜12月に首都圏で2泊3日の外

部研修参加や企業視察、文化芸術鑑賞などの企画や

視察日程を行員自らが策定するものであった。26人

が応募し、選ばれた6人が最新のワークスタイルを取

り入れた企業や、日本経営品質賞受賞企業を訪問し、

M&A 研修に参加した。

内容やスキル、キャリアプランなどに応じた約130講

座の教材を提供し、各人はそれらを自主的な学習に利

用した。 

③インストラクター制度の廃止

　2020年7月、当行内の業務指導や人材育成を担って

きたインストラクター制度を廃止した。統括店を中心

としたブロック単位運営における係別・階層別勉強会

や各専門担当者による現場 OJT が活性化した現状を

踏まえた措置であった。

④行内ロールプレイング大会開催

　2003（平成15）年より行内ロールプレイング大会を

開催した。「質の高い金融サービスは基本の徹底から」

を合言葉に、お客様との会話、正確な事務手続き、提

案の組立て方などのノウハウを共有した。毎年さまざ

まなテーマを設定し、ブロック予選会を勝ち抜いてき

た出場者は、熊本市民会館大ホールや、熊本県立劇

場演劇ホールで模範演技を披露した。

　2018年からは、鹿児島銀行の代表者も出場。2021

年にはニューノーマルに対応する新たな試みとして全

編動画配信に移行し、第19回大会をもって行内ロー

ルプレイング大会は終了した。

⑤研修所機能の移転と清水研修所の閉鎖

　2022年3月、研修所機能をそれまでの清水研修所

から肥後紺屋町ビルに移した。1969（昭和44）年に

22 メンター：相談対応者であり、自身の強みや知見を指導に役立てたい従業員
23 メンティー：相談者であり、自身の課題について具体的アドバイスを希望する従業員

価値を創造する人材の育成や確保、働きがいの充実

を通じて、多様性と自律性を備える集団形成を図った。

新しい人事制度の導入

　2023（令和5）年4月、近年の事業領域の拡大や価値観

の多様化を踏まえ、約10年ぶりに人事制度を改定した。

　「役割（職務）および成果の重視」「多様性を尊重し積

極的に活かす組織づくり」「高度のスキルを保有する人

材の専門性発揮」の3点を改正のコンセプトとし、多様

な人材が創造性を発揮し、永続的に成長・活躍できる

人事制度を目指した。

　具体的には、コース体系をはじめ給与や休暇・休職制

度などを見直した。これらの人事制度改定に伴い、法的

資格、標準スキル、自己啓発ポイントを改定した。

賃金制度の改定

　2023年4月、物価上昇への対応と従業員のエンゲー

ジメント向上などを目的に、28年ぶりとなる従業員の

ベースアップと初任給の引上げを実施した。資金量

ベースで3.2% のベースアップと、2% の定期昇給と併

せて5.2% 以上の賃上げとなった。初任給も10,000

円〜30,000円引き上げた。また、2025年4月にも約

5.2% の賃上げを実施した。ベースアップを含む賃上

げは3年連続となった。

人材育成

①ブロックサポーター、パーソナルサポーターの新設

　2019年6月、身近な立場でアドバイス・相談・指導を

行うブロックサポーター（統括店長に指名されたブロッ

ク内の役席者および行員）をブロックごとに配置し、パー

ソナルサポーター（人事部長に指名された人事部員）と

連携しながら、若年層の成長支援やモチベーション向

上を目指した。

②従業員向けポータルサイトの運用

　2020年3月、インターネット上に「従業員ポータル

サイト」を開設し、各人が自宅のパソコンやスマートフォ

ンなどから個人に付与された IDとパスワードでログ

インできるシステムを

導入した。併せて、自

発的な学習を支援する

ため、行内放送局「ひ

ぎん Net-TV」の行 外

視聴を開始した。

　同年10月には、「ひ

ぎん学びネット」を導

入した。従業員の仕事

KFG第1期生新入行員合同研修

行内ロールプレイング大会

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

ひぎん学びネット

人事制度の主な改定概要

項目 主な改定概要

コース
体系

・�極めて高度な専門業務を担うプロフェッショナル
職新設 

・�総合職・一般職コース統合（キャリアパス制限撤
廃）及び総合職内にゼネラリストコース、専門キャ
リアコース新設 

・�転居転勤可否の選択制導入（エリアフリー・エリア
限定選択）

給与
（処遇）

・役割・責任に応じた職務給のウェイト引上げ 
・�社会環境やライフスタイルの変化等に応じた手当

見直し（家族手当・単身赴任手当・勤務地手当等の
改定） 

・高度な資格保有者に支給する資格手当新設 
・若年層の早期登用 
・シニア層の活躍支援

ワーク
スタイル

・不妊治療等、積立休暇の利用目的拡充 
・�キャリア開発やライフイベントに応じた多目的休

職制度新設 
・行員・スタッフ等の休暇制度統一

パーパスに基づき、私たちの共創ビジョ
ンを実現するため、金融の枠にとどまら
ないさまざまなフィールドで貢献できる
多様な人材を育成します。

PURPOSE

VISION

私たちは、お客様や地域の皆様ととも
に、お客様の資産や事業、地域の産業
や自然・文化を育て、守り、引き継ぐこ
とで、地域の未来を創造していく為に
存在しています

お客様、地域、社員とともに、より良い
未来を創造する『地域価値共創グルー
プ』への進化

KFG
人権方針

人権方針に則り、自由闊達な組織風土
のもと、従業員一人ひとりが能力を十分
に発揮し、自分らしくいきいきと活躍す
ることができる社内環境を構築します。

ビジョン
目指す姿

パーパス
存在意義

人材育成方針 社内環境整備方針
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⑨熊本市長と若手行員が意見交換

　大西一史熊本市長が、市民と熊本市の街づくりにつ

いて直接対話する「熊本市長とドンドン語ろう！with

社会人」で、企業では初めて当行が選ばれた。2019（平

成31）年1月、入行10年以内の若手行員のうち、希望

者約10人が公共交通機関の改善や、街なかの緑化な

どについて市長と意見を交わした。

「礼儀礼節」の体質化に向けた取組み

　卓越したレベルの接遇によるお客様満足度の向上

を目指し、礼儀礼節を教える役割を担う人材として、

2018年11月、全部室所店に「礼節リーダー」を配置

した。礼節リーダーは全員に、礼儀礼節の基本形（型）

に則った接遇応対ができるまで指導した。また、礼節

の定着状況検証のため、お客様アンケートなどのモニ

タリングや臨店調査、ブロック勉強会などを定期的に

実施した。

　なお、創立90周年事業（2015年）の全行統一運動

「やさしいまどぐち運動（現・やさしいまどぐち態勢）」は、

「礼儀礼節の体質化」に向けた取組みとして継続実施

し、接遇管理責任者は廃止した。

福利厚生制度の充実

①選択型確定拠出年金制度の導入

　2020（令和2）年4月、当行と鹿児島銀行、KFG のグ

ループ3社は、退職金・企業年金制度に加えて、行員の

将来の資産形成を支援するため選択型確定拠出年金

制度（選択型 DC）を導入した。給与の一部を切り出し

た部分について、従業員本人が掛金として拠出するか、

給与と合算して受け取るかを選択できた。

②奨学金返済資金の貸付制度を新設

　2016年11月、従業員が入行前（高校、大学などに

在学中）に貸与された奨学金返済のため、行友会によ

る奨学金返済資金貸付制度を新設した。入行2年目

以降の正行員に、500万円を限度に残高の範囲内で

貸し付けた。

③日本版スチュワードシップコードの受入れ表明

　2019年12月、当行と鹿児島銀行の両企業年金基

金は「責任ある機関投資家の諸原則（日本版スチュワー

ドシップコード：SSコード」の受入れを表明した。

　なお、当基金は2021年9月の国連「責任投資原則

（PRI）」への署名、2023年8月の「インパクト志向金

融宣言」への署名等、加入者等の利益のためのスチュ

ワードシップ活動やサステナブルファイナンスに継続

的に取り組んでいる。

④KFG従業員持株会の設立

　2022年3月、KFG は当行と鹿児島銀行の従業員持

株会を統合し、グループ全体の「九州フィナンシャルグ

ループ従業員持株会」を設立した。同持株会はグルー

プ各社の従業員の任意加入とし、拠出金を1口1,000

円、毎月100口を上限とした。KFG 従業員持株会に移

管するにあたり、肥後銀行持株会は解散した。

社宅の新築

　2015年1月、業務継続

態勢を考慮し、東京都文京

区に本郷社宅を新築した。

さらに、2020年9月には福

岡高宮徒然寮、2024年4

月には菊陽社宅を建て替

え、従業員の福利厚生、環

境整備に努めた。

表彰制度の充実

　当行の業績や収益向上に貢献した従業員を表彰し

た従来の表彰対象を拡大し、お客様が求める価値の

提供や地域への貢献などを表彰基準に盛り込んだ。

「褒める風土」醸成のため、2018年6月から各部・各ブ

ロックによる推薦を募り、半期に1度表彰委員会で審査

した。

　2018年10月、ボランティア活動や人命救助、お客

様第一主義を実践した者など従業員15人に対し表彰

した。

　また、2025年4月には、KFG 理念体系であるバリュー

を意識した行動や取組みを加速させていくため、KFG

グループとして表彰制度を新設した。３つのバリュー（誠

実・主体性・チームKFG）のうち「チームKFG」に焦点

を当て、グループの総合力を発揮するため所属にとら

われずに行動し、著しい成果をあげた組織を表彰した。

職場環境改善への取組み

①エンゲージメント調査の開始

　2021年8月、KFG は当行はじめグループ全従業員

向けに定期的なエンゲージメント24調査を始めた。可

視化ツールを用いて、従業員の心理状態や貢献意欲を

把握し、働き方や組織の改革に活かした。若年層は毎

月、そのほかの従業員は3か月に1度の実施とした。

（5）人権と多様性の尊重への取組み

人権研修の実施

　「KFG人権方針」（2021年12月制定）を踏まえ、全

従業員が人権尊重責任を果たし、人権に関する感度を

高めるため、全従業員に対し継続した教育を実施して

いる。また、人権に関する歴史的背景や、アンコンシャ

スバイアス25について、具体的な事例を交えた動画の

視聴といった研修も行っている。

アンコンシャスバイアス解消に向けて

　2025年4月、役員と管理職を対象にアンコンシャスバ

イアスについてのセミナーを実施した。セミナー後、職場

のアンコンシャスバイアス解消と業務効率化のため、来

客時の飲料提供ルールを制定した。給茶ではなく、ペット

ボトル飲料（水）を応接者自らが提供

するものとし、応接者以外が関わる際

も特定の者に偏らないように配慮した。

来客用の飲料水として同年7月、当行

のオリジナルペットボトルを採用した。

パートナーシップ制度の導入

　2025年4月、ダイバーシティのさらなる促進に向け、

性別、性的指向、性自認にとらわれず、同性パートナー

を配偶者とみなして福利厚生制度などを適用する「パー

トナーシップ制度」を導入した。「パートナーシップ宣

誓制度」を導入している自治体で発行される証明書な

どを保有している従業員に対し、法律上の配偶者と同

等の福利厚生などを適用した。表彰式の様子

24 エンゲージメント：組織や仕事に対して、自発的な貢献意欲を持ち、主体的に取り組めている状態を表した指標
25 アンコンシャスバイアス：無意識の思い込みと、無意識のうちに抱く考え方や行動パターン

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

SSコード 
顧客・受益者の中長期的な投資リターンの拡大を図ることを目
的として策定された機関投資家の行動規範。
SSコードの受入れを表明し、SSコードで定める活動を行うこと
で、投資先企業の企業価値を向上させるなど投資リターンの拡
大を促し、従業員の資産形成や母体企業の財政状態の向上に
貢献するものとされている。

本郷社宅

当行オリジナル
ペットボトル

熊本市長と意見交換する若手行員
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第4節　パラダイムシフト下の当行経営

11. 広報戦略

（1）�さまざまなステークホルダーに向けた
　　コミュニケーション戦略

定例記者会見の開催

　2018（平成30）年9月、お客様への有益かつ的確な情

報提供の充実、報道機関とのよりいっそうのコミュニケー

ション向上を目的として、頭取による定例記者会見を始

めた。その後も2か月に1度のペースで開催している。

株主・投資家との関係強化

　株主・投資家との建設的な対話を通じた持続的な成

長と中長期的な企業価値の向上を実現するために、経

営統合後、KFG 経営陣による経営戦略や財務状況な

どに関する会社説明会を実施している。

　2015年12月、投資家向けに「KFG第1回会社説明会」

をグラントウキョウ ノースタワーにおいて開催した。そ

の後も定期的に面談による対話やWEBを活用した個別

ミーティング、ホームページでの動画配信など積極的に

実施している。個人投資家に向けた会社説明会も経営

統合を機に活動を強化した。KFGの拠点である熊本、

鹿児島、福岡、宮崎のほか、オンラインでも開催している。

　また、KFGは株主総会が、株主との建設的な対話の

場であることを認識し、その活性化に努めるとともに、

株主の皆様が円滑に議決権を行使できるよう環境整備

に努めている。

第1回 定例記者会見

　2021年4月、KFGホームページもマルチデバイス対

応とするとともに、決算短信など開示書類の自動更新

機能を導入して情報開示スピードの向上を図るなど、

株主・投資家といったステークホルダーに主眼を置い

たコンテンツ・構成にリニューアルした。

営業店を主体とした地方創生に係る

情報ネットワークの強化

　2015年12月、当行の地方創生に対する取組姿勢を効

果的に周知するため、営業店と熊本日日新聞社（熊日）

の地域拠点との深耕により、各営業店の地方創生に対

する事例を現場起点で発信する取組みを始めた。

　当行の熊本県内22営業店と、熊日の支社・支局など22

拠点を情報ネットワーク対象とした。同じ地域内で関係

を深め、当行が各地で取り組む地方創生に関連する事案

を記事の素材として提供し、熊日が記事を配信するもの

であった。総合企画部と地域振興部は、営業店から情報

提供を受けた場合、テレビ局への取材依頼も行った。

SNS公式アカウントの開設

　2020（令和2）年10月、肥後銀行とKFGはSNS公式ア

カウント（LINE、Instagram、Twitter：現X、Facebook、

YouTube）を開設した。

　発信内容は、金融サービス（当行商品・サービス紹介、

キャンペーン案内など）、プレスリリースなど当行の取

組み（SDGsへの取組み、地域貢献など）、地域紹介（お

客様の紹介、地域イベント情報、ボランティア活動など）

で、お客様とのコミュニケーションツールとして活用し

ている。

肥後銀行・KFGホームページリニューアル

　2021年1月、当行のホームページをスマートフォン

ユーザーに主眼を置いたデザインにリニューアルした。

すべてのコンテンツについて異なる端末でも画面サイ

ズに合わせて同じ内容を表示できるマルチデバイス対

応とし、操作しやすいデザインへ変更した。メニューの

操作性を高め、知りたい情報へより速くアクセスでき

るように改善した。

KFG第1回会社説明会

リニューアルした肥後銀行ホームページ

リニューアルしたKFGホームページ

営業店とメディアの接点強化（徒然No.244記事）

　当行がメディアと連携することで、地方創生の機運

を高めると同時に、当行の地方創生に対する取組姿勢

を効果的に周知する試みであった。

創造的復興および課題解決支援力向上に向けた広報活動

　2016年4月の熊本地震の発生などを受けて、2017年

5月、広報活動を通じて当行や地域の創造的復興および

地方創生への取組みを支援していく行内通達を出した。

　お客様および営業店、地域の活動・行事や当行の復

興支援に関する企業情報を、メディアを通じて積極的

に発信することにより、創造的復興や地方創生の機運

を後押しした。営業店、本部各部、経営企画部がそれ

ぞれの役割を担った。

［営業店］　地元メディア・名士との深耕による地域情

報ネットワークの構築、経営企画部および地元メディ

アへの積極的な情報提供

［本部］　復興支援に関する企業情報の各部横断的な

情報共有、お客様や営業店に有用な適時・的確な情報

発信を経営企画部と協議

［経営企画部］　各種メディアとの重層的な関係構築、

営業店の地域情報ネットワーク構築支援（地元メディ

アへの同行訪問など）、質の高いニュースリリースの発

信と広報企画の提案

　また、お客様とのコミュニケーション促進に活用で

きるよう、ニュースリリースの行内周知を開始するなど、

行内広報活動を強化した。
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スピードアップと質の向上によるブランド力向上を目

指し、当行、鹿児島銀行、KFG に個別に置いていた広

報・IR 部門をKFGに統合し、人員はKFGを主とする3

社兼務態勢とした。

KFG共通ポータルサイトの開設

　2017年7月、グループ内の双方向コミュニケーショ

ンの活性化と取組みの理解浸透、促進を図るため、

KFG 共通のポータルサイトを開設した。肥後・鹿児島

両行の行内報や電話帳、IR 資料の掲載を皮切りに、通

達や規程、動画コンテンツなどを共有した。

各種アイテムへのKFGシンボルマーク展開

　2017年7月、KFGブランドの浸透とグループの一体

感醸成のため、名刺など一部に先行記載していたKFG

のシンボルマークを、通帳などのお客様向けアイテム

にも本格的に使用、展開することとした。

　対象アイテムは、各

種 通 帳・キャッシュ

カード、一部の一般帳

票に加えてチラシ、パ

ンフレット、ポスター、

PR品、新聞広告、テレ

ビCMなど。在庫がな

くなり次第、順次切り

替えた。その後も費用

やデザイン、鹿児島銀

（2）�行内コミュニケーション充実に
　  向けた取組み

行内放送局「ひぎんNet-TV」の開局

〜「Weeklyニュース」の配信

　2019（平成31）年1月、「映像を活用した情報伝達」

を企画・実施する拠点として、本店内に行内放送局を

開局し、「Weekly ニュース」の配信を開始した。行内

で愛称を募集した結果、「ひぎんNet-TV」と名付けた。

　Weeklyニュースは、行内通達事項の解説やマーケッ

ト情報、行員やお客様が登場する好事例紹介など、週

1回のニュース仕立ての番組で、放送局ではほかにイ

ベントなどの紹介動画も配信している。

　従来の文書などを中心とした伝達手段に加えて、映

像によるコミュニケーションを強化し、組織の魅力を

高めることでお客様へのいっそうのサービス品質向上

を目指した。さらに企画や撮影、収録、編集などを内

製化し、映像コンテンツ制作のノウハウを蓄積するこ

とで、将来の ICT、デジタル社会に対応可能なサービ

ス提供への発展を目指した。

第4節　パラダイムシフト下の当行経営

行内広報の充実に対する外部評価

　2018年4月、より充実した内容へとリニューアルを

続けた行内報『徒然』は、熊本経営者協会主催の社内

報コンクールで初めてグランプリ賞を受賞した。以降、

毎年受賞している。

Tozen.comの充実

　2005年10月、タイムリーな情報をリアルタイムに発

信するため、冊子『徒然』とは別に、「Tozen.com（トゼ

ン・ドット・コム）」を行内 WEBシステム（現・行内ナビ

ゲーション）上に開設した。2015年12月には、双方向

コミュニケーションを活性化するため、検索機能や「い

いね！」ボタンを追加するなどのリニューアルを行った。

（3）当行・KFGグループの
　 ブランド価値向上への取組み

広報・IR部門の統合

　2019（令和元）年10月、広報・IRに係る戦略立案の

KFG共通ポータルサイト

社内報コンクール表彰式（2018年）

「うるおい未来スタジオ」から配信する様子

「Weeklyニュース」視聴の様子

行との整合性を勘案しながら対象アイテムを増やして

いった。

統合報告書の開示

　企業の積極的な情報開示が求められるなか、2020

年7月、KFGとして初めてとなる『統合報告書』を制

作、ホームページ上に開

示した。

　財務情報と非財務情報

の観点および中長期的な

視点で KFGグループの目

指す姿を説明することで、

KFGグループへの理解促

進と、株主の増加、株価の

維持・向上を目指した。

九州FG magazineの創刊

　2017年10月、当行およ

び KFG、鹿児島銀行の特

徴的な取組みやトピックス

を写真を多用してわかりや

すく紹介した情報誌『九州

FG magazine』を創 刊し

た。来店したお客様が自由

に持ち帰れるよう、窓口・ロ

ビーに常備した。

行内報『徒然』

『2020統合報告書』

『2020統合報告書』価値創造プロセスページ

シンボルマークが入った通帳とカード 『九州FG magazine（Vol.1）』

2020 統合報告書
2019 年 4 月 1 日 ▶ 2020 年 3 月 31 日
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